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要     約 
 

本調査は、西アフリカ地域において大きな経済的ポテンシャルを有するコートジボワール共和

国（以下、「コートジボワール」と記す）における民間セクター開発の現状と可能性について分析

し、JICAによる今後の協力方向性を検討する土台を形成するために実施したものである。 

本調査においては政策と現場動向の2つの視点でコートジボワール産業を描き出すことを意図

しており、まずは①コートジボワールの社会経済状況概観と西アフリカにおける位置づけを俯瞰

し、②コートジボワールの民間セクター開発政策と施策の現状、及び③産業構造を現地調査で分

析し、④コートジボワール産業における有望産業の洗い出しを行った。また、⑤コートジボワー

ルと日本企業との関係についても調査した。最後に、これらの調査分析を通して、⑥JICAによる

民間セクター開発支援における協力の可能性を検討した。以下に各項目の概要を述べる。 

 

（1）コートジボワールの社会経済状況概観と西アフリカにおける位置づけ 

1960年に独立したコートジボワールは、初代大統領フェリックス・ウフェ・ボワニが進める

親仏政策と自由主義経済政策の下、植民地時代からのコーヒー・カカオの輸出を継続し、独立

以降1970年代まで経済成長率年平均11％を記録する「象牙の奇跡」と呼ばれるめざましい経済

発展を遂げた。しかしながら、1979年のコーヒー・カカオの国際市場価格の下落、政府による

マクロ経済管理の失敗、90年代以降の断続的政治的混乱等によって、約30年にわたり、経済は

停滞を続ける結果となった。その間、国内の貧困格差も広がっている。 

何度もの延期を経て2010年に行われた大統領選挙では、その結果をめぐって国は混乱状態に

陥ったが、2011年に収束以降、急速な復興を進め、2012年の経済成長率は9.8％、以降3年間も9％

台を維持するものと見込まれている。 

また、西アフリカ地域においてもコートジボワールは、約30年間の経済停滞を経てもなお、

経済的中心国の1つであり続けている。GDP規模ではナイジェリアとガーナに次いで3番目（240

億米ドル）に位置し、西アフリカ経済通貨同盟（Union Économique et Monétaire Ouest-africaine：

UEMOA）諸国GDPの約1/3を占めている。 

 

（2）コートジボワールの民間セクター開発政策と施策の現状 

コートジボワールにおける最上位政策は、2011年5月の政治危機収束後に策定された国家開

発計画2012～2015年（Plan National de Développement：PND）である。PNDにおいては、新産業

計画の策定が計画されており、産業省（Ministère de l’Industrie：MI）によって策定が進められ

ている。 

PNDでは統治、経済、社会、環境、国家の国際的地位、の5分野にまつわる戦略成果を設定

し、民間セクター開発に関しては、そのうち経済分野戦略成果「国家の富の創出が増え、維持

され、その恩恵が平等に分配される」に位置づけられている。PNDの総予算は11兆759億9,200

万FCFA、うち4割を公共投資による負担とし、残り6割は民間資金を動員することをめざしてい

る。 

国際連合工業開発機関（United Nations Industrial Development Organization：UNIDO）による

支援の下策定されている新産業政策は、現状診断と産業セクター及び制度枠組みについての提

言までをまとめたフェーズ1、それを基にセクター・制度枠組みの両方について詳細の戦略を
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立案し、実施までつなげるフェーズ2、という構成となっており、2013年1月現在でフェーズ1

がほぼ最終化されているところである。フェーズ1では、非農産品天然資源加工、アグロ・イ

ンダストリー、復興興隆に関連した資材セクター、消費財セクター、産業構造化セクターの5

つのセクターについて振興の可能性を提言すると同時に、産業振興に係る適切な組織枠組みと

して、現状体制の改善可能性、プログラムベースでの関連組織再編の可能性、省の統廃合の可

能性、の3つの可能性をオプションとして提言している。 

産業振興を担う技術省としては、産業省（MI）と商業・手工業・中小企業振興省（Ministère 

du Commerce, de l’Artisanat et de la Promotion des PME：MCAPPME）の2つがあり、実施主体と

しては起業・投資認可ワンストップセンターを所管する投資促進センター（Centre de Promotion 

des Investissements en Côte d’Ivoire：CEPICI）、試験・計量・分析ラボラトリー（Laboratoire National 

d’Essais, de Metrologie et d’Analyse：LANEMA）などが主要な機関である。民間団体としては、

商工会議所（Chambre de Commerce et d’Industrie de Cote d’Ivoire：CCI-CI）は歴史が古く、活動

も比較的活発であるほか、コートジボワール企業連合会（Confederation Général des Entreprises de 

Côte d’Ivoire：CGECI）、輸出振興協会（Association pour la Promotion des Exportations en Côte 

d’Ivoire：APEX-CI）なども世銀などのドナー支援によるプロジェクトを実施するなどの活動を

展開している。それ以外に、技術開発や普及を担う公社も複数存在する。 

 

（3）産業構造と貿易投資動向 

コートジボワールの産業構造は、製造業基盤、地域のハブ港と産業インフラ、豊富な農産物、

天然資源を切り札として、他のアフリカ諸国に比べて突出している製造業の比重（対GDP 比

19.8％）に特徴づけられる。 

コートジボワールの製造業は、付加価値額において農産品加工が42％を占め、昨今ではとり

わけ、カカオ加工品（中間製品）、パームオイル（石けんや食用油といった最終製品）、ゴム（中

間製品）、カシューナッツ（まだ95％は未加工）の加工量が拡大している傾向と、それら商品

作物を取引していた商業資本が下流部分である加工部分に投資し、それにともなって上流部分

（原料作物生産）の安定化をめざして自社プランテーション開発を進めている傾向がみられて

いる。製造業の多くを占める農産品加工は、資源・中間加工品については主に先進国、または

一部マレーシアやインド等の中進国を市場とし、他方、最終製品（日用品）はアビジャン及び

西アフリカ地域を市場としており、製品タイプによって対象市場は明確に分かれている。また、

農産品加工セクターにおける企業の原料輸出から加工へのシフトは、農産加工産業の拡大を支

えるその他の製造業部門の成長を促す可能性がある。 

貿易投資においても、農産品加工品は主要取扱・対象製品である。輸出産品においては、農

林水産物由来の輸出は上位20品目のうち13品目を占め、その輸出額は、全輸出額の51.9％を占

める。投資先業種としても、2009年認可金額のうち43％を占めている。また、貿易投資の最近

の特徴として、取引先や投資元の多様化がみられる。これまでは貿易・投資どちらにしても欧

米が主要な取引先であったが、最近では、他のアフリカ諸国やアジア新興国が参入してきてい

る。 

 

（4）コートジボワール産業における有望産業 

本調査においては、産業構造を分析するにあたり、農産品加工、石油化学製品、金属加工を
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切り口として設定し、調査の結果、①農産品加工（アグロ・インダストリー）/資源立地型産業、

②プラスチック製品・金属加工・梱包用製品などを含む需要立地・加工貿易型産業、③インフ

ラと港湾関連メンテナンスを内容とする需要立地型産業、の3つを有望産業として整理した。 

①農産品加工（アグロ・インダストリー）/資源立地型産業について 

政策面においてもその振興が強く重視されていると同時に、実際の産業動向としても従来、

未加工/低加工で輸出されていたものについて、その商品作物を取引していた商業資本が下流

部分である加工部分に投資をし、それに伴って上流部分（原料作物生産）の安定化をめざした

自社プランテーション開発も進められる、という動向がみられている。輸出動向からみると、

カカオ及びコーヒーは常にコートジボワールにとって主要かつ重要な産品であるが、それらに

加えて新たにカシューナッツやゴム、パームオイル製品が注目を浴びている産品といえる。カ

シューナッツはその生産量で現在世界第4位に達しているものの、国内での加工率は5％未満と

非常に小さく、中間加工を拡大する余地は大きい。ゴムは、最大の輸出先が先進国ではなくマ

レーシアという特徴があり、タイヤ産業など、将来的にその加工産業を呼び込む可能性を検討

する余地もある。パームオイルは、世界市場においては東南アジアの二大生産国が圧倒的なシ

ェアをもつうえ、コートジボワール産はそれらに対して割高なため、世界市場での競争力はな

く、コートジボワール産のターゲット市場となりうるのはUEMOA域内市場といえる。 

②プラスチック製品・金属加工・梱包用製品などを含む需要立地・加工貿易型産業について 

コートジボワールは「農産物資源」「製造業基盤」「地域ハブ港」「鉱物資源」という強力

な4つの産業発展要因を同時にもっており、加工貿易型産業立地のポテンシャルがあるもの

といえる。まず、短期的にいち早く需要が拡大すると考えられる建設需要にかかわる周辺産

業として、金属製建設資材（電炉メーカー）、セメント、内装、電気、水回り施設関連産業

（プラスチック製品、ワイヤー、パイプ等）等がある。中期的には、農産加工品産業の成長

に伴って、それを支える周辺産業に対する需要として、農産加工品のパッケージングにかか

わる中間製品で、缶、段ボール、プラスチック加工等が有望と考えられる。次に、アビジャ

ンを中心に立地し、西アフリカ市場をターゲットとする最終製品生産も成長可能性が高い。

既存のものとしては、塩化ビニル・プラスチック加工、コンデンスミルク、パームオイルや

インスタントコーヒーなどがあり、どれも材料の一部を除いてほとんどは輸入し、アビジャ

ンで加工後、西アフリカ市場への輸出を行っている。最後に、中長期的には、タイや産業な

どの高度な加工貿易型産業の可能性もある。しかし、この実現のためには、特に港湾インフ

ラの更なるオペレーション効率化による国際競争力向上が求められる。 

③インフラと港湾関連メンテナンスを内容とする需要立地型産業について 

農産加工産業等の加工施設や、港湾とその関連施設の規模が拡大に伴い、その維持に必要

なメンテナンス関連産業と補給関連産業が成長する可能性が考えられる。コンテナスループ

ットで60万TEU*前後の規模の需要があり、かつ最終的に現在の南アフリカ共和国におけるダ

ーバン港と同レベルの280万TEUをめざす極めて大規模な拡張計画があるアビジャン港の存

在が、インフラ・メンテナスと港湾補給関連産業への刺激剤となりうる。加えて、農産加工

産業の生産施設は、多くの場合輸入した機械を使っている農産加工産業について、この機械

そのものを生産する機械産業が立ち上がるには相当に大きな需要と長い期間が必要と考え

られるが、生産施設の一部についてはメンテナンスのための国内需要が生じうる。 
 
*TEU：Twenty-foot equivatent unit. コンテナ船の積載能力を示す単位で、1TEUは20フィートコンテナ1個分

を示す。 
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（5）日本企業との関係 

コートジボワールにおける日本企業の活動の歴史は1960年代から始まっており、大手総合商

社をはじめ紡績や機械組立などの製造業の進出がみられたものの、80年代から始まる政治・経

済危機によってその多くが撤退を余儀なくされた。しかし、2011年の危機の収束後同年11月に

味の素の進出、2012年には豊田通商が当地での販路拡大を目的に、フランス最大のアフリカ専

門商社CFAOの株式97.81％を取得し完全子会社化、などの動向がみられる。日本とコートジボ

ワールのビジネス関係強化のために、2012年7月にはJETROにより南アフリカ共和国に進出し

ている日本企業を主なメンバーとする視察団訪問が実施されると同時に、JICAとJETROの共催

により、日本においてコートジボワール投資セミナーが開催されている。 

現地調査に先立ち、日本において日本企業複数社に対し、コートジボワール投資の可能性と

課題についてヒアリングを実施したところ、①関心度と関心分野は天然資源や港湾・インフラ、

地域としてはアビジャン、②日本企業の実際の投資・貿易動向については、コートジボワール

からはココアバターの輸入、コートジボワールへはセメントや活性白土の輸出、などがみられ

（投資動向は既述のとおり）、③進出メリットとしては、天然・農産物資源の存在や域内での

経済規模の大きさ、比較的整備されたインフラ、などが挙げられる一方、④障害としては、心

理的・物理的遠さや治安やビジネス情報の不足、が指摘された。 

 

（6）JICAによる民間セクター開発支援における協力の可能性 

約30年にわたる政治・経済危機の結果、コートジボワールにおいてはすべての産業開発課題1

において対応を迫られる課題が山積みであるが、緊急的かつ短期的には、緊急度、政策優先度、

施策実施状況の3点からみて、ビジネス環境整備と貿易・投資促進の課題について対応が必要

とされ、支援優先度が高いものと判断できる。特に投資促進について、多額の民間資金の動員

を想定しているPND優先行動計画の実施のためにも、環境整備を迅速に進めて投資をすばやく

呼び込む必要がある。 

一方、その他の課題については、政策・施策の立案、実施がこれからであるうえ、今後の産

業発展を支えていく土台として、ある程度時間をかけて中長期的に対応が必要になるものと考

えられる。支援を検討するにあたっては、各産業セクターによってその構成内容が異なること

から、産業セクターごとに、バリューチェーンの構成と中小企業を中心とする関連アクター、

必要とされる知識や技術等に応じたものとすることが求められる。 

 

                                                        
1 政策立案、ビジネス環境、貿易・投資促進、金融、中小零細企業支援、産業人材育成、各産業セクター育成 
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第１章 調査の概要 
 

１－１ 背景 

コートジボワール共和国（以下、「コートジボワール」と記す）は、1960年の独立以降、一次産

品の輸出、運輸交通・貿易によって高い経済成長を達成し、仏語圏西アフリカにおける経済大国

となった。しかしながら、80年代以降、一次産品の価格下落、石油危機によるインフレ、マクロ

経済政策の失敗、90年代後半からの政治的混乱、危機等により経済状況は悪化し、この間経済成

長はマイナス、または鈍化した。2010年10月の大統領選挙後内戦状態に陥る事態となり、主要産

品であるコーヒー・カカオが一時輸出禁止されるなど、同国経済にも大きな悪影響を及ぼした。 

2011年に事態は収束しワタラ政権が発足、国内経済の復興と、地域の経済大国としての地位再

確立のための取り組みが急速に進められている。2012年、「国家開発計画（Plan National de 

Développement：PND）（2012～2015年）」が策定され、5つの戦略目標の1つとして「富の創出と公

平な分配」が設定された。そのなかで民間セクター開発も重点課題とされ、ビジネス環境整備や

企業の競争力向上、SME及び手工業振興等がその施策として掲げられている。PNDに基づく各セ

クターの政策も策定されつつある。 

コートジボワールの産業構造は、GDPに占める農業、工業、サービスがそれぞれ24.3％、30.3％、

45.4％、製造業は21％となっている。同国経済をけん引している農業セクターの重要性は開発援助

の文脈においても引き続き大きいが、産業多角化、地域の経済大国としてのコートジボワールの

安定化、開発への民間資本の巻き込み、並びに貧困削減や雇用創出への寄与、といった観点から、

民間セクター開発分野は、農業セクターと同等に重要であるといえる。 

このような状況下、民間セクター開発支援につき、コートジボワール政府による政策や制度、

主要援助機関の動向、在コートジボワール民間企業団体や現地企業等の現状や課題といった基礎

情報を収集し、JICAの今後の協力の方向性を検討することを目的として、本調査を実施した。 

 

１－２ 目的 

現地調査において、以下の点についての情報を収集し、整理・分析すること 

（1）コートジボワールにおける産業開発や貿易・投資促進に係る政策・施策とその実施状況、

関連機関、ドナー、NGO、民間団体などの現状（産業開発政策） 

（2）コートジボワールの産業構造の分析を踏まえた、特に二次・三次産業における現地企業の

動向や状況、課題、ニーズ、政策実施状況（産業動向分析） 

 

１－３ 団員 

担当分野 氏 名 所 属 

総括/産業開発 本間 徹 JICA 国際協力専門員 

協力企画 金子 万里子 JICA コートジボワール事務所 企画調査員 

産業開発政策 小林 邦康 個人コンサルタント 

産業動向分析 川原 恵樹 （株）国際開発センター 

通訳 西山 明美 JICE 

※なお、2013年1月26日～2月2日の日程で、産業開発・公共政策部産業貿易一課の奥本恵世主任調査役が同行した。 
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１－４ スケジュール 

現地調査は2013年1月21日から2月14日までの期間で実施された。 

調査日程の概要は、以下のとおりである。 

日時 行程Schedule 

Jan 21 Mon コンサルタント到着 

22 Tue （アビジャン） 

9:00 JICA打合せ CI Office, rencontre internelle  

10:30 産業省（Ministère de l’Industrie：MI）表敬 

14:00 JICA事務所長面談 

16:00 商業・手工業・中小企業振興省（Ministère du Commerce, de l’Artisanat et 

de la Promotion des PME：MCAPPME）表敬 

23 Wed 9:00 商業・手工業・中小企業振興省（MCAPPME）打合せ 

11:00 経済・財政省（Ministère de l’Economie et des Finances） 

14:00 商工会議所（CCI-CI） 

17:00 輸出振興協会（APEX-CI） 

24 Thu 14:00 コートジボワール熱帯技術公社（I2T）  

16:00 下請け・パートナーシップ事務局（BSTP） 

25 Fri 09:00 コートジボワール企業連合会（CGECI） 

14:00 技術普及促進センター（CDT） 

16:00 税関（Douane） 

18:00 国家職工会議（Chambre Nationale de Métier） 

26 Sat 本部担当職員（産業開発・公共政策部 産業・貿易第一課）到着 

27 Sun 総括 

団内打合せInternal Meeting 

28 Mon 9:00 JICA事務所内打合せ 

10:00 JETRO表敬 

14:00 MI 

29 Tue AM：日本デー開催 

15:00 アフリカ開発銀行チュニジア本部とのTV会議 

30 Wed 9:00 在コートジボワール日本大使館 

11:00 APEX-CI 

14:30 国家統計局 

16:00 CI-ENGINEERING 

31 Thu 9:00 UNIDO 

11:00 PALM-CI  

14:00 CCI-CI 

16:00 世界銀行並びにIFC 

Feb 1 Fri 9:00 工業土地ロットの割り当てに関する省庁間コミッティ（CIDLI） 

11:00 工業地区 

14:00 JICA事務所報告 

15:30 ワンストップショップ（Guiche Unique） 

17:00 投資促進センター（CEPICI） 

本部担当職員出国 

2 Sat 10:00 農業セクター基礎情報収集・確認調査団との打合せ 

アビジャン市内訪問 
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 3 Sun 総括出国 

（協力企画、産業動向分析）午後：ア

ビジャン→ブアケ 

 

4 Mon 8:00 技術教育校（Collège 

d’Enseignement Téchnique） 

9:00 商工会議所ブアケ局（CCI-CI à 

Bouaké） 

10:00 MANIT社 

11:30 Global Cotton社 

14:00 OLAM社 

（ABIDJAN） 

8:00 国家輸出戦略策定セレモニー 

14:00 BCEAO 

5 Tue 8:00 産業省ブアケ局 

9:30 FAMADJI社 

10:30 小規模カシューナッツ加工工場

11:00 ブアケ卸売市場 

PM：ブアケ→アビジャン 

10:00 LOGITRANS社 

6 Wed 9:00 GIZ 

11:00 計画・開発省（Ministère d’Etat, Ministère du Plan et du Développement：

MEMPD） 

11:00 アフリカ統一・海外コートジボワール人省（Ministère de l’Intégration 

Africaine et des Ivoiriens de l’Extérieur：MIAIE） 

14:00 雇用促進・研究機構（AGEPE） 

16:00 ILO 

7 Thu 10:00 鉱山・石油・エネルギー省（Ministère des Minies du Pétrole et de l’Energie：

MMPE） 

14:00 ACTED 

8 Fri 9:00 試験・計量・分析ラボラトリー（LANEMA） 

11:00 コートジボワール規格（CODINORM） 

14:00 OLAM社 

9 Sat  

10 Sun （協力企画、産業動向分析）PM：ア

ビジャン→サンペドロ 

 

11 Mon 8:00 産業省サンペドロ局 

10:00 SAFCACAO・CHOCOIVOIR社 

13:30 商工会議所サンペドロ局 

14:00 OLAM社 

15:30 SUSCO社 

（アビジャン） 

9:00 ECOBANK 

15:30 雇用・社会事業・職業訓練省

（Ministère d’Etat, Ministère de 

l’Emploi, des Affaires Sociales et 

de la Formation Professionnelle：

MEMEASFP） 

12 Tue 8:00 パレット製造会社AM：サンペド

ロ→アビジャン 

9:00 手工業促進支援基金（FAPA） 

11:00 Mouvement pour l’Education la 

Santé et le Développment 

11:30 企業振興コートジボワール国家

基金（FIDEN） 

13 Wed 12:00 UBIFRANCE 

16:00 EU 

10:00 アメリカ大使館 

15:00 職業訓練国家機関（AGEFOP） 
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 14 Thu 11:00 JICA事務所帰国報告 

14:00 JETRO表敬 

16:30 日本大使館表敬 

コンサルタント帰国 

 

１－５ 主要面談者 

氏 名 所 属 

アビジャン 

面談先：計画・開発省（Ministère d’Etat, Ministère du Plan et du Développement：MEMPD） 

OUEI Gueu Directeur de Cabinet（官房長） 

BA Ibrahima Directeur Général（国家統計局局長） 

MOUSTAPHA Sylla Directeur de la Planification（計画課長） 

DR Edmud DOUA Conseiller Technique（技術カウンセラー） 

GONNE Louh Jeannot Directeur de la Programmation des Investissements Publics（公

共投資計画課長） 

SOUMAHORO Vassiriki Chef Cellule de Coordinnation（調整長） 

KPONH Taly Eveline Sous-Directrice Chargée des conférences et des Missions（会

議・ミッション担当副課長） 

面談先：産業省（Ministère de l’Industrie：MI） 

GNAMIEN N’Dri Guillaume Directeur du Cabinet（官房長） 

TIE Bi Youan Directeur de la Promotion du Secteur（民間セクター振興課長）

TANO Paulin D2SI（統計・計画課長） 

Clément AIE Directeur Général du LANEMA（国家ラボラトリー長官） 

Paul ABE DISI（インフラ・産業安全課長） 

Emmanuel KOUAME DAAF（行政・ファイナンススタッフ） 

BAMBA Mahama DPQX（品質・基準化課長） 

Theodule DIRO DIT（技術革新課長） 

Paul Seu GBEASA DCI（産業協力課長） 

SEKE Esso CCEASP（産業協力課職員） 

TRA BI Emmanuel DAI（産業活動課職員） 

COULIBALY Hmaila DPSPEA（民間セクター振興調査課長） 

面談先：商業・手工業・中小企業振興省（Ministère du Commerce de l’Artisanat et de la Promotion 

des PME：MCAPPME） 

Nazaire GOUNONGBE Directeur de Cabinet（官房長） 

Alexis AMICHIA Directeur de Cabinet Adjoint（官房長補佐） 

KAMISSOKO Mamadou Inspecteur Général（検査官） 

GAUZE  Jerome  Claude Inspecteur Général（検査官） 

OULOUPOHI Victor Inspecteur（検査官） 

KONATE Karim Directeur de l’Apprentissage et de la formation Continue（継続

研修課長） 

NKON Minanou Directeur de la Direction Expansion Commerciale et de la 

Compétitivité（商業拡大・競争力課長） 
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TRAORE Mamadou Directeur de la Coopération Internationale et des Investissements

（国際協力・投資課長） 

MAMADOU Traoré Président du Comité de Gestion du FIDEN（企業振興コートジ

ボワール国家基金管理委員長） 

KOAKOU N’Guéssan Directeur Régional de la Construction et de l’Urbanisme du 

Logement de Dimbokro（ディンボクロ地方建設・都市住居課

長） 

KOUASSI Barthélémy Sous-Directeur des Affaires Juridiques（法制度副課長） 

DJACORE Max Coordonnateur des Accords Commerciaux Multilatéraux（商業合

意連携官） 

FOFONA Namisata Presidente du Comité de Gestion du FAPA（手工業促進支援基

金管理委員長） 

KONE Zanourgo Athanase  

FLAN Téhé Jean  

OULOUPOHI Victor  

ELIASON François Joseph  

面談先：アフリカ統一・海外コートジボワール人省（Ministère de l’Integration Africaine et Ivoiriens 

de l’Exterieur：MIAIE） 

Dr DIOMANDE Ibrahim Chef de Cabinet（官房長） 

KOIKOI Allico Blaise Juriste au Cabinet（法務担当官） 

Mme KONAN Jacqueline Conseiller Technique（技術カウンセラー） 

YAO Kouamé Conseiller Technique（技術カウンセラー） 

OKA Valérie Conseiller Technique（技術カウンセラー） 

KOUASSI A Hervé Chef de Service RPCDA（RPCDAサービス長） 

MOUSSA Mama Directeur des Politiques Communautaires de la Promotion 

Humaine et du Développement Durable（人材促進地域政策・

持続的開発課長） 

ABDOULAYE Alliagni Directeur des Infrastructures Economiques （経済インフラ課

長） 

KOUAKOU Loukou Sous Directeur des Infrastructures Economiques（経済インフラ

副課長） 

DJE Kouamé Sous Directeur Chargé de la Libre Circulation des Biens et des 

Services（財産とサービスの自由移転担当副課長） 

DIOMANDE Moussa Sous Directeur en Chargés des Transports et des Infrastructures 

Economiques（移動と経済インフラ担当副課長） 

DIARRA Hamidou Sous Directeur du Budget et des Finances（予算・ファイナンス

副課長） 

KONE Siaka Chargé d’Etudes au Cabinet（官房付調査担当官） 

KONGOUE Nadège Chargé de Relation Publique（広報担当官） 

TRAORE Kalilou  

面談先：鉱山・石油・エネルギー省（Ministére des Minies, du Petrole et de l’Energie：MMPE） 

CHEVALIER Jacques Conseiller Technique（技術カウンセラー） 

BERTE Guy Robert Comité Stratégie - Secrétaire général（戦略委員会秘書官） 

KOUAME Kanga Daniel Chargé d’Etudes au cabinet（官房付調査担当官） 
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N’GORANT Konan Norbert Directeur Energie Renouvelable（再生可能エネルギー課長） 

NANDJUI Danho Pierre Directeur de l’Approvisinnement du Raffinage et la Distribution

（精油調達・供給課長） 

YEBOUE Séraphin Chef de service à la Direction de l’Exploration et de Production 

des Hydrocarbures（石油開発・生産課サービス長） 

N’ZUE Kouakou Médard Sous Directeur de Suivi et de la Règlementation des 

Hydrocarbures（石油モニタリング・制度副課長） 

ADA Kanan Ghislain Ingénieurs des Techniques des Mines（鉱山技術エンジニア） 

面談先：雇用・社会事業・職業訓練省（Ministère d’Etat, Ministère de l’Emploi, des Affaires Sociales 

et de la Formation Professionnelle：MEMEASFP） 

Moussa DOSSO Ministre（大臣） 

AGUIE Amaffon Germain Directeur de Cabinet（官房長） 

Amara KONATE Conseiller Technique Chargé de la Coopération Bilatérale et 

Multilatérale（二国間・国際協力担当技術アドバイザー） 

面談先：工業土地ロットの割り当てに関する省庁間コミッティ（Commission interministérielle 

d’attribution des lots à usage industriel：CIDLI） 

AKAFFOU Atsé Casimir Eric Ministère de l’Industrie, Sous-Directeur（産業省副課長） 

Mme HOUPFOUET Ministère de l’Environnement, de la Salubrité Urbaine et du 

Développement durable, Chef de Service（環境・都市衛生・持

続的発展省サービス長） 

N’ZORE Kouacou Pierre Minisètre de la Construction, du Logement, de l’Assainissement 

et de l’Urbanisme, Chef Section Zone Industrielle（建設・住宅・

都市浄化省工業地区セクション長） 

KOUASSI Kouakou Minisètre de la Construction, du Logement, de l’Assainissement 

et de l’Urbanisme, Assistant （建設・住宅・都市浄化省アシス

タント） 

DJANDE Bédi Akpess Ministère de l’Economie et des Finances, Chef de Service（経

済・財政省サービス長） 

面談先：雇用促進・研究機構（Agence d’Etude et de Promotion de l’Emploi：AGEPE） 

N’DRI Philippe  

KONE Pénatien  

GODE Bi Zou  

EHOUMAN Adou  

面談先：職業訓練国家機関（Agence Nationale de la Formation Professionnelle：AGEFOP） 

FUO Nalaergo Conseiller Technique（技術アドバイザー） 

MIMI Guy Antonin 職員 

Jean-Claude KOUAME Directeur du Département Ingénieurie et Formation（エンジニ

ア・研修局長） 

面談先：企業振興コートジボワール国家基金（Fonds Ivoirien pour le Développement de l’Entreprise 

Nationale：FIDEN） 

Mamadou TRAORE Président（会長） 

Adama SALL Directeur Général（長官） 

Alain KOUAME Chef de Service Suivi PME（中小企業モニタリングサービス

長） 

KOUADIO Kouamé Jean Louis Assistant Technique（技術アシスタント） 
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面談先：手工業促進支援基金（Fonds d’Appui à la Promotion de l’Artisanat：FAPA） 

FOFANA Namisata Présidente（会長） 

FOFANA Mamadou Chargé d’Etudes（調査担当官） 

SOLAMA Abibata Assistante（アシスタント） 

面談先：コートジボワール商工会議所（Chambre de Commerce et d’Industrie de Côte d’Ivoire：

CCI-CI） 

KANGAH Bilé Jacob Directeur Services Concédés（受託サービス課長） 

ADIATOU Salimata Directrice de la Formation（研修課長） 

YAO Kouakou Germain Directeur des Etudes et de l’Information Economique（調査・経

済情報課長） 

YAÏ Alexandre Chef du Département Animation et Promotion du Secteur Privé

（民間セクター促進・指導局長） 

面談先：OLAM社 

KOUAHO Thomas Responsable des Ressources Humaines（人材責任者） 

PRABOOK Bavalia Plant Manager（工場マネジャー） 

DAOUDA Sangaré Engineering Manager（エンジニアリング・マネジャー） 

COULIBALY Senoussi QEHS Manager（品質・衛生基準マネジャー） 

MESSOU Edja Administrateur S Logistic Manager（ロジスティック・マネジ

ャー） 

面談先：ECOBANK 

Charles DABOIKO Administrateur Directeur Général（社長行政担当官） 

Losseni DIABATE Directeur de la Banque Domestique - Côte d’Ivoire / Régional 

UEMOA de la Banque Domestique（国内・UEMOA地域銀行課

長） 

Yao Sylvie BASSANTE Responsable Secteur Public（公共セクター担当官） 

 

氏 名 所 属 

ブアケ 

面談先：商工会議所ブアケ支所 

Katie KONE リージョナル・コーディネーター 

面談先：技術教育中学校（College d’Ensegnement Technique） 

N’Koumo 地域ダイレクター 

Tornia 校長 

Gon Kadie 事業チーフ 

Mr.Droh 執行書記官 

面談先：Global Cotton社 

Julien D. OGA 社長 

面談先：MANIT社 

Moussa FOFANA 社長 

面談先：OLAM社ブアケ・カシューナッツ加工工場 

AMIAN Jean Clautère 工場長 

Charlotte Kipré 衛星・品質・食品安全管理担当マネジャー 

KONATE Issa カシュー調達担当 

Patricia Acquah コットン契約栽培事業（SECO）担当 
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面談先：FAMADJI社 

不明 社長 

面談先：産業省ブアケ産業局 

Kouassi 調査担当 

面談先：小規模カシューナッツ加工会社 

不明 社長 

 

氏 名 所 属 

サンペドロ 

面談先：SAFCACAO社 

Amer Adnane Abdel 社長 

Abbas Amer オペレーション課長 

面談先：OLAM社サンペドロ、カカオ工場建設事務所 

Ajay G Nair 社長補佐 

面談先：SUCSO社 

Felix L. LEPRI 産業・サイト課長 

SEKA Bouadi Sylvain 品質管理責任者 

Dominique GBESSO 産業課長補佐 

面談先：産業省サンペドロ産業局 

Kouadio Honora 地域ディレクター 

面談先：サンペドロ・パレット製造企業（SUCSO社下請け） 

不明 創設者 
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第２章 コートジボワールの社会経済と民間セクターの重要性 
 

２－１ コートジボワールの社会経済概況 

1895年に成立したフランス領西アフリカ（Afrique occidentale française, AOF）2の構成国の1つで

あったコートジボワールは、1958年に自治国となり、1960年8月に完全に独立、同年11月にはフェ

リックス・ウフェ・ボワニが初代大統領に就任した。ボワニ大統領は、一党体制によって国内の

政治的安定を担保しつつ、特に経済的つながりの深いフランスから引き続き投資を呼び込むため

の自由主義経済政策を展開し3、かつ、植民地時代から続くコーヒー・カカオの輸出によって、独

立以降1970年代まで「象牙の奇跡」と呼ばれるめざましい経済発展を遂げた。1961年から1979年

までの経済成長率は年率平均11％を記録している。 

しかしながら、1979年のコーヒー・カカオの国際市場価格下落に始まり、現在まで約30年間、

コートジボワール経済は長く停滞してきた。1980年には多くの途上国の例にもれず、コートジボ

ワールにも世銀による構造調整政策が導入され、経済面においては国営企業の民営化や農業自由

化が進められた。1994年にはFCFA（セファー・フラン）通貨切り下げも実行された。1980年から

1993年までの経済成長率平均は－0.3％である。94年の通貨切り下げ後、価格競争力の改善もあり、

経済状況は一時改善をみせ、1994年から1999年までの経済成長率平均は4.6％となった。 

1999年以降、政治は混乱を極めた。同年、ゲイ将軍によるクーデターが発生、2000年には大統

領選挙が実施され、新政権が樹立するものの、2002年からは国家を南北に分断する状態になった。

以降、任期5年にもかかわらず大統領選挙は延期され続け、2007年に国土再統一や大統領選挙の実

施を内容とするワガドゥグ合意が締結され、一時的に経済も回復の兆しをみせるが、2010年に実

施された大統領選挙の結果をめぐり、再度混乱状態に陥った。他方経済面では、コーヒー・カカ

オの輸出を禁止する措置が取られ、国内の銀行も2011年2月から5月まで営業を停止するなど、コ

ートジボワール経済はそれまでの停滞に追い打ちをかける大打撃を受け、経済成長率は2000年か

ら2010年の間平均0.7％、2011年は－4.7％を記録している。しかし、2011年に新大統領が就任し、

国内の経済活動が活性化、2012年の経済成長率は9.8％を達成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参照：World Bank, World Development Indicator 

図２－１ 経済成長率 

                                                        
2 フランスによって設置された、同国の植民地支配下にあった西アフリカ8カ国〔Mauritanie, le Sénégal, le Soudan français（devenu 

Mali), la Guinée, la Côte d’Ivoire, le Niger, la Haute-Volta（devenue Burkina Faso）et le Dahomey（devenu Bénin）〕を構成国とする

連合。1958年に解散。 
3 1959年に既に投資法が制定されている。 loi n° 59-134 du 03 septembre 1959 
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２－２ 西アフリカにおけるコートジボワールの位置づけ 

（1）西アフリカの中心国の1つとしての経済規模 

コートジボワールは、西アフリカ経済の中心国の1つである。その人口規模は2,000万人強で

ある。西アフリカ諸国経済共同体（Economic Community of West African States：ECOWAS）4諸

国のなかでは、ナイジェリア（1億6,200万人）、ガーナ（2,500万人）に次ぐ3番目の規模であ

る。 

 

表２－１ ECOWAS諸国の人口 

 
人口（100万人） 増加率（％） 

1996 2001 2006 2011 ’96-’01 ’01-’06 ’06-’11

UEMOA 65.4 75.2 86.0 98.6 2.8 2.7 2.8

Benin 5.8 6.7 7.9 9.1 2.9 3.2 2.9

Burkina Faso 11.0 12.6 14.6 17.0 2.8 2.9 3.0

Côte d’Ivoire 15.1 16.9 18.3 20.2 2.3 1.6 1.9

Guinea Bissau 1.1 1.3 1.4 1.5 2.0 2.0 2.1

Mali 10.1 11.6 13.6 15.8 2.9 3.2 3.1

Niger 9.5 11.3 13.5 16.1 3.5 3.5 3.6

Senegal 8.6 9.8 11.2 12.8 2.6 2.7 2.7

Togo 4.2 4.9 5.5 6.2 3.2 2.3 2.2

WAMZ 145.1 163.4 184.9 209.6 2.4 2.5 2.5

Gambia, The 1.2 1.3 1.5 1.8 2.9 3.0 2.8

Ghana 17.4 19.6 22.2 25.0 2.4 2.5 2.4

Guinea 7.8 8.5 9.2 10.2 1.7 1.7 2.1

Liberia 2.2 2.9 3.3 4.1 5.9 2.4 4.5

Nigeria 112.6 126.7 143.3 162.5 2.4 2.5 2.5

Sierra Leone 3.9 4.3 5.3 6.0 2.0 4.4 2.4

Cape Verde 0.4 0.4 0.5 0.5 1.9 1.4 0.9

ECOWAS 211.0 239.0 271.3 308.7 2.5 2.6 2.6

出所：World Bank Database 2012 

 

コートジボワールのGDPの規模は240億米ドル、ECOWAS諸国のなかではナイジェリア

（2,430億米ドル）とガーナ（390億米ドル）に次いで3番目の大きさである（2011年名目価格

ベース）。共通通貨のFCFAを使うUEMOA諸国のなかに限ってみればコートジボワールの経済

規模の大きさは際立っている。同国経済はUEMOA諸国GDPの約1/3を占め、市中に流通してい

るFCFAの約4割がコートジボワールにあるといわれている。1人当たりGDPをみると、コート

ジボワールの1,195米ドル（2011年名目値）はガーナ（同1,570米ドル）とナイジェリア（同1,502

米ドル）に続いてECOWAS諸国のなかでは3番目に高い。 

 

                                                        
4 1975年に結成された西アフリカの域内経済統合推進を目的とした共同体、加盟国はベナン、ブルキナファソ、カーボヴェルデ、

コートジボワール、ガンビア、ガーナ、ギニア、ギニアビサウ、リベリア、マリ、ニジェール、ナイジェリア、セネガル、シ

エラレオネ、トーゴの計15カ国 
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（2）伸び悩んだ成長率～1980年代からの停滞 

他方、成長という観点からみると、1980年代以降のコートジボワール経済は長年にわたっ

て停滞してきた。1980年から1994年までの14年間は、農産品価格の下落と構造調整政策によ

る公共支出の引き締めによって、実質成長がほとんどみられなかった。通貨の切り下げが行

われた1994年から1999年は成長したが、それも長続きしなかった。1999年のクーデターに始

まる政情の悪化によって2000年には実質成長率はマイナスに転じた。2002年からの南北分断

と内戦への突入によってコートジボワール経済は更に減速し、2001年から2006年のコートジ

ボワールの実質成長率は平均0.1％と大きく停滞した。また、1人当たりGDPについてインフレ

を除いた実質値でその推移をみると、2001～2006年の間に年率－1.5％、2006～2011年に年率

－0.9％となり、長期にわたって低下している。 

このようなコートジボワールの停滞とは裏腹に、2001～2011年のECOWAS地域全体として

の経済は好調であった。同地域全体の平均GDP成長率/年は2001～2006年には5.3％、2006～

2011年には5.8％と堅調な伸びを示した。特に、ガーナとナイジェリアの好調さが目立つ。

UEMOA諸国のなかでは、コートジボワールに次ぐ2番手であるセネガルが着実に成長し、1人

当たりGDPでは、ほぼコートジボワールと同レベルに達している。 

 

表２－２ ECOWAS諸国のGDP 

 名目価格（100万米ドル） 2000年固定価格（100万米ドル） 実質成長率（％） 

 1996 2001 2006 2011 1996 2001 2006 2011 ’96-’01 ’01-’06 ’06-’11

UEMOA 28,342 26,714 49,609 77,048 22,388 26,592 30,595 35,584 3.5 2.8 3.1

Benin 2,208 2,372 4,735 7,295 1,834 2,368 2,839 3,440 5.2 3.7 3.9

Burkina Faso 2,587 2,813 5,845 10,187 2,092 2,785 3,823 4,849 5.9 6.5 4.9

Côte d’Ivoire 12,139 10,545 17,367 24,074 9,615 10,415 10,488 11,048 1.6 0.1 1.0

Guinea Bissau 270 199 579 973 243 216 215 257 -2.3 -0.1 3.6

Mali 2,619 2,630 5,866 10,590 1,943 2,716 3,469 4,313 6.9 5.0 4.5

Niger 1,988 1,945 3,645 6,017 1,617 1,926 2,312 2,845 3.6 3.7 4.2

Senegal 5,066 4,878 9,370 14,291 3,904 4,894 6,026 7,149 4.6 4.2 3.5

Togo 1,465 1,332 2,203 3,620 1,139 1,273 1,423 1,681 2.3 2.3 3.4

WAMZ 48,051 58,156 171,341 292,962 49,622 57,922 78,956 109,953 3.1 6.4 6.8

Gambia, The 848 687 655 898 642 828 918 1,092 5.2 2.1 3.5

Ghana 6,933 5,315 20,410 39,200 4,219 5,182 6,779 10,054 4.2 5.5 8.2

Guinea 3,869 2,833 2,821 5,089 2,582 3,105 3,572 4,029 3.8 2.8 2.4

Liberia 159 515 604 1,545 128 646 653 1,153 38.2 0.2 12.0

Nigeria 35,299 48,000 145,428 243,986 41,243 47,409 65,740 91,958 2.8 6.8 6.9

Sierra Leone 942 806 1,422 2,243 808 751 1,294 1,669 -1.4 11.5 5.2

Cape Verde 502 563 1,108 1,901 385 572 772 1,021 8.2 6.2 5.8

ECOWAS 76,895 85,433 222,058 371,911 72,395 85,086 110,323 146,558 3.3 5.3 5.8

出所：World Bank Database 2012 
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表２－３ ECOWAS諸国の1人当たりGDP 

 名目価格（米ドル） 2000年固定価格（米ドル） 実質成長率（％） 

 1996 2001 2006 2011 1996 2001 2006 2011 ’96-’01 ’01-’06 ’06-’11

UEMOA 433 355 577 781 342 354 356 361 0.7 0.1 0.3

Benin 379 353 602 802 315 352 361 378 2.2 0.5 0.9

Burkina Faso 235 222 400 600 190 220 261 286 3.0 3.5 1.8

Cote d’Ivoire 804 624 948 1,195 637 617 572 548 -0.6 -1.5 -0.9

Guinea Bissau 236 157 415 629 212 171 154 166 -4.2 -2.1 1.5

Mali 260 226 432 669 192 233 255 272 3.9 1.8 1.3

Niger 209 172 271 374 170 170 172 177 0.0 0.2 0.6

Senegal 590 500 839 1,119 454 501 539 560 2.0 1.5 0.8

Togo 348 270 398 588 271 258 257 273 -1.0 -0.1 1.2

WAMZ 331 356 927 1,398 342 355 427 525 0.7 3.8 4.2

Gambia, The 732 515 423 506 555 620 594 615 2.2 -0.9 0.7

Ghana 398 271 921 1,570 242 264 306 403 1.8 3.0 5.7

Guinea 496 334 307 498 331 366 388 394 2.0 1.2 0.3

Liberia 72 175 182 374 58 220 197 279 30.6 -2.2 7.2

Nigeria 313 379 1,015 1,502 366 374 459 566 0.4 4.2 4.3

Sierra Leone 242 187 267 374 207 175 243 278 -3.3 6.8 2.7

Cape Verde 1,242 1,265 2,316 3,798 953 1,286 1,614 2,039 6.2 4.6 4.8

ECOWAS 374 366 826 1,211 353 364 414 481 0.7 2.6 3.1

出所：World Bank Database 2012 を基に算出。 
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第３章 コートジボワールにおける民間セクター開発に係る 
政策・施策の現状 

 

３－１ コートジボワールにおける産業振興政策 

2011年5月に政治危機が収束、ウワタラ大統領による国家再建が開始され、2012年3月には、既

存の貧困削減文書のプロセスで得た成果を集約し、政府の戦略の中心に据えられるものとしての

国家開発計画2012～2015年（Plan National de Développement：PND）が策定された。同計画は、2020

年までのコートジボワールの新興国入りという目標に向け、ウワタラ大統領の任期でもある2015

年までに達成すべき事項をまとめた計画文書であり、コートジボワールの社会経済開発に係る全

セクターについて網羅的に分析し、各セクターの行動計画までを立案しているものである。PND

では全体を通して、民間セクターの重要性、並びに民間セクターの活性化や連携の重要性がうた

われているが、産業振興に関しても「国家の富の創出と分配」という戦略目標と詳細な行動計画

が策定されている。それ以外に産業振興に関しては、新産業政策（フェーズ1）が最終化に向けて

策定が進められている状態である。同政策はPNDのビジョンとガイドラインのなかに位置づけら

れるもので、政府に対して政府が取りうる中・短期的な戦略オプションを提示し、新産業政策の

具体化・実施にあたっては、その羅針盤及び参考文書として機能することを目的としている5。同

政策では、コートジボワール産業の現状と組織枠組みについての調査・分析を行い、その結果に

基づき政策提言をするところまでをフェーズ1として設定している。 

その他、関連する政策として、2012年6月に雇用促進政策が策定されているのと、2013年2月に

は輸出国家政策の策定が開始されているが、産業振興に関する計画体系の主要文書としては上記

のPND、新産業政策の2つととらえることができ、以下、それぞれについて概要をまとめる。 

 

（1）国家開発計画2012～2015年（Plan National de Développement：PND）6 

上述のとおり、現在コートジボワールは「2020年までの新興国入り」を目標として国家開

発を進めており、その基盤整備を2015年までに進めることとしてPNDが策定されている。 

PNDは、1巻：要約、2巻：コートジボワール政治・社会・経済状況の診断、3巻：戦略的方

向性、4巻：優先行動計画表、という4巻構成となっており、特に3巻、4巻において、今後の

国家開発計画の開発課題ごとの内容とその達成に向けた行動計画が詳細に規定されている。

総予算は11兆759億9,200万FCFA、うち4割を公共投資による負担とし、残り6割は民間資金の

動員によって賄うことをめざしている。 

コートジボワール経済の歴史について、PNDでは、1960～79年と1980～2011年の大きく2つ

の期間に分けることができるとし、更に後者の期間に関しては、1994年の通貨切り下げと1999

～2011年の政治的危機という2つの重要事象に特徴づけられるものとしている。 

前者の期間は、経済成長率平均7.3％を達成し「象牙の奇跡」と呼ばれた時期である。この

間政府は、10カ年計画（1960～70年）及び3つの5カ年計画（1971～75年、76～80年、81～85

年）を策定、実施すると同時に、①国家統合や安定に資する組織強化、自由主義経済の原則

にのっとり他国への経済開放、それらによって公共・民間投資の実現を強力に推し進める横

                                                        
5 参照：Nouvelle politique industrielle de la République de Côte d’Ivoire Phase I : Diagnostic du secteur industriel et du cadre 

institutionnel, P11-12 
6 優先行動計画のうち、産業セクター振興に関連する部分につき付属資料１．参照 
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断的戦略、並びに②農業、インフラ、木材産業について投資を集中させる垂直的戦略、の2つ

によって国家開発を進めた。 

一方後者の期間に関しては、前者の期間での農産品の品目多様化、天然資源開発による産

業の多様化が進み、1994年のFCFA通貨の切り下げや投資の増加という追い風があったにもか

かわらず、国家の富のほとんどはいまだ農産品関連に強く依存していたことから、80年代以

降の国際市場の価格変動の影響を強く受けたこと、また断続的な政治危機、内戦によって、

経済活動全体が停滞してしまった時代としている。 

それら大きく2つの時代と2010年から11年にかけての混乱を経て、2011年以降は、ドナー機

関や欧米諸国、その他世界各国と良好な関係を築き、それらの支援を受けながら、まずはマ

クロ経済の安定化を図り、既に2012年の経済成長率予測（当時）が8.1％と、予想を上回る復

興をみせ始めていることを説明している。 

上記の分析を踏まえ、PNDでは今後のコートジボワール発展像として、「巨人の目覚め（Le 

Réveil de l’Eléphant）」「巨人の勝利（Le Triomphe de l’Eléphant）」「巨人の不完全なスタート（Le 

Départ Manqué de l’Eléphant）」の3つのオプションを描いている。図３－１のように、それぞれ

中位、高位、低位の発展シナリオと位置づけられる。「巨人の目覚め」では、マクロ経済運営

の改善を進めながら、大きな公共投資が経済成長と貧困削減を達成するものとしている。「巨

人の勝利」では、財政支出の効率化と投資の質の向上、更には金融システムの脆弱性の克服、

ビジネス環境改善、などにより経済競争力や民間投資を引き出していくものとしている。「巨

人の不完全なスタート」は、政治の安定の遅れが経済に影響を及ぼすシナリオである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：経済財政省/DCPE, MEMPD/DGPLP 

図３－１ コートジボワール発展像オプション 

 

PNDにおいては上記のようなコートジボワール社会経済全体に加え、各セクターの現状分

析を行い、そのうえで、2015年までに達成すべき戦略成果とその予算、開発を進めるにあた

っての重要セクターを以下のように設定している。 
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【戦略成果】 

① 良い統治による安全な社会の中で人々が調和した生活を送る 

② 国家の富の創出が増え、維持され、その恩恵が平等に分配される 

③ 国民、特に女性、子ども、そして社会的弱者が、質が担保された社会サービスに平

等にアクセスする 

④ 国民が健全で適切な環境で生活を送る 

⑤ コートジボワールが国として地域・国際社会での地位を再興する 

 

単位：100万FCFA 

戦略成果 割合（％） 
予算（2012～

2015） 

合 計  11,075,992

①良い統治による安全な社会の中で人々が調和し

た生活を送る 
9.56 1,059,056

②国家の富の創出が増え、維持され、その恩恵が平

等に分配される 
63.82 7,068,697

③国民、特に女性、子ども、そして社会的弱者が、

質が担保された社会サービスに平等にアクセス

する 

14.58 1,614,841

④国民が健全で適切な環境で生活を送る 9.37 1,037,480

⑤コートジボワールが国として地域・国際社会での

地位を再興する 
1.77 195,906

 

【重要セクター】 

① 農業セクター 

② 付加価値を増進するアグロ・インダストリーセクター 

③ 鉱山・石油・ガス・電力セクター 

④ 運輸・商業セクター 

⑤ 通信セクター 

 

国家開発に係る課題は、上記5つの戦略成果でほぼ網羅されているが、民間セクター開発に

関連した戦略目標としては「②国家の富の創出が増え、維持され、その恩恵が平等に分配さ

れる」が当てはまる。同戦略目標の下では、①マクロ経済の健全化と財政管理の近代化、②

コートジボワール経済における戦略セクターの再興、③経済振興のための経済インフラ開発、

④成長の集結による民間セクター開発、⑤科学的研究とイノベーション、競争力の開発サー

ビスへの移転、の5項目が課題として設定され、それらを基に、更に優先行動計画に、マクロ

経済管理をはじめ、農業、インフラ開発、IT、鉱業・天然資源、など12項目に分けられ詳細

の行動計画が落とし込まれている。 

PNDの実施について、実施のための資金動員を目的として、2012年12月にパリでCG会合が
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開催され、動員目標としていた資金金額の約2倍にあたる約4兆FCFA7が確保された。その後

2013年2月には、PNDの進捗に関するモニタリング評価委員会が各地域に設置され始めている。 

 

（2）新産業政策 フェーズ1：産業セクターと組織枠組みの診断 

新産業政策はUNIDOの支援の下、コートジボワール産業省によって策定されている。同政

策の過程は2つに分けられており、コートジボワール産業の歴史について整理したうえで、現

状を診断し、産業セクターと制度枠組みについての提言までをまとめたフェーズ1、それを基

にセクター・制度枠組みの両方について詳細の戦略を立案し、実施までつなげるフェーズ2、

という構成となっている。現在はフェーズ1にあり、成果文書“Nouvelle politique industrielle de 

la République de Côte d’Ivoire Phase I：Diagnostic du secteur industriel et du cadre institutionnel（コ

ートジボワール共和国新産業政策 フェーズ1：産業セクターと組織枠組みの診断）”が最終

化される段階（2013年1月現在閣議承認待ち）にある。支援しているUNIDOによると、フェー

ズ2は2013年から3年間の予定で進めるとのことである。 

 

【新産業政策フェーズ1の概要】 

同政策においては、コートジボワール産業概況の分析にあたって、PNDでの分析同様、独

立後最初の20年とそれ以降から現在に至るまでの大きく2つの期間に分けている。最初の20年

間は、先進諸国への農産品輸出、生活必需品の輸入代替戦略、物理的インフラと教育インフ

ラへの積極的投資、の3つの戦略に基づき、中期計画（1964～68年）、3カ年計画（1975～78年）、

5カ年計画（1976～80年）が順調に策定及び実施され、コートジボワール経済の基盤が作り上

げられた時期、それ以降から現在に至るまでの32年間は、その後のコートジボワール産業に

とってキーとなる組織が設立されたものの、策定はされど実施されない政策群や結果として

強固でかつ多様化された産業が生み出されなかった経済低迷期、と特徴づけている。特にこ

の20年間でコートジボワール経済は傾きつつあり、現在のコートジボワール産業においては、

その付加価値がほとんど天然資源や農産品の採掘・収穫と一次加工で占められており、製造

業が十分に成長していないこと、また、産業全体の活動停滞とそれによる研修の減少から、

特に労働者がもつ技術の質の低下について指摘している。そのうえで、コートジボワール産

業の横断的課題として、①ビジネス環境が成長にも投資にも適していないこと、②インフラ

の老朽化・リハビリ中、③技術・人材資本の不足、④産業セクターにおける金融レベルの低

さ、を挙げている。また、組織枠組みの課題として、①産業振興における統一的ビジョンと

行動計画が提示されていないこと、②多様なアクターによる行動の協調が不十分であること、

③税制に係る制度が不十分であること、④産業振興に係る行政組織構造の非効率性、⑤組織

運営のための資金不足、を挙げている。 

国内において上記のような課題があるとはいえ、コートジボワールが資源・インフラ・域

内立地・産業基盤・産業制度枠組み・人材などの面で、いまだに地域または大陸内において

先導的役割を担うものとして、産業振興の戦略軸に次の5つを提示している。すなわち、①コ

ートジボワールの域内へのエネルギー・鉱物資源の生産・流通のプラットフォーム化をめざ

した資源の戦略的開発、②コートジボワールの域内及び世界におけるアグロ・インダストリ

                                                        
7 同CG会合において動員目標としていた金額は約2兆FCFA。 
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ーセクターのリーダー化をめざした同セクターの生産性向上、③現地中小企業（特に資材・

建設など）の推進をめざした再建と海外直接投資の潮流の最適化、④域内または世界需要に

応えうる製造業振興のためにコートジボワールをECOWAS並びに中部アフリカ経済通貨共同

体（Commission de La Communaute Economique et Monetaire de l’Afrique Centrale：CEMAC）8の

競争力のある生産拠点とすること、⑤金属加工や化学製品、並びにサービス業や組立産業に

おいてより強力な付加価値づけをめざした構造的産業の中期的推進である。 

 

それら戦略軸を基に、産業セクターについては5つのセクター振興の可能性を提言している。 

１ 非農産品天然資源加工 ①コートジボワールにおける既存または潜在の鉱山開発 

②コートジボワールの域内における天然資源の加工・流通

プラットフォーム化 

③コートジボワールの域内におけるエネルギー・石油・ガ

ス・電力製品の生産・物流プラットフォーム化 

２ アグロ・インダストリー ①既に世界市場において地位を築いている産品の強化（カ

カオ、パームオイル、ゴム、カシューナッツ） 

②国内及び域内の食料安全保障を目的とした農産物加工製

造業の濃密化と高度化 

３ 復興興隆に関連した資材セクター ①官・民双方からの投資に基づくインフラ・住居・商業建

物建設需要への対応による産業構造化 

②建設分野の中小企業の底上げ 

４ 消費財セクター 成長を続けるECOWAS市場の需要への対応（特にテキスタ

イル・靴、プラスチック化学、製薬、木材） 

５ 産業構造化9 ECOWAS市場の発展、石油産業の発展可能性やインフラへ

の投資需要などをチャンスとする、組立産業や金属加工、

プラスチック加工などのバリューチェーン構築を含む産業

振興 

 

一方組織枠組みに関しては、以下3点のオプションを提示している。 

１ 現状の改善 複数の関連組織の監督機関の設置と、各組織の機能の明確

化等による、組織のボトルネックや機能不全の改善 

２ プログラムベースの組織再編 新産業政策に基づいたプログラムポートフォリオに従っ

て、関連組織の再編（大統領府または首相府の下に関連省

庁をまたぐ産業委員会の設立、新産業振興政策の進捗管理

機関の設立、など） 

３ 国際商業・産業省の設立 戦略セクターの専門性、競争力、ビジネス環境、人材、輸

出・投資促進、それらの計画、などを一手に担える省の設

立（現産業省を基に） 

 

                                                        
8 1996年に設立された国際組織。加盟国はカメルーン、チャド、中央アフリカ、赤道ギニア、ガボン、コンゴ共和国の6カ国。 
9 新産業政策原文での標記は“Secteur Structurant”で「産業生産・経済基盤を集約化し、産業バリューチェーンを横断的に精錬

させることに資する経済活動」という説明がなされている。 
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（3）PNDと新産業政策の共通目標 

PNDと新産業政策において共通して設定されている産業振興の目標は以下の2点に整理で

きる。 

a）民間資金と技術を生かし、生かせる産業振興の実施（国家全体の課題でもある貧困削減

と雇用創出にも寄与することが前提） 

b）西アフリカ地域の中での地位再確立 

その重点セクターと目標としては以下の2点と分析できる。 

a）農産品加工業：加工度と加工率の上昇 

b）天然資源・エネルギー：開発、採掘、輸出 

a）、b）ともに民間投資を有効に活用して政策を実施していこうとしているのは、政府に、

本計画の実施にあたって見込まれている予算約11兆FCFAのうち60％を民間投資にて実施につ

なげたいという意図があること、また、2012年のCG会合では2日目の全日程は民間企業や投資

家向けのセッションとされていることから明確である。また、新産業政策においては更に、

加工品の貿易促進によって国の富を増大させようとしていることがアプローチとして加えら

れている10。 

 

３－２ 関連アクターとその現状、並びに課題 

（1）行政機関 

コートジボワールにおいて産業振興を推進することが主なマンデートとなっている省庁と

しては、産業省（Ministère de l’Industrie：MI）と商業・手工業・中小企業振興省（ Ministère du 

Commerce, de l’Artisanat et de la Promotion des PME：MCAPPME）の2つの技術省があり、この

ほか投資促進を担う機関として投資促進センター（Centre de Promotion des Investissements en 

Côte d’Ivoire：CEPICI）が大統領府の管轄下で運営されている。それぞれの組織の機能と活動

内容について以下のとおりまとめる。 

 

1）産業省（MI） 

【機能】 

省の権限について、閣僚の権限に係る2011年6月22日付政令第2011-118号によると11、以下

のとおりである。 

・国内外の需要の変化への対応を目的とした、工業製品の生産拡大の可能性に関する研

究及び支援 

・自由貿易圏、輸出拠点、工業地帯（Zone Industrielle）、輸出保険など、産業の発展に向

けた新たなツールの開発及び利用 

・工場設置の可能性に関する市場調査 

・コートジボワールにおける工業分野の発展可能性に関する国内外でのPR 

・輸入原材料の完成品もしくは半完成品への加工の推進、または国内生産品の振興 

                                                        
10 Republique de Côte d’Ivoire, Nouvelle politique industrielle de lq Republique de Cote d’Ivoire, Phase 1: Diagnostic du secteur 

industriel et du cadre institutionnel, P107 
11 2012年11月に省庁改編があり、それ以降まだ閣僚権限に係る政令が発布されていないため、ここでは以前のものを参考とし

た。 
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・木材生産業の近代化及びアグロ・インダストリーの推進 

・応用研究から得られた成果の適用及び活用 

・技術移転に関する合意及び移転プロセスのモニタリング及び評価 

・産業活動の推進、調整及びフォローアップ 

・工業規格の制定、適用及び検査の実施 

・工業財産権及び特許の管理 

・品質管理に対する意識改革及びアドバイスの提供 

・国内外の工業製品に対する品質検査の実施 

・国民に対する民間主導の奨励 

・民間セクターの振興に向けた奨励の枠組み決定への関与 

・投資法典の各条項の適用 

・データバンクの構想、設置及び運営管理 

・国内民間セクターの振興及び外国からの投資の誘致 

・国内企業の競争力向上を目的とした取り組みの策定、実施及びフォローアップ 

・事業者との協力による国内企業PR機関の設置 

    

主に、生産や製造の面における産業活動の政策立案、インフラや法制度等の環境整備、

管理・監督、を担当するものと整理できる。先述のとおり、新産業政策策定は産業省が主

管として進めている。 

 

【組織体制】 

組織体制としては、以下の組織図に詳細を示すとおり、大臣そして官房の下に官房関連

局や地方部署と並んで、産業インフラや知的財産、ビジネス環境、金融、中小企業支援な

どの課題別に10の技術局が配置されている。スタッフ数は合計315名で、予算は78億FCFA

（うち管理費40億FCFA、投資38億FCFA）となっている。 

また、産業省業務の地方分散化（Déconcentration）もされており、合計19の地域に地方局

をもっており、産業大臣から指名された局長が各地域に配置され、産業省業務を各地域に

おいて遂行している。 
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出所：産業省HP（http://www.industrie.gouv.ci/fichier/organigramme.pdf） 

図３－２ 産業省組織図 

 

【施策】 

現在MIが実施している施策としては新産業政策の策定が最も大きなものと見受けられる

が、MIではPND並びに新産業政策に基づき、2013年省行動計画を以下のとおり策定してい

る。 

 

2013年MI行動計画 

目標：ビジネス環境改善、（産業）開発政策の実施、産業企業の革新、民間（現地・国際両

方）企業発展支援を通じてコートジボワールの産業化を達成する。 

 

優先度 行 動 活 動 
予算見積もり 

（百万FCFA） 

P1 

Action 7.1. 

産業政策の

管理・モニタ

リング手段

の設置 

7.1.1. 新産業政策の診断と戦略方向性の承認  5（政府予算） 

7.1.2. 産業分野企業のデータベース設置 110（政府予算） 

7.1.3. 産業協力強化のための戦略策定 100（政府予算） 
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P2 

Action 7.2.  

一次産品の

加工率向上

を目的とし

た優先サブ

セクターの

開発（カカ

オ、ゴム、カ

シューナッ

ツ、コット

ン・テキスタ

イル） 

Activité 7.2.1. コットンテキスタイルサブセクター

の再構成・開発戦略策定 
未定 

Activité 7.2.2. COTIVO12の再編成 評価中 

Activité 7.2.3. カカオ加工企業の競争力についての

調査実施 
 70（政府予算）

Activité 7.2.4. ゴム加工の開発プログラム策定 未定 

Activité 7.2.5. カシュー加工の開発プログラム策定 未定 

Activité 7.2.6. 産業アグロパーク実現性についての

調査実施 
100 

P3 

Action 7.3. 

工業地区と

経済自由区

の強化と開

発 

Activité 7.3.1. 工業地区モノグラフの完遂  51（政府予算）

Activité 7.3.2. 工業地区の詳細地図の策定 250（政府予算）

Activité 7.3.3. 工業地区管理機関の設置 150（政府予算）

Activité 7.3.4. 既存の産業地区開発の再編と合理化 未定 

Activité 7.3.5. PK24工業地区の整備の着想 未定 

Activité 7.3.6. 新工業地区設置戦略の策定 未定 

Activité 7.3.7. 経済自由区・ポイント設置戦略の策定 未定 

Activité 7.3.8. 工業地区のコンセッション化 未定 

P4 

Action 7.4. 

産業製品の

品質向上 

Activité 7.4.1. 基準に関する法の策定と発効  50（政府予算）

Activité 7.4.2. 偽造品に関する法の策定と発効  50（政府予算）

Activité 7.4.3. CI産業製品の偽造品対策に係る国家委

員会の設置 
未定 

Activité 7.4.4. 基準と品質の管理構造の能力強化 2,600（政府予算）

P5 

Action 7.5. 

企業再編・最

新化計画の

実施（PRMN） 

Activité 7.5.1. PRMNパイロットフェーズ完了

（UEMOA） 

495,221（政府予算、

UEMOA）

Activité 7.5.2. PRMN国家版の実施 
9,700（政府予算）

7,600（ドナー） 

P6 

Action 7.6. 

産業企業の

競争力強化 

Activité 7.6.1. エネルギー担当省との連携の下、産業

企業のエネルギー効率化に関するプロ

グラムの策定と実施 

未定 

Activité 7.6.2. 商業・地域統合支援プログラム

（PACIR）における非伝統的産品の輸

出企業の競争力改善プロジェクトの実

施 

 568.17（EU、ヨーロ

ッパ開発基金）

Activité 7.6.3. 企業の競争力調査の実施と競争力行

動マトリックスの策定 

150（IDA、ヨーロ

ッパ開発基金）

Activité 7.6.4. 競争力行動計画の管理系統の設置 未定 

Activité 7.6.5. 輸出保証の実現性調査の実施 未定 

                                                        
12 コートジボワール製綿企業、一部国が資本参加。 
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P7 

Action 7.7. 

ビジネス環

境改善 

Activité 7.7.1. Doing Business指標改善のモニタリン

グ 
未定 

Activité 7.7.2. UEMOA域内の地域ビジネス環境改善

プログラム（PRACA）実施に係る国家

委員会の設置 

15（政府予算） 

Activité 7.7.3. 国家ビジネス環境改善プログラム

（PNACA）を通したPRACAの国家版

実施 

未定 

P8 

Action 7.8. 

技術の改革

促進 

Activité 7.8.1. CIにおける技術専門調査の実現 142.6（政府予算） 

Activité 7.8.2. 技術と革新支援センター（CATI）ネッ

トワークの創設 
未定 

Activité 7.8.3. 革新と国家産業技術の付加価値化プ

ログラムの策定 
150（政府予算） 

Activité 7.8.4. 技術と革新的製品の工業化促進に係

る法的装置の実施 
15（政府予算） 

Activité 7.8.5. 地理的指標と集団的マークの国家プ

ロジェクトの実施 
134.5（政府予算） 

P9 

Action 9.1. 

産業セクタ

ーにおける

雇用創出と

自営への支

援 

Activité 9.1.1. 産業若者雇用プロジェクト（PEJI）が

策定される 
100（政府予算） 

 

農産物加工に関しては、コートジボワール全体で農産品の加工度と加工率を上げることを

目標としており、MIのホームページ情報や面談を通じて、MIにおいてもそれが最重要課題

として設定されていることが分かっている。農産物加工に関しては振興優先サブセクター

としてカカオ、コットン・テキスタイル、ゴム、カシューナッツの4品が選定されており、

2013年省行動計画においては、それらの加工率向上に資する調査やプログラム策定が主な

計画となっている。 

 

2）商業・手工業・中小企業振興省（MCAPPME） 

【機能】 

MCAPPMEは、2012年11月の省庁改編によって、商業省と手工業・中小企業振興省が統合

した省である。統合の権限について直接規定した政令は2013年4月現在確認できていないが、

閣僚の権限に係る2011年6月22日付政令第2011-118号の2つの省についての規定から引用す

ると、以下のとおりとなる。 

 

a）対外貿易関連分野 

・国際市場におけるコートジボワール製品商品化に向けた体制整備及び推進 

・とりわけ輸出用一次産品に関する二国間貿易協約・合意形成のための交渉の開始、連

携調整及びフォローアップ 

・商業分野及び一次産品分野において活動する国際・政府間組織とコートジボワールと



－23－ 

の関係維持・強化 

・原材料及び輸出用完成品・半完成品の市場動向に関する政府の定期的な情報収集（農

業担当大臣との連携により実施） 

・輸出環境の改善 

・コートジボワール大使館の商業担当館員及び参事官の諸活動に対する指導への関与、

並びに各国の在コートジボワール商業関係代表部の活動モニタリング（外務担当大臣

との連携により実施） 

・対外貿易制度の定義及び検査に関する規制の制定 

・規制対象製品の輸入に関する管理監督 

・輸出入時の課税/非課税政策の策定及び実施への関与 

 

b）国内商業関連分野 

・国内市場におけるコートジボワール製品商品化に向けた体制整備及び推進 

・商業活動の組織化 

・商業施設の設置、国営または地方自治体が営業する市場、小売市場、専門市場、一般

小売店、大規模スーパーマーケットなどの分野に対する規制の適用 

・国の商業設備の管理 

・都市・農村の中心部における流通・調達機構の改善 

・消費者の組織化 

・国民に対する商業従事の推進、奨励、研修の実施及び指導 

・石油製品の流通及び価格決定メカニズムへの関与 

・公正な商取引の推進及び消費者保護 

・商業セクターにおける現代的な度量衡の定義及び適用、並びに測定機器に対する検査

の実施 

・自由競争及び価格に関するモニタリングの実施 

・不正の防止 

・商業都市開発に関する規制の適用、並びに商業都市開発委員会の設置及び運営への関

与（都市開発担当大臣との連携により実施） 

・国営または地方自治体が営業する商業設備の運営管理政策の実施 

 

c）手工業関連 

・手工業及び手工業企業の振興 

・手工業活動に関する制度的・規則的枠組みの定義及び適用 

・手工業に関連する取り組み及び企画の振興 

・手工業企業に対する資金援助政策の定義及び実行（経済・財務大臣との連携により実

施） 

・国益となる手工業施設の整備及び運営 

・実習及び経験者研修の推進 

・国内外におけるコートジボワール製手工業品の商品化に向けた体制整備及びPR 

・非公式セクターに対する指導・現代化政策の実施 
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d）中小企業/中小製造業（PME/PMI）振興関連 

・中小企業/中小製造業（PME/PMI）の振興 

・PME/PMIの振興に向けた活動のフォローアップ及び連携調整 

・PME/PMIの生産性改善を目的とする政策の実施及び適用状況の監視 

・国内外の金融事業者の参加による、民間ベースのコートジボワールPME振興機関の設

置 

・PME設立及びこれに対する資金援助の制度的・規則的枠組みの制定及び適用 

・PME/PMIに対する指導 

 

国内及び海外との商業活動、並びに中小零細企業（インフォーマル含む）振興に係る政

策立案、法制度等の環境整備、商業活動の管理監督、を担当している。 

 

【組織体制】 

上述のとおり、商業省と手工業・中小企業振興省が統合した省であるが、組織体制とし

ても両省の体制をそのまま引き継いでいると見受けられる。人員についても商業省から500

名、手工業・中小企業省から50名が統合し、現在は合計550名となっている。 

組織図に関しては、現在体制が改編された直後とのことでまだ公開されていないが、省

内は官房局以下、国内商業、国外商業、手工業・中小企業、の3つの総局に分けられたとの

ことである。地方局に関しては、元商業省として29の地方局をもっており、元手工業・中

小企業振興省として7の地方局で21の分局をみる体制をとっている。 

 

【施策】 

MCAPPMEの2013年の省行動計画は、PNDの優先行動計画マトリックスから該当分を抽出

したものとのことである。以下に概要を示す。 

 

全体ミッション：コートジボワール貿易と国内商業の促進 

戦 略 成 果 予算見積もり（百万FCFA）

1．特に若者の雇用創

出の保障 

1．手工業及びサービス部門への若者の統

合 

2,215 

2．経済インフラ再開

と運輸システムの

近代化 

1．ブアケ卸売市場のリハビリ 115 

2．生鮮産品市場のインフラと生鮮産品事

務局の実現 

150 

3．アビジャン並びに7つの都市での卸売

市場の管理場建設 

10,330 

4．アビジャン展示場の建設 15,152 

3．民間セクター支援

の保障 

1．法制度、組織体制の改善 130 

2．民間セクターへの金融メカニズム強化 11,000 

3．手工業と中小企業の組織化と専門化 1,056 

4．インフラの改善と新設 3,160 

5．商業・手工業・中小企業製品の促進 2,338 
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6．貿易に関するワンストップショップの

創設 

1,300 

うち1,025百万FCFAはWB

の無償資金 

7．情報・コミュニケーションシステムの

強化 

466 

8．生鮮産品の商業化支援 18,866 

う ち 14,000 百 万 FCFA は

PPPスキーム 

4．貧困削減 1．日用品価格の削減 25,000 

国家投資銀行（BNI）融資

5．行政事務の近代化

支援 

1．市場管理に係る省の監理能力強化 1,783 

6．良い統治の促進 1．職業倫理尊重の促進 未記入 

 

上記施策以外に、個別で優先プロジェクトをもっており、並行して推進するとのことで

ある。 

 

【課題】 

MCAPPMEに関しては、省統合の影響もあるのか、事業が計画段階のものが多く、かつそ

れら事業に関しても、面談のなかで元商業省所管のものと元手工業・中小企業振興省所管

のものとが内容的に重複しているものが出てくるなど、省全体として事業について今後の

内部調整が必要となるものと観察された。 

 

3）投資促進センター（CEPICI） 

CEPICIは投資誘致、コートジボワール産品促進、官民対話・協調促進を担当する機関で

あり、民間資本の有効活用によって国家開発を進めたいウワタラ新政権においては、非常

に重要な機関といえる。1993年に首相府の管轄下に設立され、運営は1995年から開始され

ているが、2012年9月には管轄が大統領府に移り、PNDの優先行動計画にもCEPICIの能力強

化に関連する項目が多く設定されていることからも、コートジボワールにおける組織とし

ての重要性は際立っている。 

【機能】 

CEPICIのサイトによると、CEPICIの機能として以下の3点が掲げられている。 

① 投資家にとってのコートジボワールへの入口かつ受け入れホストとしての機能：投資

に必要な情報提供と企業設立と投資認可に係るファシリテーションの実施 

② コートジボワール産品のマーケティングと促進機能：全投資プロジェクトの収益性と

持続性が担保されるような機会や情報の提供 

③ 官民の対話・連携が促進されるプラットフォーム機能：行政手続きの簡素化、投資に

係る制約の撤廃努力 

 

CEPICIには、投資関連情報の発信、投資相談の受付、投資促進ミッションの派遣、とい

った攻めの投資促進事業を実施すると同時に、センター内に企業登録・投資認可に係るワ

ンストップショップをもち、投資促進・実現を実務的に推進することが機能として付与さ
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れているものである。 

 

【組織体制】 

IFC、IMF、WBの支援を得ながら、組織改編、改革中にある。まだ組織図は公開できる状

態ではないとのことであるが、おおまかにはOne stop shop、Marketing、Communication、

Documentationの4部署にわかれ、従業員は出向者も含めて30～35名とのことである。地方に

も今後小規模ワンストップショップを設けることも計画されている。 

 

企業登録・投資認可ワンストップショップ 

2012年末には、CEPICIの傘下に、会社登記手続きと投資認可に係るワンストップショッ

プを設置し、稼働を開始させている。同ワンストップショップでは、会社登記手続きが48

時間以内に、投資認可が21日以内に行われることとなっている。会社登記手続きに関して

は、ワンストップショップの中に関連省庁13の担当者を配置し、ワンストップショップのな

かで判断を下せる体制となっており、各省に対して高いレベルで権限を有する枠組みとな

っている。会社登記以外に、労働許可、薬事法に関連する許可、採掘権、工場立地許可等

の手続きもワンストップショップで完了できる仕組みとなっており、投資相談等国内外か

ら投資促進のための包括的窓口機能を有している。 

コートジボワールにおいては、国内の中小企業振興も重要課題とされ取り組みが必要と

なるが、CEPICIにおいては、大企業を誘致した場合には国内の中小企業とのリンケージに

つなげることとしており、カシューナッツ工場の誘致の際には加工工程を50ぐらいに分割

することを要望し、一部を地元中小企業に下請けが可能となるようにした、という実績が

ある。 

企業登録プロセスは以下のように進む。 

 

                                                        
13 経済財務省、司法省、社会事業省、商業省からの担当者を配置。鉱山石油・エネルギー省、産業省、環境省等はフォーカル

ポイントを設けている。 
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出所：CEPICIホームページhttp://www.cepici.gouv.ci/userfiles/file/guichet_unique/etapes_procedure.pdfより調査団翻訳 

図３－３ 企業登録プロセス 

 

ただし、同ワンストップショップについて、通常すぐに、フリーでアクセスできてしか

るべき投資家にとっての有用情報14が整備されていない、すぐに入手ができない状態にある
15など、機能改善の余地は大いにあるものと観察された。 

 

（2）実施機関 

MI、MCAPPMEともに管轄下に関連実施機関をもっており、以下のとおりまとめる。 

 

＜品質基準＞ 

1）試験・計量・分析ラボラトリー（LANEMA）（MI管轄） 

1985年に民間セクターを製品の品質保証の観点から促進支援するために設立されたラボ

ラトリーである。もともとは、当時の産業省のなかにあった環境課にあたり、同課が独立

                                                        
14 直接投資受入額、認可・実行ベース年度別投資額、同国別投資額、セクタープロファイルなど。 
15 調査中に情報入手の依頼レターをJICAコートジボワール事務所から送付したものの、回答が得られるまでには何度も直接の

コミュニケーションが必要となり、先方からの回答レターが得られたのは1.5カ月後であった。また、回答レターの内容も

CEPICIのホームページを参照するようにというもので、実際に入手することはかなわなかった。 
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する形で設立された。業務としては民間企業から製品の分析検査を受注して実施しており、

LANEMAとしては食品・化学、石油・環境、機械、航空の4分野を対象としている16。 

コートジボワールにおいては製品の基準認証を得ることは義務化されておらず、現在は

輸出入にあたって品質表示が必要な企業が、任意で品質検査を実施しているという状態で

ある。PNDの優先行動計画には品質基準の促進が成果として設定されており、LANEMAの

ラボラトリー建設や人員設備配置が国家予算で進められるとの記載がされている。実際に

ラボラトリーは建設中であり、人員に関しても配置はなされているようだが、設備に関し

ては一部UNIDO及びUEMOAからの供与があったものの、まだ検査に必要なすべての機材が

揃っている状況ではないとのことで、更なる拡充をめざして支援を探している状態である。 

 

＜金融＞ 

2）手工業促進支援基金（FAPA）（MCAPPME管轄） 

2010年7月に手工業部門の活動促進のために設立された機関であるが、同年に生じた内戦

によって活動は開始する前に頓挫し、2011年の新政権樹立後に活動が再開されている。PND

においてもFAPAの能力強化が必要とされ、また手工業セクターの専門化に関しては主管機

関として記載されている。現在は活動案策定の段階であり、2013年に資金を得て初めて活

動を実施できる状態となる。この資金に関しては、PNDによって動員される予定のものが

元手となるようだが、まだ予算配賦には至っておらず、根本的な資金不足という状況がみ

られる。 

 

3）企業振興コートジボワール国家基金（FIDEN）（MCAPPME管轄） 

コートジボワール企業17振興のための融資機関で、1999年に設立された。いままで総額32

億FCFA、115件の中小企業に融資を実施しているが、2010～11年の内戦によって活動は頓挫

した。PNDの優先行動計画にFIDENの財政能力強化が設定されているが、いまだに政府から

の予算が配賦されていない状態である。 

事業案としては、以前までは支援対象者に直接資金を付与していたものを、今後はFIDEN

のリスク低減のために、支援対象者の事業計画に必要な機材の購入と付与、それ以降の事

業推進の利益によって機材購入費を金利8～10％で返済してもらうという形に変えたいと

考えているとのことである。優先分野は、農産品加工、先端技術分野、小規模職工分野（ク

リーニング、パン屋、食堂など）、そして教育、保健分野を考えているとのこと。 

金融支援に関しては、危機によって活動が事実上停止していた模様で、今後活動再開に

向けたファンドが必要とされている。特に中小企業振興分野において、金融機関の能力強

化が大きな課題であることは、ドナー等からも指摘され、また本調査のなかでも企業から

強く主張されているところである。 

 

                                                        
16 LANEMAのような国営ラボラトリーが分野ごとに他にも3つ存在しているとのこと。 
17 コートジボワールの資本が51％以上の企業を指す。 
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（3）民間団体 

フランス植民地の時代にAOFの商業都市として位置づけられていたコートジボワール、特

にアビジャンには独立以前から民間団体が存在し、現在に至るまで活発に活動を行っている。 

 

1）商工会議所（Chambre de Commerce et d’Industrie de Côte d’Ivoire：CCI-CI） 

独立前の1908年に基礎となる団体が組織され、92年に法によって設立が定められた。現

在はMCAPPMEが監督省である。総会メンバーが156名、全国に15の支所をもっており、CCI

への参加企業数は約10,000社の規模となっている。実務を担う部署としては、官房以外に、

経済情報・分野開発部、研修部、企業支援部、公共サービス部の4つの部署が組織されてお

り、企業に対する情報や必要に応じた研修の立案と実施、政府委託事業として輸入品の仕

向地までの輸送保証のためのトレース事業や、公認レシート・インボイスの発行、UEMOA

向け以外の輸出品についての原産地証明の発行、などを行っている。CCI-CIとして経営す

る学校ももっており、経営に必要な技術・知識を教えて学位も出している。 

CCI-CIとしてとらえているコートジボワール産業の課題としては、特にCCI-CIの参加企

業にも多く含まれる中小企業に関して、金融アクセスについて特に起業への融資が全くと

いっていいほど行われない点、全般的に中小企業金融が民間銀行については後ろ向き、マ

イクロファイナンス機関については自身の経営状況に問題がある、といったことからかな

り厳しい状況にある点を挙げていた。同じく中小企業に関して、さまざまな機関が独自に

支援を行っており、コーディネーションが課題となっていると指摘していた。加えて、中

小企業に対する継続的フォローが足りないことも指摘していた。 

CCI-CI自身については、自らイベントや研修を活発に実施しており、大きな課題は抱え

ていないように見受けられたが、彼らからはCCI-CIによる企業振興活動の内容を更に拡充

していきたいとの意見が聞かれた。 

 

2）企業連合会（Confédération Général des Entreprises de Côte d’Ivoire：CGECI） 

CGECIは民間企業経営者が構成する民間組織であり、企業の利益保護や企業活動の維持

発展のための政府に対するアドボカシー活動が主な活動内容である。1995年に設立され、

専属スタッフは20～25名おり、予算は100％民間からの出資（主に参加企業の会員費）で賄

われている。メンバーとなるには、入会費と、各社の年間売上額によって設定している会

員費（年間）18を支払う必要がある。メンバー企業数は約1,000社で、輸出振興協会（APEX-CI）

や大企業連合会（Union des Grandes Enterprises Industrielles de Côte d’Ivoire：UGECI）等の機

関も参加しているが、メンバーのうち約80％は中小企業である。CGECIの組織構成は、総

会、事務局、3つの課と8つの課題別委員会19、となっている。 

2010年4月には、2040年までの30年間を視野に入れたコートジボワール経済発展のために

必要なビジョンと行動についての調査を実施し、その結果は2012年に「Côte d’Ivoire 2040：

さらなる発展への挑戦」として大統領に提出している。 

                                                        
18 入会費50,000FCFA、年会費が年間売上①20億FCFA以下の場合100万FCFA、②20億FCFA以上50億FCFA以下の場合200万FCFA、

③50億FCFA以上100億FCFA以下の場合300万FCFA、④100億FCFA以上250億FCFA以下の場合500万FCFA、⑤250億FCFA以上

の場合1,000万FCFA。 
19 税金対策、経済財政、女性企業家、税関、運輸、衛生、国際問題、社会問題の8つ。 
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CGECIとしてとらえているコートジボワール産業の課題としては、企業の大小を問わず

金融が最も大きなもので、その他、紛争が続き企業の技術や経験がアップデートされてい

ないことや、ビジネス環境面について輸出コストが高いこと20、製品の品質の低さを要因と

する競争力の低さ、コートジボワール全体として輸出している農産物の加工率が低いこと、

を挙げている。 

CGECI自身の課題としては、CGECIの企業振興団体としての能力強化の必要性を感じて

おり、特にCI企業、外国企業双方に対する必要な情報の提供・普及方法を改善していきた

いと考えている。 

 

3）輸出振興協会（Association pour la Promotion des Exportations en Côte d’Ivoire：APEX-CI） 

1996年に前身にあたるアビジャン国際商業センター（Centre du Commerce International 

d’Abidjan：CCIA）を改編する形で設立され、3年後の1999年から稼働を開始している。設

立メンバーとして経済財務省、MI、MCAPPME、そして民間組織である中小企業連合、CCI-CI、

CGECIが名を連ねている。予算は政府からの無償援助と融資、世銀やEUからの無償援助、

メンバー企業からの会費21で構成されており、35名の専属従業員で活動を進めている。 

事業内容としては大きく以下5点がある。 

①UEMOA、ECOWASとの協力関係の強化 

②輸出促進（輸出業者に対する研修なども含む、輸出促進の対象品目としては、カカ

オ豆、コーヒーなどの伝統的輸出品は除く） 

③アメリカに対する輸出促進（AGOAの活用など） 

④ドナープロジェクトの実施 

⑤ビジネス環境の改善（具体的には輸出入にかかわる汚職の排除など） 

④にもあるとおり、APEX-CIは多くのドナープロジェクトの実施機関としても機能してお

り、その活動の幅は組織名に掲げている輸出振興を超えて、企業振興全般にわたっている。

例えば世銀の「中小企業再興とその管理支援緊急プロジェクト（PARE）」は、コートジボ

ワールにおいて実施されている中小企業振興プロジェクトとして規模も大きく知名度も高

いものであるが、APEX-CIはその実施機関になっている。他にも、③に関連して、AGOA情

報センターとしての役割を担っていることに加え、Millenium Challenge Cooperation（MCC）

のモニタリング事務局機能等も果たしている。 

APEX-CIとしてとらえる、これから期待される輸出品として有望な品目や輸出市場環境は、

農産物加工品の加工度を上げること、製品輸出市場として当面は西アフリカ地域市場がメ

インとなり、食用油、石けん、洗濯石けん等がそこにおいて競争力があるだろうこと、中

間加工品については引き続き欧米市場が中心になるだろうが、その中間材加工の拡大をね

らいたいこと、などを考えている。課題としては、老朽化した物流インフラのリハビリや、

危機の間に育成が停滞した人材の育成、そのベースとなる基礎教育が必要と考えている。 

ドナーへのインタビューのなかでは、APEX-CIの事業実施能力についても好評価の意見が

聞かれており、大きなものは聞かれていないが、APEX-CI自身の課題として、プロジェクト

                                                        
20 例えば輸出において、付加価値税は輸入先に貨物が届いたことを確認した後に、輸出者にリファンドされる仕組み。輸出者

が、付加価値税を立て替える必要があり、輸出振興にはマイナス要因となる。 
21 サイズによって年間25万FCFA～350万FCFA。 

 



－31－ 

ベースの活動になるので、プロジェクトが終了した後にAPEX-CIとしてどういった活動をし

ていくのか、という点は常に考えていく必要があると思われる。 

 

4）コートジボワール規格（Côte d’Ivoire Normalisation：CODINORM） 

1992年設立された規格設定、普及、認可等を進める非営利団体であるが、MCAPPMEが監

督省となっている。ISOのメンバーともなっている。参加企業や団体は163あり22、標準化、

認証、企業支援、広報・品質の4つの課で24名の専任スタッフが働いているほか、認証分野

ごとに24の委員会を設立しており、ボランティアベースで600名の専門家23の協力も受けて

いる。年間予算は、2億5,000万FCFAで、そのうち40％は国の補助金で成り立っている。 

CODINORMは品質認証マークとして国家適合マークを創設し、ラベルやステッカーも作

成されているが、義務化するような法律がないため、現在策定し、国会承認を待っている

ところである。 

専任スタッフを講師として、技術、経営、課題ごとに有料の研修事業も多く実施してい

るが、スタッフ自身の知識向上やアップデートの機会がないことを課題としてとらえてい

る。 

 

5）コートジボワール熱帯技術公社（Société Ivoirienne de Technologie Tropicale：I2T） 

1979年にコートジボワールの初代大統領の農作物加工の発展の可能性を最大限に引き出

す意図を具現化するために設立された組織で、農業・農業産業の技術的課題の研究、その

普及などを目的としている。設立時はコートジボワール政府55％、フランス民間会社45％

のジョイントベンチャーであったが、運営がうまくいかず、フランス民間会社は撤退、100％

コートジボワール政府出資のものとなり、現在もその形態が続いている。PNDの優先行動

計画のなかでも重要視されているアグロパーク設立にあたり、実施機関の1つとなることと

なっている。 

活動はまだ本格的に再開されていないが、農産物加工分野での試験的インキュベーショ

ン事業や加工技術研修、などを実施している。 

 

6）CI-Engineering公社 

もともとPalm-Industryという国営企業があり、それが解体される形で1997年に、技術部門

がCI-Engineeringとして独立した。農産品加工施設の建設、スペアパーツの生産、据え付け、

メンテナンスサービスをしている。かつては、国が27％の株式を所有していたが、経営の

悪化について国が救済する形で民間の会社がもっていた47％を買い取って国有化した経緯

があり、現在の所有株割合は、74％にあがっている。I2T同様、アグロパークの実施機関の

1つとしてノミネートしている。従業員は現在60名いるが、施設をフル稼働させると200名

が必要となる。 

事業は民間企業経営と同じで、機械産業市場24において競合他社との競争のなか、顧客の

要望に応じて製品やサービスを提供するというものである。素材の調達先は主に国内、海

                                                        
22 メンバー年間会費、20万FCFAを支払う。 
23 これらの専門家は、普段はラボや企業で働いている。 
24 特にパームオイル関係の機械。 
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外両方から行っており、特に特殊な素材はフランスやベルギーから輸入している。毎年、

技術高等学校の生徒の現場実習も受け入れている。 

 

7）技術普及促進センター（Centre de Demonstration et de Promotion de Tecnologies：CDT） 

小規模生産のための技術（加工機械）の移転、普及を目的として2007年に設立された国

の機関である。実際に稼働したのは2009年であるが、その後の紛争で活動が一時停止し、

活動再開並びに本格化したのは最近になってからである。上記2社同様、アグロパークの実

施機関としてノミネートされている。 

事業としてはコートジボワールの特徴的農産物であるコーヒー、カカオ、パームオイル、

フルーツなどの加工機械の輸入普及を行っているほか、将来的にI2Tが開発した技術の普及

促進も担うこととなる。 

活動が本格化して日が浅く、今後の活動充実が目先の課題となるものと思われるが、セ

ンターが対象としている小規模加工業者の需要がどのようなものなのか、という点を把握

する必要があり、そのための仕組みも整える必要があるものと考えられる25。 

 

（4）ドナー 

ドナー支援について、コートジボワールにおいてEUの主導で形成されている分野別ドナー

グループのうち、経済分野に関してはIMFがリードチーフ、国連工業開発機関（UNIDO）が

連携チーフとなり、そのなかでも産業振興/民間セクター開発分野に関しては、アメリカ、フ

ランス、ヨーロッパ連合（EU）、アフリカ開発銀行（AfDB）、世界銀行（WB）、世界食糧機関

（FAO）、UNIDOが名を連ねている。ただし、分野別ドナーグループについて、現状では定期

会合などが開かれているわけではなく、情報共有は個々に行われているものと見受けられる。 

上記、産業振興/民間セクター開発分野グループに属するドナーのなかで、特に活発で明示

的な動きがあると見受けられるのは、国際機関としては、UNIDO、WB・IFC、AfDBが挙げら

れ、二国間援助機関としては、特に活発なものはみられないが、従来の二国間関係の強さや

現在の支援の全体動向からフランス開発庁（Agence Française de Développement：AfD）の存在

感は大きい。 

ドナー活動分野について、インタビューやその他収集した情報を整理すると、政策から分

野別支援まで広く網羅しているUNIDOが実質的に民間セクター開発分野のリードドナーとい

える。WBに関しては、若者の雇用対策と中小企業振興を2つの緊急プロジェクトを展開して

おり、現地調査において他機関から同プロジェクトについて言及されることも多く、プロジ

ェクト自体がコートジボワールにとってプレゼンスが高いものと感じられた。またWBグルー

プのIFCに関しては、貿易・投資促進分野において最重要機関であるCEPICIへの支援をしてお

り、コートジボワールの重要な国家開発課題の1つを確実に押さえているものといえる。 

日本のコートジボワールに対する支援としては、JICAが2011年11月にアビジャン事務所へ

の法人職員を再配置したことに加え、JETROも2012年10月から事務所を同じくアビジャンに

再開させ、コートジボワールへの日本企業進出を促進すると同時に、コートジボワール産品

                                                        
25 今後全国各地域のニーズを把握しそれにあったサービスを提供できるよう、地方ブランチを設置する計画をもっている。 
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の日本市場開拓についても今後支援を行うこととしている26。 

当分野の主要ドナーの活動について表３－１にまとめたものを以下に記す。 

 

表３－１ ドナー活動分野のマッピング 

 EU UNIDO WB IFC UNDP 仏 米 GIZ 

政策支援  ○       

ビジネス環境整備 ○ ○ ○ ○   ○  

貿易・投資促進 ○ ○ ○    ○  

金融  ○  ○  ○   

中小零細企業支援  ○ ○  ○    

人材育成 ○ ○ ○   ○   

分野別支援  ○     ○ ○ 

 

1）UNIDO 

UNIDOのコートジボワールにおける事業は、政策支援と事業実施支援（Appui Politiqueと

Appui Operationel）の2つに大別できる。前者は、産業省と進めている新産業政策の策定、

後者は、中小企業の競争力強化を目的としたCIの非伝統産品27の加工振興プロジェクト28が

代表的なものである。他に、コートジボワールに既存の職業訓練センターのうち4センター

のリハビリとシラバス策定の支援29、マイクロファイナンス機関への小規模ファンドの出資

も実施している。 

 

2）WB 

WB全体として、2010～13年のコートジボワール－WB間で合意している戦略文書に基づ

いて活動を展開することとしており、①雇用促進のための民間セクター開発、②マクロ経

済管理向上のためのガバナンスと組織の強化、③農業セクターのパフォーマンス強化、④

インフラ再生と基礎サービス強化、の4つを柱として据えている。なかでも民間セクター開

発分野においては、SME振興に注力し、起業家育成、ビジネス環境整備、ファイナンスへ

のアクセス向上、人材育成（主に研修）、などを実施している。 

ビジネス環境整備については、アビジャンへの商事裁判所の設置支援や地域市場へのア

クセス支援、人材育成については、主にマンパワーの仕事による若者を対象とした緊急雇

用創出をしつつ、同時に民間セクターで研修見習いを受け入れてもらう事業も実施してい

る。 

 

                                                        
26 JETROアビジャン事務所の事業としては、大きく2つ：①日本企業の再進出/進出を促進するための情報収集（投資環境）と

広報、②コートジボワール製品の対日輸出促進。①に関しては、税務・労務等のデータベースを日本語で3月までに整え、2013

年度から提供予定、②に関しては農産品が主力となるとのことで、輸出指導まで可能な農産品加工の専門家短期派遣を検討

中。同事務所の担当地域は、アフリカのフランス語圏すべてであるが、特にセネガル、カメルーン、コンゴ民主共和国に注

力する予定とのこと。APEX-CIとMOUを結んでいる。 
27 シリアル、テキスタイル、カシューナッツ、など。 
28 4年間で400万ユーロの予算。 
29 5年で1,000万ユーロの予算、同プロジェクトには日本政府の資金が入っている。 
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3）IFC 

コートジボワールにおいてIFCの支援する部門は、アグリビジネス（農産品加工）、中小

企業に対する金融、建築関係（インフラ）、投資サービス改善、の主に4つである。 

中小企業金融に関しては、コートジボワールの商業銀行に融資すると同時に、行内にSME

部門を開設させ、SME融資に関するトレーニングを実施することによって、SME融資を後

押しするという包括的支援を行っている。また、投資サービス改善に関しては、既述のと

おりCEPICIに対してDoing Businessランク改善に向けた技術支援の実施を行っている。 

 

4）アフリカ開発銀行（AfDB） 

民間セクター開発分野においては、①ガバナンス、②企業支援、③インフラ整備の3つの

エリアでの支援を実施している。それぞれ、①はビジネス環境整備、②はSMEの金融アク

セス支援、③は産業インフラの整備が主なものとなる。 

加えて、AfDBは日本政府との共同イニシアティブ「アフリカの民間セクター開発のため

の共同イニシアティブ」（Enhanced Private Sector Assistance for Africa：EPSA）の枠組みにお

ける信託基金（Fund for African Private-Sector Assistance：FAPA）を使って、コートジボワー

ルのマイクロファイナンス機関の支援も実施している。 

 

5）フランス開発庁（AfD） 

フランスは、2012年12月1日にコートジボワールとの間でContrat de désendettement et de 

développement（C2D）の合意に至っており、その内容に従って援助が展開されることとな

っている。金額としても非常に大きい。C2Dでは、同年7月にフランスが実行した債務削減

合計37.6億ユーロについて、教育、保健、農業、都市開発、インフラ、運輸、司法の分野を

対象とした無償供与がなされ、プロジェクトが実施されることとなっている。民間セクタ

ー開発分野については明確な分野として設定されてはいないが、当分野がそもそもクロス

カッティング的な要素のある分野であることからも、上記の複数の分野のなかで当分野に

関係する事項が出てくることになるものと推測される。また、C2Dとは別に、AfDはARIZ

というマイクロファイナンス機関及び中小零細企業向けの保証供与をする金融スキームを

もっており、コートジボワールにおいてもマイクロファイナンス機関5行が保証供与を受け

ている。さらに、AfDの傘下には、PROPARCOという機関があり、民間企業に直接、投資、

融資、資本参加、信用保証供与、などを実施している。コートジボワールでは2009年に活

動を開始し、アグロ･インダストリー分野、金融分野、航空分野、エネルギー分野などを対

象として、2012年には1,500万ユーロを融資している30。 

他にも、2012年10月には100社以上のフランス中小企業が参加したフランス－イボワー

ル・ビジネスフォーラムが、フランス企業の海外進出や輸出振興を担うUBIFRANCEによっ

てコートジボワールにおいて開催されたり、C2Dの交渉代表団には中小企業も含む12のフラ

ンス企業が同行したりするなど、内戦終結を受け、官民連携型のフランス企業進出支援も

再開されたものと考えられる。 

 

                                                        
30 AfDホームページ参照：http://www.afd.fr/home/pays/afrique/geo-afr/cote-d-ivoire/proparco-en-cote-d-ivoire 
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6）ドナー連合型プロジェクト 

商業と地域統合のための支援プログラム（Programme d’Appui au commerce et à l’Intégration 

régionale pour la Côte d’Ivoire：PACIR）がある。これはEUが資金援助し、ソフト支援をITC、

UNIDO、IMF、世界税関機構（WCO）が行うというもの。成果目標として、①ビジネス環

境改善、②輸出企業の競争力強化、③商取引のファシリテーション、④経済インフラの改

善の4つを設定しており、160万ユーロの予算で実施している。 

 

表３－２でドナーによる支援の内容を整理する。 
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第４章 産業構造 
 

４－１ コートジボワールの産業構造とその特徴 

（1）産業構造 

コートジボワールの経済構造の特徴は、製造業の比重の大きさである。ECOWAS諸国の経

済規模上位7カ国のGDPの分野別構成比を比較すると、製造業比率が19.8％であり、7カ国のな

かで際立って比重が高い31。なかでも食品加工と化学製品（パームオイルを原料とする石けん

や洗剤等）が占める割合が大きいのが特徴である。これには、農業生産が工業生産への原料

供給源であり、バリューチェーンでつながっていることが現れている。 

コートジボワールに次いで製造業比率が高いのは、ECOWASのなかで経済規模が4位のセネ

ガルである（GDPの規模はコートジボワールの6割弱）。セネガルの製造業比率は14.0％である。

また、サービス産業の比重が58.9％と他の国に較べて大きく、ECOWAS上位7カ国中で最もそ

の割合が高いのが特徴である。その一方で、第一次産業（農林水産業）の比率は17.4％と7カ

国中で最も低い。 

ECOWASで最大の経済規模をもつナイジェリアは、第二次産業の比率は34.2％と高いものの、

その大部分は鉱業（30.1％、石油採掘）であり、製造業はわずか2.4％である。その一方で、

農業の比率が33.1％とECOWAS上位7カ国中で最もその割合が高い。サービス産業の比重は

28.7％と7カ国中で最も低い。 

経済規模2位のガーナの第二次産業は31.4％を占めるが、その中身は建設業（11.6％）、製造

業（9.1％）、鉱業（8.0％）であり、製造業比率はあまり高くない。 

 

表４－１ ECOWAS諸国（経済規模上位7カ国）のGDPの分野別構成比 

 Nigeria Ghana
Côte 

d’Ivoire
Senegal

Burkina 
Faso 

Mali Benin 

GDP At Current Market Price（2011, 
US$ milliion）* 

243,986 39,200 24,074 14,291 10,590 10,187 7,295

SECTOR 2009 2009 2011 2010 2011 2011 2011

PRIMARY SECTOR 37.1 27.0 27.2 17.4 33.7 39.2 36.9
Agriculture 33.1 8.1 24.7 9.6 16.6 25.3 26.2
Livestock 2.4 9.8 2.1 4.7 13.4 8.8 5.0
Forestry and Hunting 0.4 4.0 0.3 1.2 3.5 4.4 4.4
Fishing, Fish Farming and Aquaculture 1.2 5.1 0.1 1.9 0.3 0.7 1.3

SECONDARY SECTOR 34.2 31.4 28.9 23.7 25.4 22.3 14.7
Mining and quarrying（mining, 
petroleum, quarry） 

30.1 8.0 6.2 2.2 12.9 7.8 0.3

Manufacturing 2.5 9.1 19.8 14.0 7.5 6.4 8.5
Manufacturing of Food Products na na 7.2 5.3 4.4 2.6 4.5
Manufacturing of textiles, clothng and 
leather products 

na na 0.6 1.4 0.7 2.6 2.2

Manufacturing of chemical products 0.3 na 6.1 1.5 0.4 n.a. 0.3

                                                        
31 コートジボワールの製造業比率の高さは、東アフリカの国々やサブサハラ全体の平均と比較しても際立って高い。製造業が

GDPに占める比率の世銀推計によると、コートジボワールが21.0％であるのに対して、ケニア11.0％、タンザニア10.2％、エ

チオピア3.6％、サブサハラ平均8.9％である（世銀データベース2012、2011年名目値、要素価格ベース）。なお、世銀データ

は本文中にあるECOWAS Statisticsとは推計方法が異なる（世銀は「間接的に推計される金融サービス分」をサービス分野GDP

から除外している）ために製造業比率はやや高めに出ることから両者の数値は一致しない。 
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Manufacturing of other products 2.2 9.1 5.9 5.8 2.1 1.3 1.6
Production and distribution of 
electricity, gas and water 

0.3 2.7 0.9 3.1 0.9 2.2 1.2

Construction 1.4 11.6 2.1 4.4 4.0 5.8 4.8

TERTIARY SECTOR 28.7 41.5 43.9 58.9 40.8 38.6 48.3
Trade and repair of cars and household 
goods 

16.5 9.2 11.8 18.7 13.1 15.9 19.7

Transport and Communications 3.1 6.4 7.4 11.6 3.7 6.0 8.8
Financial Activities 1.8 6.2 4.6 3.5 1.5 0.8 2.0
Lodging and catering services 0.4 0.0 0.3 0.8 2.4 2.4 3.2
Other market services 6.2 2.8 8.4 12.9 2.3 4.5 5.2
Non-market services 0.8 17.0 15.2 13.9 19.1 9.5 11.3
Financial intermediation services 
indirectly measured 

n.a. n.a. -3.7 -2.6 -1.3 -0.5 -1.8

GDP AT FACTOR COST 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

出所：ECOWAS Statistics（http://www.ecomac.ecowas.int/en/index.htm）の各国データから算出。経済規模を比

較するためのドル建てGDP（2011, US$ million 名目値）については世銀データベース。 

 

表４－２ コートジボワールのGDP部門別構成 

（名目、単位：10億FCFA） 

 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2011年 ’07-’11 

部門 金額 金額 金額 金額 金額 比率（％）
名目成長率

（％） 

一次産業 2,268 2,562 2,813 3,004 3,376 29.7 8.3

食糧農産物・畜産 1,628 1,866 1,985 2,139 2,390 21.0 8.0

輸出作物 509 564 710 740 884 7.8 11.6

林業 112 109 94 101 82 0.7 -6.2

漁業 19 23 24 25 21 0.2 2.2

二次産業 2,354 2,696 2,633 2,718 2,659 23.4 2.5

鉱石採掘 313 381 315 270 300 2.6 -0.9

農産物加工 248 305 379 438 435 3.8 11.9

石油製品 277 352 280 242 188 1.7 -7.4

エネルギー 223 241 265 272 279 2.5 4.6

建設 424 480 433 556 516 4.5 4.0

その他の産業 869 937 960 940 941 8.3 1.6

三次産業 3,523 3,801 4,004 4,167 3,810 33.5 1.6

運輸等 282 311 324 333 274 2.4 -0.6

通信 112 100 98 96 91 0.8 -4.2

商業 1,283 1,416 1,485 1,551 1,512 13.3 3.3

サービス 1,088 1,153 1,186 1,220 1,093 9.6 0.1

輸入税 758 823 911 968 840 7.4 2.1

GDP（商品） 9,440 10,425 10,881 9,889 9,845 86.7 0.8

政府サービス n.a. n.a. n.a. 1,433 1,483 13.1 -

民間団体サービス n.a. n.a. n.a. 31 32 0.3 -

GDP（非商品） n.a. n.a. n.a. 1,463 1,515 13.3 -

総計 n.a. n.a. n.a. 11,352 11,360 100.0 -

出所：経済財政省 経済動向予測局“Compte Ressources - Emplois de la Côte d’Ivoire”2012年10月20日版。EUR 
1＝FCFA 655（固定換算レート） 

注：コートジボワール経済財政省の資料では「鉱石採掘＝鉱業」を一次産業に含めているが、世界銀行等の

データベースでは一般的に「鉱石採掘＝鉱業」は二次産業に含めて分類される。ここでは、世銀の分類

に従って調整した。 
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先にも述べたとおり、1980年代からコートジボワール経済は停滞を続けてきた。最近の5年

間で特に停滞が著しかったのは、一次産業では、「林業」（2007～11年の名目成長率/年は、－

6.2％）、「鉱石採掘」（同、－6.2％）、二次産業では「石油製品」（同、－7.4％）、三次産業では

「通信」（同、－4.2％）であった。 

他方、同時期に高い名目成長率を維持したのは、輸出用商品作物を中心とする農業部門と

農産物加工産業であった。成長率が高かった主な産業は、一次産業では「輸出作物」（2007～

11年の名目成長率/年は、11.6％）、「食糧農産物・畜産」（同、8.0％）、二次産業では「農産物

加工」（同、11.9％）、「エネルギー」（同、4.6％）「建設」（同、4.0％）であった。三次産業は、

「商業」が着実な伸び（同、3.3％）をみせたものの、全般的には低調であった。長引く国内

紛争によって内陸輸送に支障をきたし、アビジャン港の物流ハブ（内陸国へのゲートウェイ）

としての機能が低下したことによる影響が大きかったものと考えられる。 

 

1）製造業 

二次産業のうち製造業については、食品加工が34％（2002年付加価値ベース、UNIDO）

を占め、最大である。その他、木製品12.6％（同上）、テキスタイル6％（同上）、衣料品1.4％

（同上）等が主要な軽工業である。重工業では、化学製品14.3％（同上、大きな部分はパー

ムオイルを原料とする石けん類と推測され、その他に溶接用アセチレンガス製造、有機肥

料等がある）、石油製品10.8％（同上、各種石油系燃料とアスファルト製品）が主要産業で

ある。6.2％を占める金属加工製品については、缶詰やスプレー用の金属缶製造会社（Crown 

SIEM S.A.）が主要企業と思われる。機械産業については非常に小さい。 

 

表４－３ 製品別にみた製造業全体の付加価値に占める比重（2000～2002年） 

ISIC（Rev.3）- Branch 
Structure of Value Added 

（％ share） 

Divisions of Manufacturing Sector 2000 2002 

15 - Food and beverages 36.65 34.27 

16 - Tobacco products 5.55 3.67 

17 - Textiles 7.61 5.99 

18 - Wearing apparel, fur 1.75 1.38 

19 - Leather, leather products and footwear 0.76 1.2 

20 - Wood products（excl. furniture） 11.22 12.66 

21 - Paper and paper products 2.75 4.3 

22 - Printing and publishing 2.33 0.8 

23 - Coke, refined petroleum products, nuclear fuel 9.23 10.74 

24 - Chemicals and chemical products 12.08 14.32 

25 - Rubber and plastics products 0.08 0.11 

26 - Non-metallic mineral products 2.13 2.24 

27 - Basic metals ... ... 

28 - Fabricated metal products 5.2 6.23 

29 - Machinery and equipment n.e.c. ... ... 

30 - Office, accounting and computing machinery ... ... 

31 - Electrical machinery and apparatus 1.13 1.02 

32 - Radio,television and communication equipment ... ... 

33 - Medical, precision and optical instruments ... ... 

34 - Motor vehicles, trailers, semi- trailers ... ... 

35 - Other transport equipment 1.38 0.98 
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36 - Furniture; manufacturing n.e.c. 0.12 0.11 

Manufacturing Sector Total 100.00 100.00 

出所：UNIDO Database 

 

表４－４ 部門別にみた製造業の付加価値額と比重（2006年） 

製造業部門 
金額 

（名目値10億FCFA） 
比率（％） 

製造業付加価値合計 1370 100 

農産品加工 576 42 

テキスタイル・皮革 55 4 

石油精製品 55 4 

化学・プラスチック・ゴム 192 14 

非鉄金属鉱業 41 3 

金属加工 82 6 

組み立て 206 15 

木・紙製品 164 12 

出所：産業省/UNIDO、「新産業政策」2012年10月 

 

製造業付加価値の部門別内訳についてのデータは、先に挙げたUNIDOデータベースにあ

る2002年のデータよりも新しいものとなると、「新産業政策」のなかで取りあげられている

2006年のデータがある。2002年UNIDOデータよりも部門の内訳が大まかになっているため、

両者を直接比較することは難しいが、「テキスタイル・皮革製品」が2002年の8.6％（項目17、

18、19の合計）から2006年には4％にまで減少しているのが分かる。それ以外の部門につい

ては、特に大きな変化はみられない32。 

経済構造の項目でも既に触れたとおり、コートジボワールの製造業の中核を占めている

のは、やはり「農産品加工」である。最近になって、原料輸出から加工へのシフトが進み

つつある。とりわけ、カカオ加工品（中間製品）、パームオイル（石けんや食用油といった

最終製品）、ゴム（中間製品）、カシューナッツ（まだ95％は未加工）の加工量の拡大であ

る。従来、未加工/低加工で輸出されていたものについて、その商品作物を取引していた商

業資本（外資でいえばカーギル、OLAM等）が次々と下流部分である加工部分に投資し、そ

れにともなって上流部分（原料作物生産）の安定化をめざして自社プランテーション開発

も進められている。 

このような原料輸出から加工へのシフトは、農産加工産業の拡大を支えるその他の製造

業部門（例えば、プラスチック・フィルム、プラスチック容器、段ボール箱、缶、輸送用

パレット等の梱包・輸送材や、加工施設の建設やメンテに必要な貯蔵タンク、パイプ、機

械施設等）の成長を促すものと考えられる。ただし、大規模な素材産業は存在しないので、

プラスチック樹脂、紙、鉄板等の素材（中間財）は、現在と同様に輸入に頼ることとなる。 

インフラ復興/整備にかかわる建設関連資材産業の需要は非常に大きいと思われる。例え

                                                        
32 なお、いくつかのサブセクターについては2002年あるいは2006年に比べて、現在では比重が大きく変動しているものがある

ものと推測される。とりわけ、木製品については、その原料となる林業生産が2008年をピークとしてその後は急速に減少し

ていること、木材の積み出し量が顕著に減少していることから、最近では木製品の比重は大きく低下していると推測される。 
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ば、アビジャン港は、現在、大規模な拡張が計画されている。まずは、直接の建設に必要

な資材への需要が高まる（鉄筋、セメント、アスファルト）。また、拡張リハビリが完成す

れば、港湾施設や船舶のメンテナンス（メンテのための金属加工や溶接等）や道路のメン

テナンスにかかわる産業について需要が継続的に生み出される。 

他方、鉱業・石油・天然ガス、エネルギー開発については、採掘の開始・拡大や発電所

の増設等といった上流部分の開発が中心となる段階にあり、製造業バリューチェーンで直

接つながる下流部門（鉄鉱石からの製鉄業や石油化学等の素材産業）への展開は当面はな

いものと考えられる。ただし、鉱業・石油・天然ガス、エネルギーの生産施設（つまり油

田施設、製油所、発送電施設等）のメンテナンス需要に応える形で、関連産業が発展する

可能性は高い。また、製鉄業については、鉄鉱石の採掘が本格化した後に、比較的小規模

な鉱山でも採算の合う新世代製鉄法33を採用した製鉄プラント開発の検討可能性がある。 

 

2）石油/天然ガス34 

コートジボワールの石油/天然ガス産業は、自国産の原油は輸出し（軽質油で価格が高い）、

国内消費向けはナイジェリアから輸入している（重質油で価格が安い）。コートジボワール

の石油精製施設の生産力は国内需要量に対して大きな余裕があり、ナイジェリアから輸入

された原油を精製/製品化して輸出している。なお、同国の石油産業は精製までであり、エ

チレンプラント等の石油化学は存在しない。 

石油製品の最大の輸出先はナイジェリア（金額ベースで2009年の石油製品輸出の31.2％を

占める）であり、コートジボワールは同国と原油調達協約を結んでいる。コートジボワー

ルの石油精製設備には余力があり、ナイジェリアでは精製能力が不足していることから、

受託精製や石油製品のナイジェリア向け輸出が活発に行われている35。ナイジェリア以外に

は、ガーナ（同20.6％）、ブルキナファソ（同6.7％）、赤道ギニア（同5.6％）等に輸出して

いる。 

 

【SIRの石油精製所の生産能力は日量10万バレル】 

石油を精製するSIRは独立後まもない1962年に、コートジボワール石油公社（PETROCI）、

ブルキナファソ政府、シェル、トタール、エクソンモービル、シェブロン・テキサコの出資

により設立された。地域でも有数の設備をもつSIRは、重質油に対応したものであることから、

主にナイジェリアから重質原油を調達し、ガソリン、灯油・ジェット、軽油、重油、ブタン

など石油製品を生産している。精製能力日量6万5,200バレルで、2005年は年間379万tを生産し

た。稼働率向上、能力増強が図られ、2006年末には日量10万バレルに達したとみられる。そ

のほか、Société Multinationale de Bitumes（SMB）がアスファルトを製造している。生産能力

は日量1万バレル。PETROCI、SIR、シェルが出資する。 

                                                        
33 神戸製鋼の開発したDRIやITSmk3等の技術がある。 
34 石油天然ガスについての情報の出所は、JETRO「アフリカビジネスの現象を追う、平成19年5月」の記述。 
35 「アフリカの主要産油国の現状～JPECレポート2011年度第23回」によれば「ナイジェリアは国内に4製油所があり原油精製能

力合計は日量44.5万バレルである。いずれの製油所も整備不良・窃盗・火災などにより、2009年～2010年は30％以下の稼動率

であった。そのため、燃料の国内需要（日量約28万バレル）のうち85％を輸入に依存した。2011年に入り製油所稼動率が60

～75％まで上がってきたが、依然として輸入を必要としている。いくつかの製油所新設が計画されているが、資金不足で遅

延している。」 
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【天然ガスは国内エネルギー供給＋地域電力供給】 

天然ガスは火力発電や家庭用燃料など国内のエネルギー需要の45％を支えている。特に火

力発電向けの比重は大きく産出量の約80％を消費している。天然ガスによる発電量の大幅増

によってコートジボワールは西アフリカ地域内での電力輸出国となった。現在トーゴ、ベナ

ン、ガーナ、マリ、ブルキナファソなど近隣諸国へ電力を供給している。 

コートジボワール政府は、西アフリカ諸国経済共同体（ECOWAS）地域の電力安定供給を

目的とする西アフリカ・パワー・プール（WAPP）プログラムが進展し、電力需要の拡大が見

込まれることから、発電所の建設や近隣諸国との送電網システムの連結などを計画している。

なお、天然ガスによる発電が拡大する以前の主力電源として水力発電があり、現在でも電力

生産の40％弱を占める。 

発電以外の工業用熱源としての天然ガス供給はアビジャンの臨海地区に限って行われてい

る。このガス供給は電気よりも割安で、大きな熱源を必要とする工場にとっては、臨海部に

立地するメリットの1つとなる。同じアビジャンでも、内陸にある最大の工業地区であるヨプ

ゴン地区には供給されていない。 

なお、天然ガスは輸出しておらず、またそれを利用した化学工業も存在しない。 

 

3）電力 

鉱業石油エネルギー省からのヒアリングによると、電力セクターの現状と将来への動き

は以下のとおり。まず、国内向けの電力供給量については、2010年にパワーカット（一時

的なパワーの負荷遮断）があったが、現在は不足するという問題はない。ただし、外資系

企業からは「アジアと比較すると電気料金は割高」との声がある。例えば、カカオ豆加工

のように、加熱加工の割合が大きいものが電気でエネルギーを賄う場合には、相当な負担

（1t加工するうえで40～45米ドルのコスト増）になるという36。 

当面は、発電能力の拡大をめざしている。現在具体化しているのはアジトとシプレルに

おける火力発電所、スブレにおける水力発電（中国資本で建設中、2017/18年に稼働予定）。

現在、火力60％、水力40％。当面はこのバランスを保つ方針。火力は燃料代が高い。他方、

水力はランニングコストは安いがダム建設に係る初期投資は大きい。 

また、将来的には太陽光発電や風力発電も導入して多様化したいと考えている。新エネ

ルギーは民間による投資に特に期待する分野である。長期的には原発も検討するという。 

電力の供給については、地域内への輸出と同時に国内の電化も課題。コートジボワール

には8,500の村があるが、そのうち電化がされているのは2,845村にすぎない。これらの村に

電力を供給するためには、送電網の拡充が必要。今後、1年に500村ずつ送電を開始する計

画とのこと。 

 

4）港湾インフラ 

【アビジャン自治港】 

アビジャン自治港は、Vridiターミナルという専用コンテナターミナルがある。Bollore

（60％）とAPM-T（40％）が所有する。アビジャンでの取り扱い量コンテナは2011年4月か

                                                        
36 OLAM社のサンペドロ工場開設担当者へのインタビューによる。 
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らの政治的混乱のため、2010年の64万TEUから、2011年には53万TEUに低下した。しかしな

がら、政情が安定するとともに荷扱い量は回復しつつあるという。 

同港は2013年中の完成をめざして、現在の80万TEUから120万TEUに年間取り扱い能力を

高めるためのアップグレードを実施中。その内容は、ガントリーレールを740mに延長し新

しいガントリークレーンを追加するというもの。 

また、第2ターミナルを建設する計画がある。この拡張は年間取り扱い量を更に150万TEU

拡張するもので、1,100mのバース新設が計画されている。この計画が完成すると、同港の

能力は270万TEUに拡大することになる。2012年7月には、海運大手APモラー、Mediterranean 

Shipping Company（MSC）、CMA CGMを含む20社が、アビジャンの第2コンテナターミナル

を建設/管理するためのプロポーザルを提出したと報道されている37。 

第2ターミナル完成後のアビジャン自治港の規模は、南アフリカ共和国のダーバン港の取

り扱い量（252万TEU、2009年）に匹敵する大きさであり、日本の港湾でいうと神戸港（225

万TEU、同年）の取り扱い量よりも多く横浜港（280万TEU、同年）の取り扱い量に近い。

西アフリカでは近隣諸国の港に比べて一桁違う圧倒的な規模となる。 

アビジャン港の課題は、近隣国の港に較べて割高な港湾使用料である。このことは、別

途ふれるDoing Businessでもトータルでみた輸出入コストの高さが、コートジボワールのビ

ジネス環境の評価を押し下げる一因として指摘されているところである。一層の効率化が

のぞまれる。また港口の水深が10.4mと浅いのも、大型船の利用を妨げる要因となる。 

 

表４－５ 港湾使用料 

（20ft コンテナ、1,000FCFA） 

項 目 
Abidjan港 Tema港 

（ガーナ）

Lomé港 

（トーゴ） 

Cotonou港 

（ベナン）

港湾使用料等 21.2 9.4 23.9 3.5

荷役等のオペレーション料 186.0 76.5 74.8 84.0

合計 207.2 85.9 98.7 87.5
出所：JICA「中西部アフリカ内陸国及び周辺主要国際港湾所在国を結ぶ国際回廊の交通に置ける情報

収集・確認調査ドラフトファイナルレポート（要約編）、2012年10月」 

 

【サンペドロ自治港】 

サンペドロ自治港はコートジボワール第2の規模をもち、コートジボワール西部の農産物

/加工品の積出港である。水深が12mと深いため、大型船が接岸できるのが特徴である。大

型のコンテナ船が接岸できる埠頭は2つ、他に中小型船用の埠頭が2つ、計4つの埠頭がある。

ガントリークレーはない。コンテナの取り扱い量は、77,000TEU（2010年）である。 

かつては、木材の積出港であったが、現在では取り扱い量の70％がカカオ豆/カカオ加工

品で占められており、最近ではゴムの輸出（コンプレスド・ラバー）が増加している。い

ずれも、欧米市場向けで、すべてコンテナ化されている。南西部で生産しているパームオ

イルはいったんはサンペドロに集積し、アビジャンに輸送される。サンペドロ港にはパー

                                                        
37 http://www.shippingonline.cn/news/newsContent.asp?id=24082 
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ムオイル積み込み用の専用パイプラインがあり、輸送船に積み込まれている。その他に、

陸路で輸送されるものもあるとのこと。 

なお、同港には付帯する小規模な漁港があり、日本の協力で岸壁、魚河岸等が整備され

ている。 

 

表４－６ サンペドロ港のコンテナ扱い量 

（単位：TEU） 

 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 

Entrées 17,543 13,011 27,689 24,074 25,279 30,082 32,521 31,656 42,332

Sorties 31,812 19,578 26,851 25,197 24,484 28,415 32,695 35,188 35,398

TOTAL 49,355 32,589 54,540 49,271 49,763 58,497 65,216 66,844 77,730

 

表４－７ サンペドロ港からの品目別積み出し量 

（単位：t） 

 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 

Café / Cacao 582,799 531,892 540,333 549,133 513,275 472,452 500,109 573,422

Café 34,580 15,285 14,575 3,236 12,702 12,060 4,963 1,594

Cacao fèves 524,071 493,597 496,966 517,922 468,886 430,121 436,593 488,978

Masse de cacao 24,148 23,010 25,282 27,025 29,807 28,867 52,634 73,888

Chocolat   3,962 8,666

Tourteaux de 

cacao 

 3,510 950 1,880 1,404 1,957 296

Bois et Dérivés 222,996 159,366 186,890 174,299 186,310 183,187 184585 123,664

Bois débités 172,945 101,700 109,026 93,563 100,795 99,352 92,747 45,099

Charbon de bois 27,432 23,073 20,032 22,606 23,550 21,594 18,000 11,374

Placages 1,227 19,43 1,198 369 2,032 2,228 2,754 1,576

Grumes  9,778 28,908 25,871 26,904 30,475 36,425 22,622

Bois séchés 21,392 19,719 25,413 29,383 28,174 23,275 28,432 38,079

Produits finis  3,152 2,313 2,507 4,855 6,263 6,227 4,914

Caoutchouc 64,444 65,787 66,658 74,898 78,645 87,451 96,760 110,194

Palme et Dérivés 4,973 9,733 14,520 33,751 28,791 10,945 26,698 58,814

Huile de palme 4,973 20,158 21,338 4,893 13,529 43,447

Amandes 

palmistes 

 9,733 14,520 13,593 7,453 1,000  200

Huile de Palmiste 

brute 

 3,011 6,775 8,610

Tourteaux 

amande palmiste 

 2041 6394 6,557

Divers 3,179 13,258 18,238 12,643 13,384 14,853 18,945 13,734

出所：サンペドロ自治港WEBページ（http://www.sanpedro-portci.com/fr/trafic_march.php） 
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（2）コートジボワールにおける民間企業の構成 

1）民間企業の数 

コートジボワールにおける企業数（フォーマルセクター）の詳細は不明であるが、起業

する場合はCCI-CIに自動的に登録されるとのことで、CCI-CIへの登録企業が約10,000社であ

ることから、少なくとも同数は存在していることになる。業種とその割合としては、CCI-CI

の年報から概算すると、サービス業50％、商業25％、工業24％、一次産品取り扱い1％、と

いうように算出できる38。 

規模別の企業構成については、調査実施時点ではデータは入手できなかった。正確な数

値は、現在進行中という統計整備によっていずれ出てくるものと思われるが、ヒアリング

で得られた感触では、コートジボワール企業のうち8割が中小企業（SME）といわれている。

中小企業連合（Fédération Ivoirienne des Petites et Moyennes Entreprises：FIPME）によると、

メンバーは4,500社で、規模の割合は、40％が零細企業、40％が小企業、20％が中企業との

ことである。 

 

表４－８ 企業分類の定義 

 従業員数 年間税抜き売り上げ 

マイクロ（零細） 10人以下 3,000万FCFA or Less 

小企業 10人～50人 3,000万～1億5,000万 

中企業 50人～200人 1億5,000万～10億FCFA 

大企業 200人以上 10億FCFA超 
出所：コートジボワール政令Décret no 2012-05 du 11 janvier 2012, 同デクレはUEMOAの共通定義に準じた

もの 

 

2）民間企業の特徴 

コートジボワールの民間セクターの特徴は以下のようにまとめられる（港湾・国際物流

と石油エネルギー関連の企業活動は先にセクター別情報の一部としてまとめたとおり）。 

 

【民間セクターの当面の市場はどこか】 

コートジボワール経済で最も比重の高いセクターは農産品/農産加工品である。その市場

がどこにあるのかについては、表４－９にまとめたとおり、製品のタイプによってはっき

りとした違いがある。 

・資源/中間加工品の市場は主に先進国。一部、マレーシアやインド等の中進国。 

・最大の製品消費市場はアビジャン＋西アフリカ地域市場（国内/地域内の都市需要）。 

 

【農産品加工のへのシフト】 

農産品加工にかかわる民間セクターは、未加工・低加工で輸出・消費されているものを

加工しようという方向に動いている。 

・輸出用農産品に関しては、未加工・低加工で輸出される比率が高い。そのため、加工

                                                        
38 同年報に明確な区分方法について記載はないが、サービス業は保険や金融、商業は貿易や卸小売り、工業は加工業、一次産

品取扱いはカカオやコットンなどの取引、という分類と見受けられる。 
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比率を上げることが政策的な課題とされている。民間企業のなかにも、加工比率や加

工度を上げようとする動きがみられる。 

・加工のための機械の調達先としては、現状ではほとんど存在しない国内の機械工業に

期待するよりも、すぐに活用できる輸入機械を想定している。農産品加工技術普及に

かかわる機関へのヒアリングによれば、農業生産の比較優位を生かすために、食品加

工に必要な比較的小規模な加工用機械の輸入は奨励している（インド製を紹介する

CDTの活動）。 

 

【大きなインフォーマル・セクター（未登録の自営業・零細企業に従事）】 

インフォーマル経済はGDPには計上されていない経済活動のことをさす。途上国経済で

は一般的にインフォーマル・セクターが大きいといわれている。「大きい」というのがどれ

ほどの規模であるか、その正確な規模を推計するのは難しいが、コートジボワールにおけ

るその規模はGDPの39.9％に相当すると推計されている（1999/2000年推計値39）。 

就業人口の規模としては労働人口の32％ほどと推計されている。これを2010年の労働人

口推計値778万人40にあてはめると、おおよそ240万人ほどの規模と推測される（500万人ぐ

らいという見方もある41）。これは全労働人口の60％以上を占めるといわれている農業部門

に次ぐ大きさである。1980年代の構造調整によってフォーマルセクターの就業数が減少す

ると、インフォーマルセクターがその受け皿になったといわれている。 

インフォーマルセクターが扱うものは、庶民の生活に密着した日常的なサービスの提供

や日用品の販売である。したがって、アビジャンや地方中核都市（例えば中部の都市ブア

ケ）の都市消費需要と復興建設需要が彼らの成長の源泉になるものと考えられる。また、

インフォーマルな零細企業がビジネスの規模を拡大するなかで、フォーマルな中小企業へ

と成長する場合も少なくないものと推測される。銀行からの融資が受けられないことが問

題となるのは、最初の起業の段階ではなく、むしろ、この零細から小企業に成長する段階

であると考えられる。 

 

表４－９ 民間セクターの商品/製品類型による市場と生産の担い手の特徴 

製品タイプ 市場 主な製品 生産の担い手 課題 

未加工/低加工 欧米/他先進国/中

進国への輸出 

カカオ豆、カシュ

ーナッツ（未加

工）。 

企業プランテー

ション、生産組

合、個別農家。 

原料の生産性の

向上と安定した

品質の確保。 

中間加工へのシ

フト。 

                                                        
39 Friedrich Schneider, July 2002, “SIZE AND MEASUREMENT OF THE INFORMAL ECONOMY IN 110 COUNTRIES AROUND THE 

WORLD*”, （http://www.relooney.info/SI_Expeditionary/Shadow-Economy_13.pdf）. 世銀やEUによるインフォーマルセクターに

関する研究報告書はいくつかあるが、いずれもこの推計値を参照している。 
40 World Bank Database による15～64歳の労働人口2010年推計値。 
41 「職工会議所」へのヒアリング。 
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中間加工品 欧米 /他先進国へ

の輸出 

石油・カカオマ

ス・ゴム等の工業

原料 /中間加工品

輸出。カシューナ

ッツ（加工品）。

多くが欧米系大

企業（カカオの場

合 80 ％ が 外 資

系）。 

中間加工の比率

を上げることが

課題。 

最終製品 国内市場 

＋ 

西アフリカ地域 

比較的安価な生

活必需品 /日用品

（パームオイル

を原材料とする、

食用油、石けん、

洗剤等）、インス

タント・コーヒ

ー、コンデンスミ

ルク等。 

レバノン系 /イン

ド系資本 /国内資

本。 

一部先進国・中進

国企業も同じビ

ジ ネ ス モ デ ル

（ NESTLÉ 、

OLAM、味の素）。 

域内の輸送イン

フラの強化。通関

等の合理化 /効率

化。 

品質の向上と安

定した生産能力。

ローカル向け

加工品、その

他日常的なサ

ービス業 

国内市場（アビジ

ャンが最大の消

費市場）。一部輸

出もあり。 

果物やキャッサ

バ等の食品加工 /

簡易なパッケー

ジ。 

飲料水パック。 

輸送用木製パレ

ットの製造。 

建築配電等の職

工。 

機械修理工。 

理容業等のサー

ビス業。 

小規模民間セク

ター。フォーマル

とインフォーマ

ルが混在。インフ

ォーマルは雇用

面では非常に大

きい～240万人規

模。 

 

内戦で失われた

加工場の復興（共

同作業センター、

加工機械の導入）

技術の向上によ

る品質の改善。 

零細から小企業

に成長する際の

資金アクセス。 

出所：調査団まとめ 

 

４－２ 貿易・投資動向の実際 

（1）貿易動向 

1）輸出 

図４－１～４は、ECOWASのなかで経済規模の上位3カ国であるナイジェリア、ガーナ、

コートジボワールの総輸出額の推移を表したものである。大づかみにみると、輸出額は1998

年頃までは伸び悩んでいたが、その後は急速に拡大している。 
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（名目価格、100万米ドル、世銀データ2012） 

図４－１ ECOWAS上位3カ国の輸出額の

推移 

（名目価格、100万米ドル、世銀データ2012） 

図４－２ コートジボワールとガーナの

輸出額の推移 

  

（名目価格、米ドル /バレル、IMF Primary Commodity 

Price 2012） 

図４－３ 原油価格の推移 

（名目価格、米ドル /バレル、IMF Primary Commodity 

Price 2012） 

図４－４ カカオ豆価格の推移 

 

この輸出拡大のもっとも大きな要因は、輸出産品価格の上昇である。原油輸出に大きく

依存（総輸出の70～80％）するナイジェリアの輸出額は、原油価格の増減と全く同じパタ

ーンで変化している。カカオ豆/カカオ加工品が輸出に占める比重の大きいコートジボワー

ル（総輸出の36％）とガーナ（同25～30％）の場合は、やはりカカオ豆の価格によって輸

出額が大きく左右されることがうかがわれる。コートジボワールは原油（総輸出の11％）

と石油製品（同18％）の輸出国でもあり、ガーナも原油輸出を2010年12月から開始してい

る。したがって、原油価格の上昇は両国の輸出額を押し上げる効果がある。 
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表４－10 輸出上位20品目 

（2009年、単位：100万FCFA、％） 

 金額 比重（％） 輸出相手国 

全輸出合計 4,846,807 100  

カカオと石油関連

の合計 
3,179,446 65.6  

181 Cacao fèves
（カカオ豆） 

1,224,008 25.3 Pays-Bas（30.7％）; USA（21.5）;  Allemagne（10.4）; 
UEBL（6.2）; Italie（5.1） 

279 Prod petr（石油

製品） 
885,493 18.3 Nigéria（31.2％）; Ghana（20.6）; Burkina-Faso（6.7）; 

Guinée Equatoriale（5.6） 
271 Pétrole brut（原

油） 
537,990 11.1 Allemagne（33.9％）; Pays-Bas（20.1）; France（17.7）; 

Indes occidentale（9.2） 
189 cacao transf
（カカオ製品） 

531,954 11.0 Pays-Bas（29.3％）; France（28.2）; USA（13.5）; Pologne
（5.0）; Estonie（4.8） 

カカオと石油関連

以外の合計 
1,187,309 24.5 100.0  

400 Caoutchouc
（Rubber） 

163,406 3.4 13.8 Malaisie（23.1％）; Espagne（14.8）; Allemagne（10.4）; 
Italie（6.7）; USA（6.5） 

890 Navigation 
maritime ou 
fluviale 

159,734 3.3 13.5 Malte（99.9％） 

712 Or（Gold） 99,323 2.0 8.4 Suisse（99.9％）; Liban（0.1） 
449 Bois transf
（Wood products）

84,297 1.7 7.1 Italie（22.2％）; Senegal（11.9）; Espagne（7.5）; France
（6.2） 

085 Noix de cajou
（Cashew nut） 

80,369 1.7 6.8 Inde（57.6％）; Vietnam（29.0）; Indes Occident（12.6）; 
Indonesie（0.2） 

330 Huiles 
essentielles 

74,150 1.5 6.2 Nigeria（33％）; Ghana（27.1）; Burkina-Faso（7.2）; 
Togo（5.6）; Mali（4.8）; Angola（4.4）; 

390 Plastiques 71,295 1.5 6.0 UEBL（31.0％）; Nigeria（18.9）; Mali（8.8）; Guinee
（8.2）; Ghana（5.8）; Niger（5.3） 

162 Conserves 
thons（canned tuna）

63,963 1.3 5.4 France（52.1％）; Italie（44.2）; Allemagne（2.7）; UEBL
（0.6）; Espagne（0.3） 

091 Café vert 63,389 1.3 5.3 Algerie（67.3％）; Italie（11.4）; Espagne（9.9）; France
（5.7）; Portugal（2.2） 

151 Huile de palme 58,489 1.2 4.9 Senegal（20.7％）; Pays-Bas（19.6）; Mali（18.9）; 
Espagne（10.4）; Burkina-Faso（7.0） 

879 Autres 
véhicules auto 

56,755 1.2 4.8 France（78.4％）; Cameroun（6.6）; Niger（4.3）; 
Bangladesh（3.4）; Burkina-Faso（1.7） 

081 Banane 53,055 1.1 4.5 France（53.3％）; Roy.-Uni（19.8）; UEBL（14.3）; 
Senegal（7.5）; Espagne（1.7） 

340 Savons 42,320 0.9 3.6 Burkina（22.1％）; Mali（15.1）; Benin（14.8）; Ghana
（12.1） 

880 Navigation 
aérienne 

39,838 0.8 3.4 France（98.7％）; Cap-Vert（0.6）; USA（0.3）; Canada
（0.2）; Doubai（0.1） 

211 Café transf 
soluble（Coffee 
Powder） 

39,044 0.8 3.3 Grece（35.1％）; Senegal（15.6）; Nigeria（7.8）; Niger
（7.1）; Mali（6.5） 

219 Préparation 
alimentaires 
diverses 

37,883 0.8 3.2 Mali（35.6％）; Ghana（21.3）; Cameroun（14.4）; Senegal
（11.9）; Guinee（7.3） 

出所：経済財務省データ 
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コートジボワールの輸出は表４－10に挙げた上位20品目で輸出総額の90％を占めている。

更に特徴的なのは、上位4品目までを占めるカカオ関連と石油関連品目によって65.6％が占

められていることである。このカカオと石油の2つにかかわる産品/製品が同国輸出の要であ

る。 

輸出上位20品目を別の角度から整理すると、農林水産物由来の輸出の比重が非常に大き

いことが分かる。農林水産物由来の輸出は上位20品目のうち13品目を占め、その輸出額は、

全輸出額の51.9％を占める。 

 

表４－11 原料別にみた輸出上位20品目 

（2009年、単位：100万FCFA、％） 

輸出上位20品目 金額 比重（％） 

全輸出合計 4,846,807 100  

農林水産物由来のもの合計 2,516,326 51.9 100.0

181 Cacao fèves 1,224,008 25.3 48.6

189 Cacao transf 531,954 11.0 21.1

400 Caoutchouc（Rubber） 163,406 3.4 6.5

449 Bois transf（Wood products） 84,297 1.7 3.4

085 Noix de cajou（Cashew nut） 80,369 1.7 3.2

330 Huiles essentielles 74,150 1.5 2.9

162 Conserves thons（canned tuna） 63,963 1.3 2.5

091 Café vert 63,389 1.3 2.5

151 Huile de palme 58,489 1.2 2.3

081 Banane 53,055 1.1 2.1

340 Savons 42,320 0.9 1.7

211 Café transf soluble（Coffe Powder） 39,044 0.8 1.6

219 Préparation alimentaires diverses 37,883 0.8 1.5

農林水産物以外のもの合計 1,850,429 38.2 100.0

279 Prod petr（石油製品） 885,493 18.3 47.9

271 Pétrole brut（原油） 537,990 11.1 29.1

890 Navigation maritime ou fluviale 159,734 3.3 8.6

712 Or（Gold） 99,323 2.0 5.4

390 Plastiques 71,295 1.5 3.9

879 Autres véhicules auto 56,755 1.2 3.1

880 Navigation aérienne（air navigation） 39,838 0.8 2.2

出所：経済財務省データ/税関総局データ 

 

カカオ関連の比重は全農林水産物のなかで70％を占める一方で、ゴム、木材製品、カシ

ューナッツ、エッセンシャル・オイル、ツナ缶詰、コーヒー豆、パームオイル、バナナ、

石けん（パーム油を原料とする）、インスタント・コーヒー等、多様な農林水産物とその加

工品が輸出されている。 

なお、農林水産物以外の輸出で3番目に大きな比重（全輸出の3.3％）を占める“890 

Navigation maritime ou fluviale”の大半は1隻で3億米ドル以上する「浮遊式海上油田施設」
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であり、第三国で建造されたものの再輸出である42。 

 

2）輸入 

コートジボワールの輸入は表４－12に挙げた上位20品目で輸入総額の80％を占めている。

最も輸入額が大きいのは「原油」であり全輸入額の23.3％を占め、その86％はナイジェリア

から輸入されている。2位に「コメ」が8.6％（52.5％がタイ産）、4位に「生鮮魚介類」（32.7％

がモーリタニア産）、13位に「小麦」が入っている以外は、国内にメーカーが事実上存在し

ない機械製品、プラスチック樹脂、紙、化学品、鉄鋼製品43が上位を占める。 

 

表４－12 輸入上位20品目 

（2009年、単位：100万FCFA、％） 

 金額 比重（％）

輸入元 
全輸入合計 

3,279,89
3 

100.0

上位20品目の合
計 

2,621,14
9 

79.9

   

271 原油 764,816 23.3
Nigeria（86.2％）; Vénézuela（7.8）; Colombie（4.3）; 
Cameroun（1.7） 

102 コメ（穀類） 281,480 8.6
Thailande（52.5％）; Vietnam（22.8）; Union Birman
（10.6）; Pakistan（3.8） 

849 機械 255,884 7.8
France（19.1％）; Allemagne（9.3）; USA（9.1）; Chine
（7.5）; Singapour（5.6） 

030 生鮮魚介類 168,763 5.1
Mauritanie（32.7％）; Pays-Bas（11.2）; Maroc（8.8）; 
Senegal（7.2）; Espagne（6.4） 

859 電気機械 149,867 4.6
Chine（37.1％）; France（30.2）; UEBL（3.6）; Italie
（3.3） 

390 プラスチッ
ク 

133,325 4.1
USA（14.6％）; France（10.4）; Coree du Sud（6.7）; Bresil
（6.2） 

300 薬品 117,419 3.6
France（32.9％）; Inde Occident（6.9）; Inde（5.4）; 
Pays-Bas（3.3）; Chine（2.3） 

879 貨物自動車 98,464 3.0
France（19.0％）; Japon（10.5）; USA（9.4）; Allemagne
（9.1）; Chine（7.5） 

871 乗用車 82,506 2.5
Japon（34.7％）; Allemagne（24.6）; France（8.9）; Coree 
du Sud（7.1）; USA（6.3） 

720 鉄鋼材料 75,353 2.3
France（20.3％）; Ukraine（13.8）; Afrique du Sud（7.6）; 
Japon（6.6） 

730 鉄鋼製品 73,370 2.2
France（18.3％）; Chine（12.6％）; Roy.-Uni（11.3）; Italie
（9.1） 

480 紙・板紙 62,433 1.9
France（14.3％）; Suede（14.1）; Afr. Du Sud（12.9）; 
USA（8.7）; Finlande（8.1） 

101 小麦（穀類） 60,955 1.9 France（92.7％）; Canada（6.5）; USA（0.8） 

                                                        
42 「HS8905浮遊式または潜水式の掘削用または生産用のプラットホーム」すなわち海上油田施設で、「船舶」扱い。輸出先の

99.9％が「マルタ」となっているのは、設置された施設がマルタ船籍となるため。1隻で価格は3億米ドル以上。なお、コート

ジボワールには造船所が2社存在し、それらが建造した海上油田施設支援用の小型船舶等も含まれる可能性はあるが、今回の

調査期間中に造船会社に対するヒアリングが実現しなかったため、実際に海上石油施設に対してコートジボワールの造船産

業がサプライヤとしての役割を果たしているかどうかについては確認できなかった。 
43 電炉メーカー（鉄スクラップを電気炉で溶かして鉄鋼を生産する鉄鋼メーカー）は存在する。しかし、電炉メーカーだけで

は需要を満たせないので、鉄鋼素材製品を23万t/年（2009年）輸入している。 
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279 石油製品 55,053 1.7
Nigeria（21.4％）; France（14.2）; Italie（9.2）; Benin
（6.3）; Pays Bas（5.9） 

251 クリンカー 46,716 1.4
Espagne（33.7％）; Coree du Sud（25.3）; Japon（10.5）; 
Turquie（7.9）; Taiwan（6.7） 

290 有機化学品 45,243 1.4
Chine（18.0％）; Pays-Bas（10.9）; France（8.7）; Coree 
du Sud（8.0） 

380その他化学
製品 

42,961 1.3
Chine（18.1％）; France（17.8）; UEBL（8.3）; USA
（6.6） 

240 タバコ 41,667 1.3
France（29.0％）; Bresil（11.1）; Espagne（6.9）; Chine
（6.5）; Inde（5.9） 

900 精 密 機 器
（光学） 

35,170 1.1
France（36.4％）; USA（10.6）; Allemagne（6.5）; Chine
（6.1）; Indonesie（5.1） 

400 ゴム 29,703 0.9
Liberia（16.6％）; Chine（15.6）; France（10.6）; Japon
（8.8） 

出所：経済財務省データ/税関総局データ 
USD1＝FCFA500（換算レート、2013.1.10時点） 

 

3）貿易相手 

コートジボワールは、歴史的にヨーロッパとの貿易が盛んであったが、近年は特に輸入

において、貿易相手国の多様化が目立つ。アフリカ域内、またアジアからの輸入はそれぞ

れ、2003年時点で19.5％、17.9％であったものが、2009年には30.8％、24.0％まで上昇して

いる。貿易相手国は、アフリカではもともと輸出入金額が大きいナイジェリアが継続的に

上位を占め、アジアでは中国やインドが台頭してきている。 

 

表４－13 地域別にみた貿易相手 

＊％＝全貿易に占める割合 

地域 貿易 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 

アフリカ 
輸入 19.50 16.90 19.10 31.60 26.00 36.60 30.80 

輸出 25.00 19.00 19.90 30.40 28.80 32.10 30.50 

ヨーロッ

パ 

輸入 56.90 65.90 63 40.90 43.60 30.30 34.70 

輸出 59.40 68.60 66.30 52.30 48.10 49.90 52.70 

アメリカ 
輸入 5.70 5.40 3.50 7.00 6.70 11.20 10.20 

輸出 8.30 7.70 9.60 10.90 8.50 12.20 12.00 

アジア 
輸入 17.90 11.60 14.20 20.50 23.60 21.50 24.00 

輸出 7.10 4.60 4.10 6.20 5.10 5.70 4.70 

出所：経済財政省 経済動向予測局“Compte Ressources - Emplois de la Côte d’Ivoire” 
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4）貿易収支 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：世銀データ2012、名目価格、100万米ドル 

図４－５ コートジボワールの輸出入額と貿易収支の推移 

 

コートジボワールの輸出入額と貿易収支の推移は図４－５に示すとおりで、貿易収支は

一貫して黒字である。現在（2010年）の輸出規模は約115億米ドル、輸入は79億米ドル、貿

易黒字は36億米ドルである。輸出と輸入の推移は基本的に同じ傾向の増減パターンをたど

っている。輸出入額は1996～2001年の5年間は停滞から減少へと推移したが、2002～2010年

は輸出入ともに拡大しつづけた。貿易黒字幅が大きく増加したのは2001～2002年と、2007

～2010年の2つの時期である。これは、先に挙げたとおり、輸出の中心品目であるカカオ価

格と石油製品価格が大幅に上昇したタイミングに一致する。 

 

（2）投資動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資本収支ベース、百万米ドル、IMF Database 2012） 

図４－６ コートジボワールへのFDIの推移 
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コートジボワールに対するFDIの純流入額の推移は、図４－６のとおりである。1990～

1992年にかけてFDIの純流入額は低下し、1992年には2億米ドル以上のマイナスとなった（資

本の引き上げが資本流入を上回った）。その後、投資は回復し、1997年には4億米ドルを超

えたが、政情の悪化のため2003年までは再び減少傾向となった。2004年以降は石油採掘関

連、発電所関連への投資が増えたこともあって、徐々に純流入量は増加し2008年には5億米

ドル近くの水準にまで上昇した。現在は、3.5億～4億米ドルの水準で推移している。 

コートジボワールのUEMOA圏内での経済ハブとしての位置づけ、内戦の終結、PND自体

が必要予算の6割を民間資金の動員によって賄おうとしていること、農業セクターのうち農

業関連ビジネスへの政府及びドナーの注力、フランスによるフランス企業の進出支援、現

在予定されているAfDB本部のアビジャンへの帰還による建設やその関連事業の興隆の可能

性など、投資を刺激する要素は多く揃っているものと考えられる。 

 

1）業種別対内投資額 

業種別対内直接投資額は表４－14にまとめたとおりである。コートジボワール投資促進

センター（CEPICI）の2009年分の認可ベース統計では, 2,555億6,738万FCFA（前年比10.4％

増）となった。業種別にみると、農産物食品加工（シェア43.0％）と電気通信（28.8％）の

2分野で大型案件が認可され、両分野の比重が高くなっている。 

 

表４－14 業種別対内直接投資額 

（100万FCFA） 

 2008 2009 

投資対象分野 金額 金額 シェア（％）

農産物・食品加工 71,924 109,840 43.0

電気通信 83,365 73,712 28.8

サービス 9,922 22,475 8.8

医療 23,093 12,226 4.8

石油・ガス製品 3,914 5,905 2.3

印刷業 950 5,499 2.2

機械・製鉄 13,875 4,106 1.6

ガラス工業 0 4,083 1.6

林産工業 3,693 3,533 1.4

プラスチック工業 4,078 3,171 1.2

観光・ホテル 6,222 2,804 1.1

養殖業 0 1,646 0.6

鉱業 514 1,574 0.6

商業 1,438 968 0.4

輸送 4,435 604 0.2

その他 4,059 3,421 1.3

合計 231,483 255,567 100.0
出所：CEPICI（CEPICIのデータにはエネルギー上流部門、建設・不動産、金融部門の案件は含まれて

いないのでインフラ大型案件は入っていない。商業、輸送については5億FCFAフラン以上が対

象。） 
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2）地域別・国別にみた直接投資 

1997～2000年、2001～2004年、2005～2008年の各期間について、年平均の新規対内直接

投資額を地域別にまとめたのが図４－７と表４－15である。投資が2003年を底として落ち

込み、その後回復したが、FDIの投資元の比重が、1997～2000年ではヨーロッパの比重が非

常に高かったのに対して、2005～2008年ではアフリカ地域からのFDIがヨーロッパを上回る

比重となった。これは、2003年以降の新規投資額の回復は、主にコートジボワール国内の

民間資本による投資の増大と、アフリカ地域内からの投資の増大によるものであったこと

を示している。 

 

（100万FCFA） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出所：CEPICI（認可ベース） 

図４－７ 地域別にみた新規対内直接投資額/年 

 

このような、アフリカ地域内での直接投資の比重の高まりは、コートジボワールに限ら

ず、その他のアフリカ諸国の経済構造が、旧宗主国経済に各国バラバラにぶら下がる従来

の形から、地域内のアフリカ諸国同士が投資や貿易を通じて結びつきを深める方向へとシ

フトしつつあることを示すものでもある。 

 

表４－15 地域別にみた新規対内直接投資額/年 

（100万FCFA） 

投資元 
直接投資額/年（100万FCFA） シェア（％） 

1997～2000 2001～2004 2005～2008 1997～2000 2005～2008

CÔTE D’lVOIRE 104,274 56,399 107,274 53 55

FDI Africa 4,992 2,892 46,024 3 24

FDI Europe 79,287 48,623 33,163 40 17

FDI Asia & Middle 

East 
2,671 6,728 6,508 1 3

FDI America 5,612 7,466 1,552 3 1

Other 19 879 28 0 0

Total 196,855 122,987 194,549 0 0

出所：CEPICI（認可ベース） 
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2006～2008年の3年間についてコートジボワールの対内直接投資の投資元を国別にまと

めたものが表４－16である。国内資本による投資が全投資の53％を占め、海外からの投資

が47％を占めている。この3年間で最も投資の多かった国はトーゴであるが、これはトーゴ

を本拠地とするA-CELL（704億FCFA）が電気通信部門に参入したことが大きい。同部門で

は南アフリカMTNグループによるアロバーズテレコムとアフネットインターネットの買収

もあった。従来の欧米諸国に加えアフリカ諸国の進出があり、投資の面でのパートナーの

多角化が進んでいることがうかがわれる。 

 

表４－16 国別対内直接投資額 

（100万FCFA） 

 2006 2007 2008 合計 シェア（％）

CÔTE D’lVOIRE 18,799 217,890 110,304 346,993 52.9

TOGO 47,264 0 70,352 117,616 17.9

AFRIQUE DU SUD 0 37,468 0 37,468 5.7

BURKINA FASO 0 8,863 0 8,863 1.4

ILE MAURICE 0 7,980 429 8,409 1.3

TUNISIE 0 1,888 0 1,888 0.3

MALI 0 142 1,096 1,238 0.2

BENIN 0 59 1,096 1,154 0.2

SENEGAL 121 255 32 408 0.1

GHANA 0 320 0 320 0.0

MAROC 0 169 0 169 0.0

GUINEE 0 0 158 158 0.0

CAP VERT 0 97 0 97 0.0

ALGERIE 55 0 0 55 0.0

CENTRAFRIQUE 37 0 0 37 0.0

TOTAL AFRIQUE 66,276 275,131 183,465 524,872 80.0

GRANDE BRETAGNE 93 35,770 1,897 37,760 5.8

FRANCE 2,156 14,908 8,342 25,406 3.9

BELGIQUE 23 0 18,031 18,054 2.8

PAYS BAS 10,605 4,688 20 15,313 2.3

SUISSE 0 2,452 1 2,453 0.4

Allemaｇne 0 0 1,558 1,558 0.2

Luxembourg 0 1,344 0 1,344 0.2

NORVEGE 0 691 0 691 0.1

TOTAL EUROPE 1 59,853 29,850 89,705 13.7

LIBAN 606 2,377 17,357 20,340 3.1

CHINE 98 1,284 0 1,382 0.2

INDE 261 0 0 261 0.0

ISRAEL 0 48 0 48 0.0

TOTAL ASIE MOYEN 

ORIENT 
965 3,710 17,357 22,032 3.4

PANAMA 2,009 104 257 2,369 0.4

CANADA 0 2,037 0 2,037 0.3
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 2006 2007 2008 合計 シェア（％）

USA 1,115 0 66 1,181 0.2

BAHAMAS 0 104 256 359 0.1

BRESIL 0 0 231 231 0.0

HAITI 15 0 0 15 0.0

TOTAL AMERIQUE 3,139 2,245 811 6,195 0.9

AUTRES（NON 

INDIQUES） 
0 92 0 92 0.0

TOTAL 83,257 341,031 231,483 655,771 100.0
出所：CEPICI（CEPICIのデータにはエネルギー上流部門、建設・不動産、金融部門の案件は含まれて

いないのでインフラ大型案件は入っていない。商業、輸送については5億FCFA以上が対象。） 

 

3）最近みられる外国企業による活動の特徴 

・これまでは欧米資本中心だったが、アジア系資本が参入してきた。最近のコートジボ

ワールに対する民間直接投資のなかでは、シンガポール農業総合商社のOLAMによる、

Bouakeのカシューナッツ加工工場への170億FCFAの投資がある44。政府の農産品加工振

興の意図とも合致するという意味でも注目度が高い。 

・内政不安による経営悪化の後、治安回復に伴い営業黒字達成への転換・事業の再拡張

を図っている。 

・フランス語圏アフリカ域内の経済ハブとして当地に拠点を設ける動きがある。 

・アビジャンは投資先の都市として投資コストと収益見込みのバランスが良いとみられ

ている（例えば、ラゴス、ヨハネスブルグ等の巨大都市はコスト/リスクが高い）。 

 

復興プロジェクトの獲得や、権益確保に向けて活発な動きがみられる。各国政府が経済・

商業ミッションの派遣に力を入れており、中国からはここ数ヵ月で100名規模の視察団と、

200名規模の視察団が2回に分けて当地を訪れた。フランス、英国、スペイン、インドから

も経済視察団が訪れているという。 

 

【日本】 

日本企業では2012年12月、豊田通商が当地での販路拡大を目的に、フランスのアフリカ

専門商社CFAOを完全子会社化している。CFAOはフランス語圏アフリカを中心に自動車、

医薬品、消費財などの流通・卸を手掛けている45。2011年11月には味の素が現地法人を設立

した。同社は13年初めに工場を稼働する予定。そのほか、三菱商事、三井海洋開発などが

ビジネスに参入している。詳細を別途6章で説明する。 

 

                                                        
44 その他投資動向についてはJETRO「世界貿易投資報告コートジボワール2012年」に詳しい。 
45 経済誌「ダイヤモンド」WEB版（「トップインタビュー・単刀直入」【第204回】2013年1月8日）において、豊田通商の加留部

社長は「CFAO買収は、非常に有意義な案件だ。当社がケニアを中心としたアフリカの東側の地域で営業の地盤を強化してき

たのに対して、CFAOはフランス語圏の多い西側の地域に、強固な自動車の販売網を築き上げており、相互補完ができると期

待している。CFAOは医薬品や飲料の販売でも実績を伸ばしている。買収後は、自動車以外の分野でのノウハウも獲得したい」

と語っている。http://diamond.jp/articles/-/30227 
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【フランス】 

フランス企業では、ブイググループ（Bouygues）による全長1.5kmの橋の建設、ボロレグ

ループ（Bollore）によるアビジャン港のコンテナターミナル拡張、アビジャン～ワガドゥ

グ間鉄道の補修・整備のほか、トタル（Total）による油田開発、セモル（CEMOL）による

カカオ工場の生産能力増強（現在の7万tから10万tに）、ミシュラン（Michelin）による天然

ゴム生産アフリカ最大手SIPHとの連携、アコール（Accor）によるアビジャン高級ホテル・

イボワールの経営権獲得など。仏企業のコートジボワール進出への政府支援も手厚く、C2D

の最終合意のための協議団には企業も十数社参団している。フランスの中規模企業の海外

展開支援を担う機関UBIFRANCE46の事務所もアビジャンに設置され、2012年10月には

Franco-Ivoireビジネスフォーラムをアビジャンにて開催、100社以上の仏中小企業がコート

ジボワールを訪れ、コートジボワール企業とのビジネスマッチングなどが行われた。 

 

【中国】 

中国は、国を挙げて世界に向けての中国企業の進出支援を行っている。2009年に上海で

開催した「コートジボワール一次産品・工業化促進フォーラム」では、石油精製、鉱山開

発、水力発電ダム建設などに関する覚書を締結するなど、関係を深めてきた。コートジボ

ワールから中国への留学生・研修生の受け入れも行っており、ネットワーク・人脈形成を

継続して行っている。中国企業は、通信、農業、鉱物資源開発などあらゆる分野に進出し

ている。華為技術（ファーウェイ）は総延長6,000kmに及ぶ光ファイバー敷設を、化学大手

中国中化集団（シノケム）は天然ゴム、パームのプランテーション（4万ha）開発を進める。

中国水利水電建設集団（シノハイドロ）は、発電容量270メガワットの水力発電ダム建設を

進めている。 

 

4）資源立地型投資が活発～商業資本による農産加工産業への展開 

現在のコートジボワールへの投資は、基本的に「資源立地型」が主流と考えられ、その

対象分野は大きく分けて、「農産加工」と「鉱山・石油・エネルギー分野」の2つといえる。 

工業分野への展開がもっとも期待されるのは「農産加工」分野と考えられる。コートジ

ボワールにおいては、同分野において従来は商品輸出を手がけていた外資が、下流の加工

にも乗り出すという流れが起こっていることが調査を通して観察された。加工に乗り出し

た企業は、原料供給側の安定をめざすために上流への関与も拡大し、自社プランテーショ

ンの開発と周辺農家への栽培技術供与、更に農村部社会開発（病院等の社会サービス・イ

ンフラ）をワンセットで進めるIntegrated Agriculture Centerを展開するケースがみられる（パ

ームオイル、ゴム、カシューナッツ等）。この、ワンセットのコンポーネントの一部に対し

て、ドナーが協力している47。 

資源立地型については、①その原料生産量が世界的にみて相当に大きい（あるいは大き

                                                        
46 UBIFRANCEとは日本のJETROにあたる機関。全世界に拠点をもち、中規模のフランス企業の海外進出企業をサポートしてい

る。進出を考えている企業への現地情報の提供、顧客候補の紹介等を行う。フランス政府の経済省の傘下にある。コートジ

ボワールにある事務所の管轄は西アフリカ全部だが、実質的にはコートジボワール、セネガル、ガーナ、ブルキナファソが

活動の対象とのこと。他の国は、フランスの中規模企業が進出して製品等を売り込むには、市場が小さすぎるため。 
47 GIZとOLAMのCSRプロジェクト。 
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くなる可能性が高い）こと、したがって②十分な原料供給によって大規模な加工施設を稼

働させるスケールメリットがあり加工品に価格競争力があること、③大量の加工品を効率

よく世界に供給するための物流ネットワークがあること、の3点が必要条件である。これら

の点から、従来から世界第1位の生産量と輸出量のカカオ、カシューナッツ（生産量4位、

未加工種子での輸出量1位）、パームオイル（生産量8位、輸出量8位）、ゴム（生産量7位、

輸出量5位）は、加工拡大のポテンシャルが高いと考えられる。 

 

5）「鉱山・石油・エネルギー」部門 

「鉱山・石油・エネルギー」部門は、外貨収入とエネルギー供給の確保という点から極

めて重要な役割を担う。その一方で、今のところ、同部門はコートジボワールの工業生産

のバリューチェーンに直接つながる構造にはなっておらず、また、近い将来そうなるとも

考えにくいという特性がある。 

・原油生産部門は原料供給段階で当面完結～素材産業のスケールには産出が足りない。原

油生産（天然ガスを含む）については、当面、資源を採掘することが中心で、原油を工

業原料に加工する重工業部門に展開するとは考えにくい。現状では天然ガスの産出量が

少なく、石油化学（エチレン・プラント）といった大規模施設を価格競争力のある状態

で稼働させるだけの低価格で大量な資源供給が確保されないからである48。 

・鉄鉱石～製鉄部門：他方、鉄鉱石についてはまだ本格的な採掘は始まっておらず、産出

量についても未知数であるため、現状ではなんともいえない。鉄鉱石がある程度以上の

産出量で確保される場合は、その下流部門として、天然ガスを使用して鉄鉱石を還元す

る直接還元鉄（DRI）プラントのような、産出量が大規模でなくても成り立つ製法による

製鉄所について検討する可能性がある。 

・「石油」部門＝「石油精製」は物流立地～ハブ港とワンセットで価値が出る。 

・コートジボワールにはアビジャン港に隣接する日量10万バレル規模の石油精製プラント

がある。その原料はナイジェリアから輸入された原油であり（コートジボワールの原油

は未加工のまま輸出されている）、精製されたガソリン、灯油、軽油（ディーゼル）等の

石油製品は西アフリカ域内を中心に輸出されている。また、西アフリカ最大の港である

アビジャン港への船舶用燃料供給基地としての役割もある。 

したがって、同国の石油精製産業は資源立地ではなく、原料輸入と加工品輸出の効率

の良さを生かした物流立地である。シンガポールに東南アジア最大の石油精製施設が立

地したのと同じ構図である。 

                                                        
48 21世紀に入ってから中東産油国において巨大なエチレン・プラントが次々と稼働し、石油化学産業における規模と価格競争

は激化している。中東の油田開発に伴う随伴天然ガスの生産コストは極めて安価であることから、これを原料とするエチレ

ン・プラントを建設する動きが21世紀に入って強まり、中東諸国のエチレン生産能力は2006年末の年産1,172万tから2010年末

には年産2,612万tにまで拡大した。米国も、安価なシェール・ガスが大量に生産される見込みであり、それを原料とするエチ

レン・プラントの競争力が急速に高まる。新設のエチレン・プラントが競争力をもつためには、原料としてコストが極めて

低い大量の油田随伴ガスもしくはシェール・ガス（日本の石油化学プラントが原料とする石油精製品のナフサの1/10～1/30

の価格）を確保したうえで、エチレン年産80万～150万tの規模が必要だとされている。（参照資料：岩間剛一、中東協力セン

ターニュース2012.12/2013.1「中東情勢分析～中東諸国のエチレン・プラントは、米国のシェール・ガスによるエチレン・プ

ラントに対して競争力が有るのか」） 
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・「エネルギー」部門＝「電力」部門。周辺国への輸出拡大をめざす。 

発電は国産天然ガスと水力。国内需要量にみあう発電量は確保され（地方への送電網は

未完成）、既に周辺国に輸出している。電力価格を下げるために、水力の比重も維持する

方針。 

 

４－３ コートジボワールにおける民間企業のビジネス環境 

（1）コートジボワールの産業インフラ 

PND並びに新産業政策で説明されているとおり、コートジボワールはその独立後から積極

的な投資誘致を実施してきている。そのためにも、民間企業が活動しうる産業インフラは現

在までにハード面、ソフト面ともに整備に向けた努力が続けられてきた。 

1）新投資法（2012年） 

コートジボワールにおいては1959年に最初の投資法が制定されているが、1984年、1995

年と 2回の改正を経、内戦終結後 2012年 6月に新投資法に係る行政命令 Ordonnance 

No.2012-487 du 07 Juin 2012が制定され、同年11月に同行政命令の実効様式確定のための法

令Décret No, 2012-1123 du 30 Novembre 2012が発効し、新投資法施行が開始された49。 

同法では、投資優遇策が適用される分野と投資額について以下のように設定している。 

【分野】 

・農業、アグロ・インダストリー、林業、畜産、漁業、貯蔵保存活動を含めた養殖 

・採掘業 

・エネルギー生産、輸送、分配 

・製造業、鉄鋼業 

・文化産業 

・保険 

・観光 

・産業支援サービス 

・新技術 

・公共事業 

・繊維 

・木材業 

・組み立て 

・運輸 

・安全、環境保護 

・教育、子どもの教育 

・手工芸 

・住宅と土地整備 

・産業用建物 

・非産業用、商業、銀行金融サービス用建物を除くデクレ（Décret）により規定された他の

                                                        
49 コートジボワール法体制は旧宗主国のフランスのものに倣っている。Ordonnanceは行政府が制定できる命令、Décretは大統領

の権限によって発効する命令。 
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分野 

 

【投資額限度】 

付加価値税及び運転資金を除いた上限金額は10億FCFA、下限2億FCFA、中小企業につい

ては上限2億FCFA、下限7,000万FCFA 

 

そのうえで、投資優遇策の内容を以下のとおり設定している。 

投資が実施され

る地区 

優遇策の内容 
期間 

上限以下 上限と同額 

A地区（アビジャ

ン地区） 

・産業や商業収益または非商業収

益、農業収益に対する税金控除 

・特許やライセンスの税金控除 

・見習い税や再職業訓練の加算税

を除く雇用主負担額の50％の減

額 

－ 

5年 

＊中小企業

は7年 

B地区（人口6万人

以上の集落、6万

人を含む） 

・産業や商業収益または非商業収

益、農業収益に対する税金控除 

・特許やライセンスの税金控除 

・見習い税や再職業訓練の加算税

を除く雇用者負担額の80％の減

額 

左に加え土地税の免除 
8年 

＊同11年 

C地区（人口6万人

以下の集落と地

域プログラムに

よりデクレが定

める特別経済地

区） 

・産業や商業収益または非商業収

益、農業収益に対する税金控除 

・特許やライセンスの税金控除 

・見習い税や再職業訓練の加算税

を除く雇用者負担額の90％の減

額 

・土地税の免除 

・資本増加時の登録料の免除 

－ 15年 

 

上記に加え、承認された企業は活動創設/発展にかかわる投資プログラムを実施する限り

はどの投資地区でも以下の優遇措置を受ける。 

①コミュニティ課税を除き、上限以下の投資額の場合、資機材及びパーツのファースト

バッチ（初回投入分）にかかる関税金額の50％減額 

②コミュニティ課税を除き上限と同じ投資額の場合、資機材及びパーツのファーストバ

ッチにかかる関税金額の40％減額 

③付加価値税の控除 

なお、スペアパーツのファーストバッチの金額は、資機材の10％以内であること。 

 

投資認可にあたって、案件ごとの優遇策等を決める投資技術委員会（commission technique 

d’investissement）が設置されていたが、以前は産業省と経済財政省が委員となって事務局を

CEPICIが務めていたものを、2012年6月の新投資法設立とともにCEPICIが行い、ここに関連

する省庁を招く形（Commission d’agrement）に変更された。原則毎週水曜に開催されている。 
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2）工業地区（Zone Industrielle） 

コートジボワールには、全国の都市に工業地区が存在しているが、もともと自然発生的

に集積したものを都市計画マスタープラン50に基づき、政令によって工業地区指定区域とし

て定めたものである。この点、同地区のインフラ整備や管理、運営などについて法制度が

整備され、特定の事業者がまとめて管理運営しているわけではなく、それらが完備されて

いるいわゆる「工業団地」でイメージされる地区ではないことに注意が必要である51。一方

で、PNDや新産業政策では、工業地区のうち特にアビジャン特別区にある3地区のリハビリ

や拡充、並びに他都市での拡充、新設などの必要性が説明されており、今後のコートジボ

ワール産業振興政策において重要視されている事項であることがうかがえる。 

【工業地区への立地】 

・土地申請 

工業地区への立地を希望する場合、まずは事務局であるCEPICIに申請を提出すること

となっている。CEPICIが申請受理以降、土地割り当て決定までのプロセスは、①2週間に

1度「工業土地ロットの割り当てに関する省庁間コミッティ（Commission interministérielle 

d’attribution des lots à usage industriel：CIDLI）」が会合をもち各省庁の担当分野について検

討し、活動の可否について意見を出す、②建設・住居・衛生・都市開発省が起案、②CEPICI

→産業省→CEPICI→経済財政省→CEPICI→建設省という流れで立地許可決定、という流

れとなっている。 

・工業土地ロットの割り当てに関する省庁間コミッティ 

CIDLIは、建設・住居・衛生・都市開発省（議長）、経済財務省、産業省（副議長）、環

境省、開発に係る技術調査国家事務局（ Bureau National d’Etudes Techniques de 

Développement：BNETD）、CEPICI（事務局）で構成される工業地区で活動したい企業等

に対してロットを割り当てる役割を果たす委員会である。以前から通常のこのような委

員会は存在していたが1997年に大統領令により正式に設立された。土地は企業に対して

90年（30年×3回）ローンで貸しに出される。 

・インセンティブ 

上述のとおり、コートジボワールでは工業地区に特別のインセンティブは設定されて

おらず、投資法において工業地区への立地に関係なくコートジボワール国内地域ごとに

減税などのインセンティブを与えている。しかし、工業地区入居者は、銀行からの融資

を得る際に、土地の使用権を担保とすることができる点が、結果として入居の大きなメ

リットとなっているといえる。 

【アビジャン工業地区】 

現在コートジボワールにある工業地区は、全国で、アビジャン、サンペドロ、ブアケ、

オディエンヌ、ブノア、ダロア、ヤムスクロ、アバングル、アニビレクルに指定されてい

るが、なかでもアビジャンにはヨプゴン、クマシ、ブリディの3つの工業地区があり、敷地

面積はそれぞれ、645ha、70ha、156haである。 

アビジャンの3つの工業地区のうち最大規模であるヨプゴンに関してはカーギルやネス

                                                        
50 建設・住居・衛生・都市開発省所掌 
51 そのため、本報告書においてもLa zone industrilleの日本語訳として「工業団地」ではなく「工業地区」を用いることとする。 
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レ、OLAMなどの国際資本をはじめ200社ほどが入っており52、同工業地区の80％ほどが埋

まっている状態にある。同工業地区は手工芸とより規模の大きい工業の2カ所に分かれて立

地しており、手工芸分野の企業には1ロット最大で1,500～2,000m2、工業分野の企業には最

低5,000m2（1ロット）の区画で、使用権を与えている。 

 

3）経済自由区（Zone Franche） 

コートジボワールでは工業地区（Zone Industrielle）以外に経済自由区（Zone franche）も

設定されている。CEPICIの説明によると、工業地区が「産業活動のみを行える場所・地域

（具体的な優遇策は新投資法に基づくもののみ）」、経済自由区が「特定セクターの企業を

集め、非課税等の新投資法以上の優遇策を適用する場所・地域」を指すとのことである。

バッサンにバイオテクノロジーと情報コミュニケーションテクノロジー経済自由区（Zone 

Franche de la Biotechnologie et des Technologie de l’Information et de la Communication：ZBTIC）

が2004年8月27日に制度に関する法の制定をもって設置されている。同法によると、同法の

優遇を受ける企業は①ZBTICのインフラ整備と管理促進を担う企業、②それを使用する企業、

の2つにカテゴリー化される。①の企業は25年（更新可）のコンセッションによってZBTIC

を管理運営することとなっている。ZBTICに入居する企業は、法人税や輸出入税の免税・減

税が受けられることとなっている。 

その他、電力、港湾については4－1（１）で述べたとおり。 

 

（2）世銀によるビジネス環境調査の概要 

コートジボワールに立地する企業側からみたビジネス環境については、世銀/IMFによる調

査「Doing Business 2013」と「Enterprise Survey：CÔTE D’IVOIRE – 2009」がある。以下が、

この2つの調査報告の概要である。 

 

1）Doing Business 2013（世銀/IMF） 

Doing Businessは、ビジネスにかかわる規制を世界185カ国について共通の指標によって数

値化し、「規制による制約の少なさ」＝「ビジネスのやりやすさ（“Ease of Doing Business”）」

という観点から、各国のビジネス環境のランクづけを行うという趣旨の調査である。した

がって、各国の比較がしやすいという特徴がある。 

【ランキングの比較】 

Doing Business 2013におけるコートジボワールの総合ランクは185カ国中で177位と非常

に低い。ECOWASのなかで経済規模の大きい上位国や地域平均値と比較しても、ガーナ（64

位）53、ナイジェリア（131位）、セネガル（166位）、ECOWAS平均（151位）、サブサハラ平

均（140位）のいずれよりも低い位置にある。 

項目別にみても、ほとんどすべての項目でまんべんなくランクが低い。特に“Starting a 

                                                        
52 製造業日本企業として唯一コートジボワールに進出している味の素も、ヨプゴン工業地区に事務所を構え、現在工場の建設

を同地区で進めているところである。 
53 コートジボワールの隣国であるガーナの総合ランクは64位と際立って高く、東アジア・太平洋地域の平均（86位）よりも上

にランクされている。「申し込み手続きが効率的で安価な電力供給」（63位）、「信用供与にかかわる情報蓄積と開示の充実」（23

位）、「投資家保護」（49位）等が高く評価された結果である。 
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Business”（176位）、“Dealing with Construction Permits”（169位）、“Trading Across Borders”（163

位）のランクが低い。これは、時間や手間がかかる効率の悪い制度と輸出入コストの高さ

が原因である。コートジボワールは、アビジャン自治港をかつてのように地域のハブ港と

して復権させ、更に大規模な港湾として拡張することをめざしているが、その開発効果を

十二分に発揮するためには、施設の拡大によって輸送単価を下げることで満足するのでは

なく、輸出入手続きの簡素化・効率化によってトータルでみた輸出入コストを削減するこ

とが極めて重要となる。 

低ランクの項目のなかにあって、唯一コートジボワールのランキングが他国に比較して

高い項目は“Resolving Insolvency”である。これは、取引先が倒産した場合の「債権者保護」

と「債権回収」等に関する制度や回収までにかかる期間に関する評価である。 

 

表４－17 Doing Business 2013 の総合・項目別ランキング一覧 

Economy 
Côte 

d’Ivoire 
Ghana Nigeria Senegal

ECOW

AS 

average

Sub-Sa

haran 

Africa 

average 

East 

Asia 

and the 

Pacific 

OECD 

average

Ease of Doing Business 

Rank 

総合ランク 

177 64 131 166 151 140 86 29

Starting a 

Business 

Rank 176 112 119 102 127 123 93 61

Procedures

（number） 
10 7 8 3 6 8 7 5

Time（days） 32 12 34 5 19 34 36 12

Cost（％ of 

income per 

capita） 

130 18.5 60.4 64.4 80.7 67.3 22.4 4.5

Paid-in 

Min. 

Capital（％ 

of income 

per capita） 

184.6 4.3 0 192.3 197.8 116 13.4 13.3

Dealing 

with 

Constructi

on Permits 

Rank 169 162 88 133 127 117 71 53

Procedures

（number） 
17 16 15 13 16 15 17 14

Time（days） 475 218 85 210 208 196 148 143

Cost（％ of 

income per 

capita） 

155.1 481.2 417.7 529.1 458.9 751.6 86.9 78.7

Getting 

Electricity 

Rank 153 63 178 180 133 127 75 55

Procedures

（number） 
8 4 8 8 5 5 5 5

Time（days） 55 78 260 125 160 133 86 98

Cost（％ of 

income per 

capita） 

3,686 957 874 5,625 4,957 4,737 1,005 93
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Economy 
Côte 

d’Ivoire 
Ghana Nigeria Senegal

ECOW

AS 

average

Sub-Sa

haran 

Africa 

average 

East 

Asia 

and the 

Pacific 

OECD 

average

Registering 

Property 

Rank 159 45 182 173 134 123 86 57

Procedures

（number） 
6 5 13 6 6 6 5 5

Time（days） 62 34 86 122 88 65 80 26

Cost（％ of 

property 

value） 

13.9 1.2 20.8 20.2 11.8 9.4 4.1 4.5

Getting 

Credit 

Rank 129 23 23 129 112 109 91 43

Strength of 

legal rights 

index

（0-10） 

6 8 9 6 6 6 7 7

Depth of 

credit 

information 

index（0-6） 

1 5 4 1 2 2 4 5

Public 

registry 

coverage

（％ of 

adults） 

2.9 0 0.1 4.6 4.1 4.2 36.4 31.5

Private 

bureau 

coverage

（％ of 

adults） 

0 5.7 4.1 0 4.9 5.6 51.2 74.6

 

 

 

 

 

 

Protecting 

Investors 

Rank 158 49 70 169 135 115 83 61

Extent of 

disclosure 

index

（0-10） 

6 7 5 6 5 5 5 6

Extent of 

director 

liability 

index

（0-10） 

1 5 7 1 2 4 5 5

Ease of 

shareholder 

suits index

（0-10） 

 

3 6 5 2 4 5 6 7
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Economy 
Côte 

d’Ivoire 
Ghana Nigeria Senegal

ECOW

AS 

average

Sub-Sa

haran 

Africa 

average 

East 

Asia 

and the 

Pacific 

OECD 

average

Strength of 

investor 

protection 

index

（0-10） 

3.3 6.0 5.7 3.0 3.9 4.5 5.5 6.1

Paying 

Taxes 

Rank 159 89 155 178 144 123 70 56

Payments

（number 

per year） 

62 32 41 59 46 39 25 12

Time（hours 

per year） 
270 224 956 666 344 319 209 176

Profit tax

（％） 
9.8 18.5 22.3 14.8 - 19 - -

Labor tax 

and  

contributions 

（％） 

20.1 14.7 10.8 24.1 - 13.3 - -

Other taxes

（％） 
9.6 0.4 0.7 7 - 25.5 - -

Total tax 

rate（％ 

profit） 

39.5 33.5 33.8 46 - 57.8 - -

Trading 

Across 

Borders 

Rank 163 99 154 67 125 137 76 33

Documents 

to export

（number） 

10 7 10 6 7 8 6 4

Time to 

export

（days） 

25 19 24 11 26 31 21 10

Cost to 

export

（US$ per 

container） 

1,999 815 1,380 1,098 1,526 1,990 923 1,028

Documents 

to import

（number） 

10 7 10 5 8 9 7 5

Time to 

import

（days） 

34 34 39 14 31 37 22 10
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Cost to 

import

（US$ per 

container） 

2,710 1,315 1,540 1,740 1,944 2,567 958 1,080

Enforcing 

Contracts 

Rank 127 48 98 148 122 120 87 36

Time（days） 770 487 457 780 674 649 522 510

Cost（％ of 

claim） 
41.7 23 32 26.5 49.4 50.1 48.6 20.1

Procedures

（number） 
33 36 40 43 39 39 37 31

Resolving 

Insolvency 

Rank 76 114 105 90 127 128 107 25

Time

（years） 
2.2 1.9 2.0 3.0 3.1 3.4 2.9 1.7

Cost（％ of 

estate） 
18 22 22 7 20 23 21 9

Recovery 

rate（cents 

on the 

dollar） 

37.6 26.9 28.2 32.0 20.8 22.4 30.4 70.6

出所：World Bank. 2013. Doing Business Database 2013：Smarter Regulations for Small and Medium-Size 
Enterprises. 

 

2）Enterprise Survey：CÔTE D’IVOIRE – 2009 

Enterprise Survey：CÔTE D’IVOIRE – 2009は、企業に対して「ビジネスの障害となってい

るものは何か」について直接アンケート調査を行った結果をまとめた意識調査である。し

たがって、調査結果に企業からの「生の声」が直接反映されているのが特徴である。また、

企業の規模別に意識の違いを比較することも可能である。 

他方、複数の国の回答結果を数量的に比較する場合、回答の分布パターンの違いを比較

することには意味がある一方で、個々の数値の大小によって各国のビジネス環境の優劣を

ランクづけすることは（データの性格として）できないことに留意する必要がある。 

 

＜他のサブサハラ諸国との分布パターンの比較＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－８ ビジネスに最も大きな障害となっている事柄の比較（回答の割合％） 
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コートジボワールで活動する企業への「ビジネスをするうえで最も大きな障害は何か」

という質問に対して、「金融アクセス」と回答した企業が最も多く45％であった。ついで「政

情の不安定さ」が28％、「汚職」が7.5％、「インフォーマル活動（密輸品等）との競争」5.5％、

「土地アクセス」3.9％となっている。 

サブサハラ地域の平均と比較すると、「金融アクセス」と「政情の不安定さ」と回答した

企業の割合が際立って大きい。企業にとって「金融アクセスが難しい」という意見は、本

調査のヒアリングでもよく聞かれた。「政情の不安定さ」の割合が非常に高いのは、この調

査が2008年10月から2009年2月という政情が不安定な時期に行われた影響があると思われ

る。他方、サブサハラ地域の平均では「電力」の不足が最大の障害という回答が21.5％にの

ぼるのに対して、コートジボワールでは1.6％と低い。これは、同国では電力供給が安定し

ていることを示している。 

 

3）企業の規模による比較 

コートジボワールに立地する企業の立場からみたビジネス環境については、企業の規模

によって状況が異なる。企業の規模別の回答結果は以下のとおりである。 

 

・小規模企業（従業員数5～19名）については、企業全体の平均とほぼ同様な分布で、「金

融アクセス」と回答した企業が最も多く47.1％であった。ついで「政情の不安定さ」が

25.7％、「汚職」が8.3％、「インフォーマル活動（密輸品等）との競争」5.0％、「土地ア

クセス」4.5％となっている。中規模/大規模企業と較べて、小規模は「金融アクセス」

あるいは「汚職」と回答した企業の割合が相対的に高いのが特徴である。 

・中規模企業（従業員数20～99名）については、小規模企業と異なり、「政情の不安定さ」

と回答した企業が最も多く42.8％であった。ついで「金融アクセス」が35.3％、「イン

フォーマル活動（密輸品等）との競争」10.1％、「汚職」が3.7％、「輸送」が2.4％であ

る。「土地アクセス」4.5％となっている。中規模企業で特徴的なのはインフォーマル活

動（密輸品等）との競争」という回答の比重が高いことである。 

・大規模企業（従業員数100名以上）については、中規模企業と同様に、「政情の不安定

さ」と回答した企業が最も多く39.6％であった。ついで「金融アクセス」が24.8％、「労

働力の教育が十分でない」8.9％、「法廷が信頼できない」が7.7％、「税関・貿易規制」

が6.4％となっている。大規模企業で特徴的なのは、「法廷が信頼できない」、「税関・貿

易規制」といった国の制度的な不備が障害となっているという回答の比重が高いこと

である。また、「労働力の教育程度」が挙げられているのは、大企業の方が人材に期待

するレベルがおしなべて高いからと推測される。 
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図４－９ ビジネスに最も大きな障害となっている事柄の企業規模別比較 

（回答の割合％） 

 

「金融アクセス」が障害とする回答の絶対数は、いずれの規模の企業でも多いが、企業

の規模が大きくなるほど、回答の比率は下がる。これは企業の規模が大きい方が金融アク

セスは容易になることを示しているものと考えられる。具体的には、大企業は工場用地や

施設等といった資産を既にもっていて、それらを担保として融資を受けているのに対して、

小企業にはそのような資産がないことがほとんどだからである。 

他方、「政情の不安定さ」については逆に小企業の回答率が低く、中規模/大規模の方が高

い。ビジネスの規模がある程度以上に大きい場合の方が、経営環境は政情の変化に左右さ

れやすく、零細企業のほうが影響を受けにくい傾向があるものと推測される。例えば、大

企業は、輸出や輸入にかかわる場合が多く、輸出税や規制等といった政策の変更が大きな

インパクトをもつためと推測される。小企業は、日用雑貨や生活必需品を扱うものが多く、

政策変更による直接的な影響は比較的少ない。 

「汚職」は「金融アクセス」と同様に、企業の規模が大きくなるほど、回答の比率は下

がり、大企業ではそれを最大の障害とする回答はゼロである。ここで注意が必要なのは、

大企業に対しては賄賂の要求がないということではなく、他の障害による影響の方が相対

的により大きいと評価されていて、「汚職が1番の障害」とはみなされていないだけという

点である。「影響の順位づけ」とは別途に集計された個別質問の回答の結果をみると、大企

業に対する賄賂の要求は中小企業以上に対するもの以上に数多く存在し、とりわけ公共事

業の調達に関しては、大企業の60％が賄賂を要求された経験をもつ。これは、サブサハラ

諸国平均の38.3％を大きく上回り、公共事業にまつわる汚職が蔓延していることがうかがわ

れる。 
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表４－18 コートジボワール企業サーベイの個別項目の集計結果（1） 

       

 Côte 
d’Ivoire

Small  
Firms

（1-19）

Medium 
Firms

（20-99）

Large 
Firms 

（100+）

Sub- 
Saharan 
Africa

Low 
income

Corruption Indicators       
Incidence of Graft index 13.3 13.5 9.7 20.0 18.3 24.9
％ of Firms Expected to Give Gifts In Meetings With 
Tax Inspectors 

13.6 13.4 13.2 20.8 18.3 26.6

％  of Firms Expected to Give Gifts to Secure a 
Government Contract 

32.3 25.7 53.6 60.0 38.3 44.2

％  of Firms Expected to Give Gifts to Get a 
Construction Permit 

11.6 10.1 0.0 29.9 26.8 35.9

％ of Firms Expected to Give Gifts to Get an Import 
License 

28.5 25.7 34.9 25.4 17.1 24.8

％  of Firms Expected to Give Gifts to Get an 
Operating License 

31.8 36.2 0.0 33.3 19.5 27.3

Regulations, Taxes, and Business Licensing Indicators  
Days to Obtain Import License 23.0 28.7 20.6 12.0 19.2 16.1
Days to Obtain Construction-related Permit 91.2 100.4 120.0 80.2 52.6 54.5
Days to Obtain Operating License 14.5 6.5 7.0 26.9 23.9 21.7
Senior Management Time Spent in Dealing with 
Requirements of Government Regulation（％） 

1.8 1.5 2.7 8.6 6.8 7.3

Average number of visits or required meetings with tax 
officials 

3.6 3.2 6.3 3.7 2.8 2.5

Open Shareholding Company（％） 1.1 0.1 3.3 26.5 2.1 2.7
Closed Shareholding Company（％） 4.7 3.9 8.6 14.7 25.8 23.9
Sole Proprietorship（％） 73.7 76.7 64.8 12.0 57.0 56.1
Partnership（％） 8.6 9.1 4.6 7.5 9.5 8.3
Limited Partnership（％） 1.0 1.1 0.0 0.0 2.8 6.5
Other（％） 10.8 9.0 18.0 39.3 2.7 2.3

Average Firm Indicators  
Age（years） 7.4 6.6 8.9 26.1 12.6 12.5
％ of Firms With Female Top Manager N/A N/A N/A N/A 15.0 12.9
％ of Firms With Female Participation in Ownership 61.9 67.0 44.5 7.1 29.1 29.8
Private Domestic（％） 74.1 73.9 83.0 39.8 82.1 87.5
Private Foreign（％） 13.6 12.6 13.5 45.7 14.5 10.3
Government/State（％） 0.0 0.0 0.0 1.4 0.7 0.8
Other（％） 12.4 13.5 3.5 13.1 2.7 1.3

Finance Indicators  
Internal Finance for Investment（％） 88.9 90.7 85.7 75.3 80.2 81.3
Bank Finance for Investment（％） 3.7 3.3 4.4 7.2 10.0 8.3
Trade Credit Financing for Investment（％） 3.4 2.3 5.4 12.5 3.3 2.8
Equity, Sale of Stock For Investment（％） 0.0 0.0 0.0 0.2 1.4 2.6
Other Financing for Investment（％） 3.9 3.7 4.5 4.8 5.1 5.0
Working Capital External Financing（％） 10.7 10.2 12.1 23.5 26.5 25.1
Value of Collateral Needed for a Loan（％ of the Loan 
Amount） 

55.9 31.1 78.8 78.2 142.6 167.4

％ of Firms With Bank Loans/line of Credit 11.5 10.1 15.9 37.4 21.6 22.3
％ of Firms With a Checking or Savings Account 67.4 65.3 76.2 95.1 85.1 81.6

出所：Enterprise Surveys：CÔTE D’IVOIRE – 2009,（http://www.enterprisesurveys.org） 
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表４－19 コートジボワール企業サーベイの個別項目の集計結果（2） 

       

 Côte 
d’Ivoire

Small 
Firms

（1-19）

Medium 
Firms 

（20-99）

Large 
Firms 

（100+）

Sub-
Saharan 
Africa

Low 
income

Infrastructure Indicators   

Number of Power Outages in a Typical Month 3.8 3.9 3.4 3.6 10.3 16.0

Value Lost Due to Power Outages（％ of Sales） 5.0 5.1 5.1 3.5 5.8 7.3

Number of Water Shortages in a Typical Month 7.0 8.8 5.2 4.6 7.2 8.5

Average Duration of the Water Shortage（hours） 27.6 21.7 7.3 84.7 10.3 8.7

Delay in Obtaining an Electrical Connection 20.9 20.1 30.7 18.8 31.9 34.7

Delay in Obtaining a Water Connections 14.6 13.5 18.8 28.0 28.6 32.0

Delay in Obtaining a Mainline Telephone Connection 5.8 4.7 11.4 18.8 32.7 30.7

Trade Indicators   

％ of Exporter Firms 3.4 1.3 12.7 32.3 9.7 10.2

％ of Firms that Use Material Inputs and/or Supplies of 

Foreign origin 

27.1 20.6 39.2 73.0 60.6 60.6

Average Time to Clear Direct Exports Through Customs 16.6 13.4 20.1 5.7 6.5 7.1

Average Time to Clear Imports from Customs（days） 31.2 19.9 39.8 14.2 12.8 13.3

Loses during Direct Export Due to Theft（％） 0.1 0.0 0.0 0.3 1.0 1.3

Loses during Direct Export Due to Breakage or Spoilage

（％） 

0.1 0.0 0.0 0.3 1.4 1.5

Crime and Informality Indicators   

％ of Firms Believing the Court System is Fair, Impartial 

and Uncorrupted 

35.2 36.8 28.1 16.8 43.3 40.3

Security Costs（％ of Sales） 1.3 1.2 1.9 2.6 1.8 1.5

Losses Due to Theft, Robbery, Vandalism, and Arson 

Against the Firm（％ of Sales） 

3.4 3.7 1.0 1.1 1.7 1.3

％ of Firms Formally Registered when Started Operations 

in the Country 

56.4 53.9 65.1 97.0 82.2 86.7

Innovation and Work force Indicators   

％  of Firms With Internationally Recognized Quality 

Certification 

4.3 4.2 2.5 18.6 13.0 10.9

％ of Firms with Annual Financial Statement Reviewed 

by External Auditor 

10.1 5.3 30.8 80.8 42.3 36.6

％ of Firms using their own Website 10.7 7.9 21.8 54.7 16.3 16.2

％  of Firms Using Email to Communicate with 

Clients/suppliers 

22.1 16.2 53.8 82.2 44.0 42.0

Average Number of Temporary Workers 2.2 0.8 7.3 27.4 5.2 6.4

Average Number of Permanent, Full Time Workers 11.1 5.4 26.6 150.9 25.7 31.4

％ of Full Time Female Workers 29.0 31.7 12.7 10.1 22.9 20.9

出所：Enterprise Surveys：CÔTE D’IVOIRE – 2009,（http://www.enterprisesurveys.org） 

 

（2）調査団によるビジネス環境に関するヒアリング結果の概要 

1）コートジボワール企業連合会（CGECI）へのヒアリング 

コートジボワール企業連合会（CGECI）へのヒアリングによれば、民間企業には、その

規模にかかわらず以下の共通の課題があるという。 

・銀行からファイナンスが受けられないこと（CGECIには会員中小企業に対する銀行融

資についての債務の一部保証制度がある）。 

・輸出手続きが煩雑で時間も手間もかかること（One Stop Windowが整備されるのを期待）。 

・内戦状態が続いたために企業のビジネス知識や経験がアップデートされていない。 
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・そのため競争力が低い。 

 

2）中小企業へのヒアリング 

今回の調査で訪問した、中小企業に共通していたのは、金融機関からは資金融資を受け

ていないという点である。中小企業には、金融機関側が要求する貸し出し担保となるよう

な資産がないからである。したがって、個人が新たに起業する場合については、主に自分

が貯金した資金によってごく小規模にとりかかり、徐々にビジネスを拡大するのが一般的

と考えられる。 

起業時の資金調達以上に大きな問題は、小規模から中規模に事業拡大を試みる段階での

資金調達と考えられる。小規模ながらビジネスが成長軌道に乗りつつあり、更に生産規模

の拡大を進めるにはある程度まとまった投資資金が必要となる一方で、まだ融資に見合う

担保となる資産は蓄積されていない場合が多いと考えられるからである。 

なお、世銀やIFC、AfD等が民間銀行に対してSMEを対象としたクレジットライン向けの

資金投入をしているので、資金自体はある程度あるものと推測される。貸し出しの実態に

ついては、把握できていないが、このような資金が少なくとも、小規模から中規模へと発

展しつつある企業の資金需要に応えられるように、信用保証制度による担保不足分の充当

等、制度的な支援がなされることが望まれる。ただし、「借りた者勝ち」というモラルハザ

ードが生じないような工夫が同時に必要である。 

 

3）大企業へのヒアリング 

大企業については、金融アクセスについての問題は比較的少ないようである。基本的に、

大企業にはそれなりに担保となる資産がある。例えば、アビジャン特別自治区内に位置す

るヨプゴン工業地区に立地する塩化ビニルパイプ製造会社（レバノン系資本）へのヒアリ

ングによると「銀行からの融資は問題なく受けられる」とのことであった。これは、融資

を受ける際の抵当としてヨプゴン工業地区にある工場用地の借地権が使えること、同企業

が200人以上を雇用する大企業で復興需要による受注実績があることによる。 

もし、復興需要で成長しつつある分野の大企業にとって金融アクセスの問題があるとす

れば、「融資が受けられない」ということではなく「融資額が不足する」という問題と考え

た方が実態に近いと考えられる。なお、木綿紡績/織物産業のように、国際競争力のない衰

退産業（大企業）が国有化によって塩漬け状態になっていて、それを処理したいがどこか

らも資金が出ないという問題が別途存在する。 

 

4）人材の確保について 

人材の不足については、ヒアリングをした範囲では中小企業、大企業ともに基本的には

大きな問題とはなっていなかった。失業率の高さを考えれば、現時点では量としての人材

確保については大きな問題は感じられないのであろう。また、コートジボワールにおいて

は、一定の教育を受けて研修も受けたことがあるという人材自体は豊富である。 

ただし、今後、復興需要によって経済が拡大するとともに、既に手に職のある人材が急

速に不足し始める可能性はある。特に若い世代では、失われた10年間に学齢期を過ごし、

基礎教育や職業訓練を受ける機会がないまま、手に職が得られなかった層が数多く存在す
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るといわれている。こういった層が、失業者として取り残されたまま経済が成長すると、

格差の急速に拡大につながる可能性があるため、開発事業においても、このようなコート

ジボワールの社会背景とその特徴に配慮した事業立案が重要となる。 
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第５章 有望産業の動向 
 

５－１ 有望産業の特定とその概況 

本調査では、コートジボワールが西アフリカ諸国のなかでも厚い産業基盤をもち、活発な産業

活動を有することから、コートジボワールにおける有望産業の抽出につなげられるように、産業

構造の全体像と、各産業の動向と特徴を俯瞰しつつも、いくつかの特定のサブセクターの内容に

ついてより深く調査することで、具体的な産業動向や特徴をつかむこととした。今回の調査で対

象としたサブセクターは、アグロ・インダストリー、石油化学製品、金属加工の3つである。 

 

（1）農産品加工の可能性－資源立地型 

コートジボワールのPNDと新産業政策で重視されているのは、農産加工品の振興である。

既に述べたとおり、2005年頃から原料輸出から加工へのシフトが進みつつある。とりわけ、

カカオ加工品、パームオイル、ゴム、カシューナッツの加工量は拡大している。従来、未加

工/低加工で輸出されていたものについて、その商品作物を取引していた商業資本が下流部分

である加工部分に投資し、それにともなって上流部分（原料作物生産）の安定化をめざして

自社プランテーション開発も進められている。 

農産加工産業は、その加工の度合い、市場、担い手からみて、いくつかのタイプが存在す

る。輸出上位20品目のうち、農林水産物由来の品目を、その加工度によって分類すると表５

－１のようにまとめられる。 

 

表５－１ 農林水産由来の品目の加工度による分類 

輸出上位20品目のうち

農林水産物由来のもの
金額 比重 輸出相手国 

合計 2,516,326 100.0  

未加工/低加工 1,277,063 50.8  

181 Cacao fèves 1,224,008 48.6 Pays-Bas（30.7％）; USA（21.5）; Allemagne（10.4）; UEBL
（6.2）; Italie（5.1） 

085 Noix de cajou
（Cashew nut） 

80,369 3.2 Inde（57.6％）; Vietnam（29.0）; Indes Occident（12.6）; 
Indonesie（0.2） 

081 Banane 53,055 2.1 France（53.3％）; Roy.-Uni（19.8）; UEBL（14.3）; Senegal
（7.5）; Espagne（1.7） 

中間製品 923,415 36.7  

189 Cacao transf 531,954 21.1 Pays-Bas（29.3％）; France（28.2）; USA（13.5）; Pologne
（5.0）; Estonie（4.8） 

400 Caoutchouc
（Rubber） 

163,406 6.5 Malaisie（23.1％）; Espagne（14.8）; Allemagne（10.4）; 
Italie（6.7）; USA（6.5） 

449 Bois transf 
（Wood products） 

84,297 3.4 Italie（22.2％）; Senegal（11.9）; Espagne（7.5）; France
（6.2） 

091 Café vert 63,389 2.5 Algerie（67.3％）; Italie（11.4）; Espagne（9.9）; France
（5.7）; Portugal（2.2） 

最終製品 315,848 12.6  

330 Huiles essentielles 74,150 2.9 Nigeria（33％）; Ghana（27.1）; Burkina-Faso（7.2）; Togo
（5.6）; Mali（4.8）; Angola（4.4） 

162 Conserves thons
（canned tuna） 

63,963 2.5 France（52.1％）; Italie（44.2）; Allemagne（2.7）; UEBL
（0.6）; Espagne（0.3） 

151 Huile de palme 58,489 2.3 Senegal（20.7％）; Pays-Bas（19.6）; Mali（18.9）; Espagne
（10.4）; Burkina-Faso（7.0） 

340 Savons 42,320 1.7 Burkina（22.1）; Mali（15.1）; Benin（14.8）; Ghana（12.1）
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211 Café transf soluble
（Coffe Powder） 

39,044 1.6 Grece（35.1％）; Senegal（15.6）; Nigeria（7.8）; Niger
（7.1）; Mali（6.5） 

219 Préparation 
alimentaires diverses 

37,883 1.5 Mali（35.6％）; Ghana（21.3）; Cameroun（14.4）; Senegal
（11.9）; Guinee（7.3） 

 

表５－１に挙げられた13品目は輸出競争力のあるものと考えられる。したがって、「加工率

/加工度」を上げる対象として、当面の重点品目の候補とみることができる。そこで、それぞ

れの品目につき、「加工率/加工度」を上げるという観点から、市場特性と「加工率/加工度」

を上げる対象としてのポテンシャルについて以下にまとめる。 

 

1）カカオ豆からカカオ加工品（中間製品へ）へ 

カカオ豆（未加工）とカカオ加工品（中間製品）は最大の輸出品目。南部で生産されて

いる。市場は完全に先進国であり、チョコレートをはじめとする最終製品加工はほぼ100％

先進国が担っている。この背景には、先進国でなければ扱えない製品技術やブランド力が

存在すると考えられる。したがって、当面は、カカオ豆からカカオ加工品（中間品）への

シフトを促すことが目標と考えられる。 

カカオの豆輸出から中間加工品へのシフトは最近5年間ぐらいの時期に顕著に拡大しつ

つあるという。従来からカカオ豆の集積地であるサンペドロには、加工工場が次々と新設

されている。主な投資をみると、外資系ではSACO、カーギル、OLAM（2013年に加工工場

稼働予定）、国内資本系ではChoco Ivoire（2010年）、SUCSO（2007年）等が大規模な加工工

場建設をしている。 

 

表５－２ コートジボワールのカカオ豆とカカオマス（加工品）の輸出量推移 

（単位：1,000t） 

カカオ関連輸出品目 2000 2005 2010 
増減率/年 
2000-2005 

増減率/年 
2005-2010 

カカオ豆（未加工） 1,113 991 791 -2.3 -4.4

カカオマス（一次加工品） 91 112 147 4.1 5.7

出所：FAO STAT 2012 

 

その一方で、カカオ農家が、カカオ流通にまつわる汚職や価格決定の不透明さ等54を嫌っ

て、徐々にゴム等の他の作物に転作しつつあるといわれ、総量としてのカカオ生産はむし

ろ頭打ちになるとの見方がある。 

また、2012年11月になって突然、カカオ関連製品にかかわる輸出税制度が加工産業の振

興を妨げる形に「改悪」になり、加工事業の採算が悪化するとのコメントがカカオ加工業

者より聞かれた。この「改悪」とは、従来はカカオを豆のまま輸出するのに対してのみ輸

出税がかかり、カカオ加工品については免税（払い戻し）となっていたものが、加工品に

                                                        
54 当時、カカオ関連組織の資金の使い方は、あまりに不透明で杜撰だったため「ニューヨーク近郊のチョコレート工場買収で

多額の資金横領があった」、あるいは「コートジボワール紛争の当事者双方の武器購入などの資金源になっており、そのため

に紛争が助長されている」等、さまざまな憶測を呼んだ。2007年には、カカオ関連組織への納付金を負担するカカオ生産農

家を中心に、政権への不満が高まり、カカオ産業関係省庁の門前でカカオ豆の山に火をつけるなどの抗議行動がおきた。汚

職疑惑の高まりと、これに対するカカオ農家の強い反発は、大きな政治問題となり、2008年6月には、コーヒー・ココア関連

組織の幹部23人が一斉逮捕される事態となった。 
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対する税免除が撤廃され、加工した原料の豆の重量に対して課税されることになったとい

うものである。これは「加工を促す」というPNDや新産業政策とは完全に相反する制度で

ある55。 

このような方向に変更した理由は公式には明らかではないが、カカオ産業は政権関係者

とのつながりが強いため政治的な圧力がかかっているとの見方もある56。 

 

表５－３ カカオ豆の生産量（上位10カ国） 

順位 国 名 
生産量（1,000t） シェア（％）

2008 2009 2010 2011 2011 
1 Côte d’Ivoire 1,382 1,223 1,242 1,350 30.7
2 Indonesia 804 810 845 712 16.2
3 Ghana 681 711 632 700 15.9
4 Nigeria 367 364 399 400 9.1
5 Cameroon 229 236 264 272 6.2
6 Brazil 202 218 235 249 5.7
7 Ecuador 94 121 132 224 5.1
8 Togo 111 105 102 100 2.3
9 Peru 34 37 47 57 1.3

10 Dominican Republic 46 55 58 54 1.2
 World Total 4,263 4,212 4,240 4,396 100.0

出所：FAO STAT 2012 

 

表５－４ カカオ豆の加工品輸出量（2010年の上位10カ国） 

順位 国 名 
カカオ加工品57の輸出（1,000t） カカオ豆（1,000t） 

カカオマス ココアバター
ココアケー

キ/パウダー
国内生産 輸入 

1 Côte d’Ivoire 147 64 30 1,242 0

2 Netherlands 143 219 261 0 686

3 Germany 41 41 105 0 341

4 France 23 75 50 0 137

5 Malaysia 19 104 117 19 319

6 USA 12 24 37 0 402

7 Belgium 11 1 5 0 160

8 Singapore 11 22 34 0 93

9 Brazil 10 25 25 235 48

10 Switzerland 9 0 0 0 42

 World Total 472 731 890 4,240 2,964

出所：FAO STAT 2012 

                                                        
55 カカオ豆と加工品の価格は、同じ重量でカカオ豆1に対して加工品1.2～1.4である。カカオ豆は加工するとおよそ原料豆の8

割程度に重量が減少するため、加工品の価格が低い時期には利幅は非常に少ない。 
56 大手カカオ加工企業関係者からのコメント。 
57 カカオ豆の胚乳を発酵、乾燥、焙煎、磨砕したカカオ豆の一次加工品がカカオマス。外皮と胚芽は工程中で除去される。液

体のものをカカオリカー、冷却・固化したものをカカオマスと呼ぶ。カカオマスには約55％のカカオ脂肪分ココアバターが

含まれている。 プレス機でカカオリカーから適度にココアバターを圧搾したものをココアケーキと称し、ココアミルでココ

アケーキを粉砕して粉末状にしたものがココアパウダーである。 
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2）カシューナッツ 

カシューナッツは降雨量の少ない北部（綿花生産地域と重なる）で生産されている。商

品化の歴史が浅く、発展途上にある。その生産は大きく拡大していて、ベトナム、インド、

ナイジェリアに次いで世界第4位の生産量に達している。 

コートジボワールで生産されたカシューナッツの加工率（生産重量に対する比率）は5％

未満である。その一方で、殻がついたままの未加工種子での輸出量は世界第1位であること

から、中間加工を拡大する余地は非常に大きい。現在、大手の加工企業はブアケに加工場

をもつOLAM社のみである58。OLAM社以外の進出も期待されるところである。 

殻付きの原料ナッツの主な輸出相手国（そこで一次加工から最終加工までをしている国）

は、インド、ベトナムといった中進国である。インドとベトナムは自国が大生産国である

だけでなく、コートジボワールを含むアフリカ諸国やインドネシア等から大量の未加工（殻

付）ナッツを輸入し、自国産とともに商品ナッツに加工して輸出している。 

カシューナッツの一次加工（殻とり）には特殊な技術やブランド力は要求されていない。

また、殻をとった後の選別作業は非常に労働集約的である。したがって、インドやベトナ

ムにおける人件費コストが相対的に高くなれば、コートジボワールに加工段階を呼び込む

可能性はあると考えられる。さらに、加工ナッツは未加工ナッツよりも価格変動幅が小さ

く、かつ、重量は1/3～1/4に減少することから、加工施設を生産地の近くに置くことによっ

て、価格変動リスクや物流コストを低減するメリットもある。 

 

表５－５ 殻付きカシューナッツの生産量（上位10カ国） 

  生産量（1,000t） 
シェア

（％）

順

位 
国名 2008 2009 2010 2011 2011 

1 Viet Nam 1,234 1,166 1,242 1,272 30.3

2 Nigeria 728 650 683 813 19.4

3 India 665 695 613 675 16.1

4 Côte d’Ivoire 330 350 380 453 10.8

5 Brazil 243 221 104 231 5.5

6 Philippines 112 112 135 133 3.2

7 Guinea-Bissau 99 100 108 129 3.1

8 Indonesia 157 147 145 122 2.9

9 Tanzania 99 79 74 75 1.8

10 Mozambique 85 64 61 72 1.7

 World Total 3,983 3,846 3,763 4,201 100.0

出所：FAO STAT 2012 

 

                                                        
58 ブアケ工場は2012年2月に稼働開始。ブアケに立地した理由は、生産地の北部とアビジャン港の中間点の都市であり物流面で

有利ということ。 
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表５－６ カシューナッツの生産上位国のカシューナッツ未加工・加工品の輸出入 

（2010年） 

（単位：1,000t） 

順位 国名 
 未加工（殻付き） 加工済み 

生産量 輸出 輸入 輸出 

1 Viet Nam 1,242.0 0.0 404.0 194.6

2 Nigeria 682.5 na na na

3 India 613.0 1.6 448.8 92.6

4 Côte d’Ivoire 380.0 349.9 0.0 0.0

5 Brazil 104.3 0.0 0.0 42.2

6 Philippines 134.7 0.5 0.2 na

7 Guinea-Bissau 108.0 52.3 na 0.0

8 Indonesia 145.1 38.5 1.7 7.1

9 Tanzania 74.2 102.7 na 30.2

10 Mozambique 60.7 3.9 na 3.7

 World Total 3,762.8 - - -
出所：FAO STAT 2012, ベトナムの未加工ナッツ輸入についてはベトナム・カシューナッツ協会データ。 
参考：加工済ナッツの重量は未加工（原料）カシューナッツのおよそ25～30％。 

 

3）ゴム 

ゴム（生産量世界7位、輸出量5位）は降雨量の多い南部の商品作物として有望とみられ

ている。世界的な需要は拡大しつつあり、その加工品についてもいろいろと広がりがある。

現在、カカオ生産農家がカカオ価格の変動の大きさや利益マージンの少なさを嫌ってゴム

への転作を進める動きがあり、今後、更に生産量は増えるものと考えられる。ゴムの特徴

は、カカオやカシューナッツのような収穫期（季節的な労働需要の著しいピーク）という

ものがなく、ほぼ通年で一定の樹液収穫が行えるところである。 

また、輸出先が先進国一辺倒であるカカオとは違って、最大の輸出相手はマレーシアで

あり、その加工産業を呼び込む可能性を検討する余地はある。例えば、今後ともアフリカ

での需要が拡大し続けると予想されているタイヤ産業もその1つである。ただし、その場合

はコートジボワール一国の生産だけでは原料供給規模が小さいので、近隣国で生産される

天然ゴムもまとめて加工するという形になるものと考えられる。そのためには、物流拠点

としてのアビジャン港に近隣の天然ゴムが集まり、ある一定以上の集積が実現されること

が必要と考えられる。 

タイヤ産業の誘致の可能性はアビジャン港の発展と表裏一体のものである。タイヤの原

材料としては天然ゴム（重量構成比29％）以外に合成ゴム（22％）、タイヤコード（繊維と

鉄、13％）、補強材・配合剤等（36％）と多様な素材や中間製品を効率的に集める必要があ

る59。つまり、アビジャン港がハブ港としてその効率性を総合的に高めることで、臨海型立

地の優位性を高めることが、タイヤ産業のような最終製品を作る産業を呼び込む決め手に

                                                        
59 日本自動車タイヤ協会「日本のタイヤ産業2012」 
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なると考えられる。 

 

表５－７ 天然ゴムの生産量（上位10カ国） 

順位 国名 
生産量（1,000t） 

シェア

（％） 

2008 2009 2010 2011 2011 

1 Thailand 3,167 3,090 3,052 3,349 29.7％

2 Indonesia 2,751 2,440 2,735 3,088 27.4

3 Malaysia 1,072 857 899 997 8.8

4 India 865 831 862 891 7.9

5 Viet Nam 660 711 752 812 7.2

6 China 548 619 691 765 6.8

7 Côte d’Ivoire 203 210 231 231 2.1

8 Brazil 121 127 134 164 1.5

9 Sri Lanka 129 136 153 158 1.4

10 Nigeria 110 145 144 144 1.3

 World Total 10,221 9,754 10,269 11,282 100.0

出所：FAO STAT 2012 

 

表５－８ 天然ゴム輸出の推移と輸入・生産量（輸出上位5カ国） 

順位 国名 

輸出量 

（1,000t） 

輸出 

シェア

（％） 

輸入量 

（1,000t）

生産量

（1,000t）

2007 2008 2009 2010 2010 2010 2010 

1 Indonesia 2,399 2,287 1,982 2,339 34.3 3 2,735

2 Thailand 2,078 1,996 1,732 1,835 26.9 4 3,052

3 Malaysia 960 871 664 853 12.5 330 899

4 Viet Nam 247 213 240 782 11.5 47 752

5 Côte d’Ivoire 182 200 219 239 3.5 10 231

 World Total 6,426 6,077 5,378 6,825 100.0 6,475 10,269

出所：FAO STAT 2012 

 

4）パームオイル製品（食用油、石けん） 

パームオイルは（生産量世界7位、輸出量8位）南部の作物で、生産から加工まで、ワンセ

ットで完成された産業構造がある。最終製品として西アフリカ市場に輸出されている。パー

ムオイルは西アフリカ地域での需要が強く、生産に需要が追いつかない状態だという。スペ

インに輸出されているが、更なる先進国への輸出となると、品質に対する要求水準が高くな

り、急な拡大は難しい。ただし、現状では、この地域での販売で手一杯なので、当面のター

ゲットは地域市場でのシェアを拡大することにある。なお、パームオイルはアビジャンで

OLAM社によって生産されているコンデンスミルクの原材料としても使われている。 

コートジボワールのパームオイル産業の大手の1つであるPALMCI社からのヒアリングに

よると、同社の状況は以下のとおり。上流部分については、小規模生産者と大規模な自社
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プランテーションの両方から原料を調達している。小規模生産者から調達する割合は60％

程度で供給量の総量としては自社プランテーションよりも多いが、大規模プランテーショ

ンに比べて収量が大幅に低い（小規模6t/ha、大規模15t/ha）。したがって原料供給の拡大の

ためには、小規模農家のパームの収量を伸ばす必要がある。そのための、優良品種や生産

技術の普及を行っているが、資金不足（銀行が十分に融資しないため）で十分な展開はで

きていない。 

なお、パームオイルについては、カカオ、カシューナッツ、ゴム等とは異なり、東南ア

ジアの2大生産国で88％という圧倒的な生産シェアをもつのが特徴であり、そこからの安価

な輸出品に対してコートジボワール産は若干割高なため世界市場では価格競争力がない。

現在はUEMOA共通関税（税率20％）で保護されている。したがってコートジボワールのパ

ームオイルのターゲットはUEMOA域内市場であり、最大の輸入国はセネガルである。 

 

表５－９ パームオイルの生産量（上位10カ国） 

順位 国名 
生産量（1,000t） 

シェア

（％）

2007 2008 2009 2010 2011 2011 

1 Indonesia 17,665 17,540 19,324 19,760 21,449 44.2

2 Malaysia 15,824 17,734 17,565 16,993 18,912 39.0

3 Thailand 1,051 1,544 1,388 1,288 1,530 3.2

4 Nigeria 1,309 1,330 1,380 1,350 1,350 2.8

5 Colombia 780 778 802 753 941 1.9

6 Papua New Guinea 382 465 478 500 520 1.1

7 Côte d’Ivoire 289 302 345 330 400 0.8

8 Honduras 265 278 280 275 320 0.7

9 Ecuador 295 309 321 290 290 0.6

10 Brazil 190 210 240 250 270 0.6

 World Total 39,763 43,238 45,081 44,355 48,551 100.0

出所：FAO STAT 2012 

 

5）コットン 

コートジボワールのコットン産業は、綿花生産とその輸出（綿実を分離した原料綿）に

ついては、シェアは小さいものの、中国の旺盛な需要を満たす一部分として国際市場での

需要は存在する。世界の綿花生産量に占めるコートジボワールのシェアは0.3％（23位）で

ある。輸出市場でのシェアは1.1％（11位）となっており、シェアは小さいながらも一定の

市場を確保している。 

その一方で、更に下流部門となる綿紡績・綿織物の部分においては、中国をはじめとす

る大生産国が圧倒的に市場を占有していて、小規模生産国が国際競争力をもつとは考えに

くい。綿紡績・綿織物産業の規模を表す指標として各国の綿花消費量をみると、上位7カ国

が全体の消費量の83％を占め、非常に大きな規模で綿紡績・綿織物が生産されていること

がみて取れる。特に中国の生産量と競争力は圧倒的で、中国はそもそも綿花生産量の世界
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一（658万t）であると同時に、最大の輸入国でもあり、米国、インド、ブラジル等の主要生

産国から大量に輸入している。その綿花消費量は1,000万t（消費量シェア40％）に及び、そ

れがそのまま綿紡績・綿織物生産の世界シェアとなっている。 

世界的にみても、当面、中国の綿紡績・綿織物と競争できる国はない。綿花生産量第2位

（598万t）で消費量第2位（457万t）のインドですら中国に原料綿を大量に輸出する構造に

なっていることからも、その強さと規模の大きさがよく分かる。これに比較して、コート

ジボワールの綿花生産量は8万5,000tにすぎず、この生産量によって立つ同国内に立地する

綿紡績・綿織物産業が国際競争力をもつとは考えられない。綿紡績・綿織物部門を復興・

振興しようとすると、高関税保護だけでは不十分で、多額の補助金・助成金が必要となり、

非常に大きな財政負担となる危険性が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５－10 世界の綿花生産 

  

2011

（1,000t） 

シェア

（％） 

1 China 6,583 25.2

2 India 5,984 22.9

3 USA 3,413 13.1

4 Pakistan 2,312 8.9

5 Brazil 1,673 6.4

6 Uzbekistan 983 3.8

7 Turkey 955 3.7

8 Australia 844 3.2

9 Turkmenistan 330 1.3

10 Argentina 295 1.1

11 Greece 280 1.1

12 Mexico 274 1.0

13 Burkina Faso 175 0.7

14 Syria 151 0.6

15 Mali 148 0.6

16 Egypt 137 0.5

17 Myanmar 135 0.5

18 Kazakhstan 118 0.5

19 Tajikistan 103 0.4

20 Tanzania 102 0.4

21 Nigeria 100 0.4

22 Zimbabwe 90 0.3

23 Côte d’Ivoire 85 0.3

24 Benin 76 0.3

25 Iran 73 0.3

 世界合計 26,103 100.0

出所：FAOSTAT 2012 

表５－11 世界の綿花輸出 

  

2010

（1,000t） 

シェア

（％） 

1 USA 2,962 38.2

2 India 1,566 20.2

3 Brazil 512 6.6

4 Australia 474 6.1

5 Uzbekistan 466 6.0

6 Greece 226 2.9

7 Burkina Faso 164 2.1

8 Pakistan 161 2.1

9 Turkmenistan 96 1.2

10 Zimbabwe 85 1.1

11 Côte d’Ivoire 85 1.1

 世界合計 7,748 100.0

出所：FAOSTAT 2012 

 

表５－12 世界の綿花消費量 

  

2011

（1,000t） 

シェア

（％） 

1 China 10,124 39.8

2 India 4,572 18.0

3 Pakistan 2,286 9.0

4 Turkey 1,306 5.1

5 Brazil 1,002 3.9

6 Bangladesh 860 3.4

7 USA 827 3.3

 世界合計 25,419 100.0

出所：USDA.“World Markets and Trade 2013” 
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6）木材製品 

同国はチーク材等の輸出をしてきた。ヨーロッパが主な市場である。現在でも、輸出額

は比較的大きいが、原生林は既に過伐採で枯渇しつつあり、生産量は長期低落傾向にある

という。しばらくは新規のチーク植林等によって資源回復・維持が重点となるものと考え

られ、大きな成長は見込めない。 

 

7）コーヒー豆（中間製品）/インスタント・コーヒー（最終製品） 

コートジボワールのコーヒーはロブスタ種で、インスタント・コーヒーの原料として使

われる。既に、コートジボワール内でも大手の外資（NESTLÉ）によってインスタント・コ

ーヒーは生産されていて、国内市場はもとより、ギリシャ、西アフリカ諸国に向けて輸出

されている。今後の更なる拡大の可能性は不明。 

 

8）ツナ缶 

ヨーロッパ市場向け。「缶」はコートジボワールにある国際資本の缶工場で生産されてい

る。原料となる魚は一部輸入している。西アフリカ沿岸の漁業資源は乱獲によってその劣

化が懸念されている。今後の大きな拡大は期待できない。 

 

（2）プラスチック製品、金属加工、梱包用製品－需要立地・加工貿易型 

コートジボワールは西アフリカ経済の中核プレーヤーの1つである。経済規模が大きいとい

うだけでなく、「農産物資源」「製造業基盤」「地域ハブ港」「鉱物資源」という強力な4つのカ

ードを同時にもつという、他のサブサハラ・アフリカ諸国にはみられない特徴がある。この

複数のカードを組み合わせることによって、コートジボワールには、加工貿易型産業立地の

ポテンシャル（プラスチック製品、金属加工、梱包用製品等）があるものと考えられる。加

工貿易型産業が立地するうえで、有利だと思われる主なポイントは以下に挙げるとおりであ

る。 

・世界市場でも有力なプレーヤーとなれるだけの規模をもつ農産物由来の豊富な加工原料を

複数もっていること（カカオ、カシューナッツ、ゴム、パームオイル）。 

・西アフリカ地域内における経済のつながりは投資面でも貿易面でも深まりつつあり、その

ハブとして期待されるコートジボワールは食品・農産品加工とその周辺産業を中心に地域

内の投資を引きつけつつあること。 

・大型コンテナ船ルートに組み込まれた地域ハブ港をもつことで国際物流アクセスが極めて

良好であることと、西アフリカ地域市場へのアクセスが良いこと（南アフリカ共和国のダ

ーバン港に次ぐ第二の港湾）。 

・他の西アフリカ諸国にはないアビジャン港に近接する臨海型工業地区とそこに集積する裾

野産業の存在。 

以上のような要素を組み合わせて活用することによって成長すると考えられる需要立地・

加工貿易型産業には、以下の3つのタイプが考えられる。 
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1）タイプ1～農産加工品や建設業の周辺産業としての資源/需要立地型産業 

需要規模の大きい建設業や農産加工品等の中核産業に中間製品を供給する周辺産業とし

ての加工貿易型産業は規模に限界はあるものの既に存在している。農産加工品や建設業等

の中核産業が成長すれば、これらの周辺産業も大きく成長する可能性がある。 

短期的にいち早く需要が拡大すると考えられるのは、インフラや建築物のリハビリを中

心とする紛争後の復興需要である。この建設需要にかかわる周辺産業としては、金属製建

設資材（電炉メーカー）、セメント、内装、電気、水回り施設関連産業（プラスチック製品、

ワイヤー、パイプ等）等がある。コートジボワール経済は紛争からの復興期にあたり、こ

れまで20～30年にわたってインフラのリハビリや更新が行われてこなかった。このような

建物や道路の更新に必要な建設資材への需要は短期的に高まる。 

中期的には、農産加工品産業の成長に伴って、それを支える周辺産業に対する需要も伸

びてくるであろう。その中心となるのは、農産加工品のパッケージングにかかわる中間製

品で、缶、段ボール、プラスチック加工等が有望と考えられる。 

 

2）タイプ2～西アフリカ市場をターゲットとした資源立地・加工貿易型最終製品生産 

次に資源立地・加工貿易型産業として、最終製品を生産するもので、アビジャンを中心

に既に立地していて、西アフリカ市場をターゲットに生産活動をしている。農産物由来の

産業と重複するが、以下のような例がある。これらの産業は、今後とも成長の可能性が高

い。 

・塩化ビニル/プラスチック加工。材料はすべて輸入し、塩化ビニル管や、プラスチック製

品（トイレの便座/ふた等）を生産し、西アフリカ市場に輸出している。 

・コンデンスミルク生産。粉ミルクをヨーロッパから輸入し、ここで調達できるパームオ

イル、砂糖、水を加えて生産し、やはりここで調達できる「缶」でパーケージングする。

製品は、西アフリカ市場に輸出している。 

・パームオイル、インスタント・コーヒーについても、原材料は国内調達しているが、コ

ートジボワールを西アフリカ地域に製品を輸出するための生産拠点としているという点

からみれば、構造は同じ。 

・アビジャンのヨプゴン工業地区に立地する唯一の日系企業の「味の素」は、素材となる

グルタミン酸ソーダの粉末はブラジルから輸入し、アビジャンで製品加工したものをコ

ートジボワール国内と西アフリカ地域に供給している。地域市場へのアクセス拠点とし

てアビジャンを選択したという意味で塩化ビニル製品メーカー、コンデンスミルク・メ

ーカー等と同じ加工貿易型ビジネスモデルと考えられる。 

 

3）タイプ3～多くの素材を組み合わせた高度な資源立地・加工貿易型産業 

中長期的にみれば、第三のタイプとして、「ゴム」の項目で既に触れたとおり、東南アジ

アのマレーシアやベトナムに立地するタイヤ産業のような、天然ゴムという有力な地元資

源と輸入素材を組み合わせた、より高度な加工貿易型産業へと進んでいく可能性もある。

ただし、この実現のためには、国際物流ハブとしてのアビジャン港（広くはコートジボワ

ール全体）に、もう一段階進んだスピードの向上と効率化・透明化によるコストの削減に

よる大幅な国際競争力の向上が求められる。 
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（3）インフラと港湾関連メンテナンス産業の可能性－需要立地型 

農産加工産業等の加工施設や、港湾とその関連施設の規模が拡大すれば、その維持に必要

なメンテナンス関連産業と補給関連産業が成長する。 

第一に有望なのは、インフラ・メンテナスと港湾補給関連産業である。拡張リハビリが完

成すれば、港湾施設や船舶のメンテナンス（メンテのための金属加工や溶接等）や道路のメ

ンテナンスにかかわる産業について需要が継続的に生み出される。現状では、アビジャン港

はコンテナスループットで60万TEU前後の規模の需要であるが、先にも挙げたとおり、極めて

大規模な拡張計画がある（第一段階として120万TEU、最終的に現在の南アフリカ共和国にお

けるダーバン港と同レベルの280万TEU）。これだけの規模となると、港湾・物流関連へのメン

テサービス・パーツ・消耗品供給関連産業への需要は現在の3～4倍となる。さらに、石油製

品生産に直接結びつく船舶への燃料補給、ギニア湾に展開される海上油田関連施設のサポー

トサービス拠点（メンテ用ドック施設等）としての需要も考えられる。 

第二に有望なのは、農産加工産業を中心とした製造業のメンテナンス需要である。農産加

工産業の生産施設は、多くの場合、輸入した機械を使っている。先進国市場を相手にするカ

カオ産業の場合は、欧米製の機械を導入している。この機械そのものを生産する機械産業が

立ち上がるには相当に大きな需要と長い期間が必要と考えられるが、生産施設の一部につい

てはメンテナンスのための国内需要が生じる。要素技術としては建設需要に共通していて貯

蔵タンク、パイプ、配電、溶接加工等が含まれる。パームオイル産業のように、生産施設の

かなりの部分について製造からメンテナンスまで自国内で賄っている場合もある。 

 

５－２ 有望産業の展開時期のイメージ 

（1）有望産業の可能性 

有望産業について、その展開時期を切り口として取りまとめると以下のようになると考え

られる。 

（短期）インフラ復興/整備にかかわる需要に応えることで建設関連資材産業が成長。 

（中期）農産品加工産業の周辺産業・裾野産業としての加工貿易型産業（特にパッケージ関連

製品）の成長。港湾インフラ・生産施設のメンテナンス需要に応える形で、関連産業

が発展する可能性。 

（長期）タイヤ産業等、地元資源と輸入資源を組み合わせた、より高度な加工貿易型産業へと

進んでいく可能性。 

 

（2）更なる地域統合とFCFAのフロート化 

近年、注目を集めているアフリカ経済の成長は、アフリカ地域経済相互のつながりの深化

とともに進んでいる。アフリカ地域内の貿易量は、2000年を過ぎる頃から顕著に増加してい

る。貿易の総量としてみれば、依然として先進国との貿易量はアフリカ域内同士の貿易量の

約10倍程度といわれており、先進国市場への依存度は高いが、アフリカ地域相互の結びつき

は着実に深まっている。また、先に挙げたコートジボワールへの新規対内直接投資額におい

ては、アフリカ域内からの投資の比重のほうが欧州からの投資よりも大きい場面も出てきて

いる。 
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アフリカにおける地域共同体は、かつては政治的な意味合いの方が強く、実際の経済活動

に結びついていないという状況がみられたが、貿易量や投資の動きからも明らかなように、

最近では実質的な市場統合をめざす動きが活発化している。このような動きはコートジボワ

ールが参加するECOWAS/UEMOAでも進みつつある。コートジボワールのアフリカ統一・海

外コートジボワール人省へのヒアリングによると、地域統合はECOWASを軸として以下のよ

うに進められているという。 

 

1）アフリカ統一・海外コートジボワール人省による地域統合戦略についての情報 

・現在進めつつあるのは、ECOWASの経済統合。市場統合ができれば3億人の市場になる。 

・インフラによる連結が重要課題。道路と鉄道のリハビリ/拡張によって内陸国とのリン

クをスピードアップし、コートジボワールのゲートウェイ機能を拡大したいと考えて

いる。 

・他方で、税関の効率はまだまだ改善の余地があると考えている。 

・地域内へのエネルギー供給を視野に入れた電力開発も重要課題。 

・制度面ではECOWAS関税同盟の設立をめざしている。6年かかって既にテクニカルな内

容は完成し合意ができているので、あとは政治的な決定を待っているところ。順調に

進めば、2014年には動き出す見込み。 

 

2）通貨統合と通貨フロート化への動き 

・さらに、ECOWASは2020年の通貨統合をめざしている。進め方としては、まずUEMOA

以外の国々に新統合通貨をまず導入し、それに吸収される形で、UEMOAのFCFAが統

合されるということになる。 

・新通貨になったところで、EUROとのペッグは外す。現在のFCFAは割高過ぎて、競争

力が損なわれていると考えている。ただし、エネルギー輸入国にとっては厳しい面が

あるのは確かなのでエネルギー供給とのバランスが最重要課題。 

 

3）関税による地域内産業の保護について 

・関税による地域内産業の保護はECOWAS関税同盟が成立しても残る。むしろ、税率が

上がり、保護の度合いが高まるものもある。UEMOA地域の関税同盟により、域外から

の輸入に対外共通関税が導入され、輸入税は関税に一本化されている。税率は0、5、

10、20％。「コットン製品」と「パームオイル製品」は20％で最も税率の高い区分に入

っている。 

・ECOWAS関税同盟が成立すると、35％という区分が付け加えられる。「コットン製品」

は現在の20％よりも更に高い35％の区分になることが決まっている。 

    

以上の動きを産業振興という文脈で整理すると、以下のようにまとめられる。 

・地域内市場アクセスが改善すれば、コートジボワールの工業生産ハブとしての価値が

高まる。アビジャン港の地域ハブとしての価値も高まる。 

・ECOWAS通貨統合と通貨のフロート化をめざして合意が形成されつつある。フロート

化すると通貨が切り下がることによってコートジボワール製品の競争力のアップが期
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待される。また、これまで常に投資家から問題とされてきた割高な人件費等の生産コ

ストの問題が大幅に緩和される可能性がある。その一方で、エネルギー輸入コストは

上昇するのでバランスをとることが課題。 

・切り下げについて言及する背景には、セネガルは1994年のFCFAの切り下げ時にその機

会をうまくとらえて改革を断行し成長政策をとることに成功したのに対して、コート

ジボワールは紛争当事国であったために切り下げを生かすことができなかったという

反省がある。 

通貨統合やフロート化は既存権益に大きなインパクトがある。したがってその実現は、経

済的な判断というよりも、政治的な決断ができるかどうかにかかっている。多くの人々は、「急

速に通貨統合まで進むことはない」と判断している。しかしながら、ECOWASの経済統合は

ますます進んでいくのはまちがいない。また、FCFAの為替水準が「高すぎる」ために、同国

の競争力が十分に発揮されていないという声も相当に強い。地域統合の深化によって発展が

促されるのは以下のような産業と考えられる。 

・地域経済統合が更に進み、内陸への道路整備や国境ポイントの制度の改善が進めば、

アビジャン港のゲートウェイとしての価値が高まり、内陸国向けの物流が更に集まる

ようになる。これによって、西アフリカ地域市場をターゲットとした加工貿易型産業

をいま以上に呼び込む可能性がある。 

・FCFAのフロート化（実質的には切り下げ方向に動く）が行われると、コートジボワー

ル経済の国際競争力は大きく改善されるのはまちがいない。 

・現在、パームオイルは東南アジア製のものに価格面では押されていてUEMOA共通関税

で保護されているが、実勢水準までFCFAの交換レートが下がれば正面から競争しても

対抗できる可能性が高い。 

・南アフリカ共和国が欧州に輸出している農産物に対しての競争力も高まることは確実

である。 

・人件費や借地料についても、手頃な水準に下がれば、直接投資を引きつける力も強く

なる。 
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第６章 日本企業とコートジボワールの関係 
 

６－１ コートジボワールにおける日本企業の活動 

コートジボワールにおける日本企業の活動の歴史は古く、1960年代から活動をしており、商社

のみならず製造業の進出もみられている。1967年には、紡績会社であるユニチカが、同社並びに

コートジボワール政府、ホランド社（オランダ）、コトニエ社（フランス）、コートジボワール工

業開発銀行、欧州投資銀行、オランダ開発基金による合弁会社綿布生産・プリント加工会社

「SOTEX-CI」を設立している。 

SOTEX-CI社について、「ユニチカ百年史」によると60、資本金20億FCFA､出資比率はユニチカ

23.54％、ホランド社23.54％、コトニエ社3.92％、コートジボワール政府12.75％、コートジボワー

ル工業開発銀行7.5％、欧州投資銀行13.75％、オランダ開発基金15％という構成であり、現在工業

地区として指定されているVridiで工場を操業していた。その後1973年にはアビジャンから270km

ほど北上したディンボクロに紡織一貫工場であるUTEX-CIを設立したが、1984年にはコートジボ

ワール内の捺染（プリント生地）市況の極度の悪化により、SOTEX-CIのフランス捺染会社との合

併を経て、UTEX-CIがSOTEX-CIを吸収合併し、紡織加工一貫会社となっている。設備は紡機29,376

錘、織機768台を備えており、鉄道を使ってディンボクロの北にある綿花地帯から工場に原綿を運

び、アフリカンプリントの生地を生産、アビジャンの染色工場に供給すると同時にヨーロッパ向

けにベッド・シーツ生地として輸出していた61。「ソテキシー、ユテキシーとも主として日本人は

技術を、フランス及びオランダは商権を、コートジボワールは労働を提供するという了解に基づ

いて、日本人は生産と工務を、フランス、オランダ人は営業と会計を、現地人は人事と労務を担

当するという、従来のこの国の企業とは異なった特徴のある4者の組み合せ」という協働体制にあ

ったようである。UTEX-CI社の現地人雇用者は当初から1,300名を超え、家族を含めると約5,000名

に達していたとのことで、当時のディンボクロの人口が3万人ということから、いかに地域への経

済インパクトが大きかったかがわかる。 

また、1984年には松下電器がコートジボワール松下電器「NELCI」を設立し、構成部品を海外か

ら輸入し、テレビやラジオ、エアコンなどの家電組立工場をアビジャンに建設、稼働開始させて

いるが、2000年には撤退している。その理由として、『企業が変えるアフリカ—南アフリカ企業と

中国企業のアフリカ展開（平野克己編）』62によると、「①当初75％あった完成品との関税格差が10

～15％まで縮小した、②密輸取引の横行による不当競争が激化した、③関連の基礎産業が育たな

い、④99年のクーデター以降の政情不安の4点」が挙げられている。 

最近では、三井海洋開発が、浮体式海洋石油生産・貯蔵・積出設備（Floating Production Storage & 

Offloading system：FPSO）を、Canadian Natural Resources（CNR）社が開発権利をもつコートジボ

ワールのBaobab海底油田の石油・ガス開発用に投入するため、CNR社からFPSO建造工事及びチャ

ーターを2003年に受注、2005年から生産が開始されている63。同社は本FPSOを所有し、CNR社に

                                                        
60 参照：ユニチカ編・通史編 第４章 人心の一新と人材の活用 －小幡社長就任（昭和47年～49年）12．国際化への取り組

み（3）コートジボアールの合弁会社「ユテキシー」 
61 UTEXI社は2002年に閉鎖。閉鎖前の年間売り上げは9,600万ユーロ、製品の80％が輸出向け。 

参照：http://economie.jeuneafrique.com/regions/afrique-subsaharienne/12090-industrie-utexi-le-phenix-du-textile.html 
62 参照：企業が変えるアフリカ—南アフリカ企業と中国企業のアフリカ展開、新領域研究センターⅤ－24、アフリカリサーチ

シリーズNo.13、平野克己編、第10章コートジボワールと中国、P.215 
63 参照：三井海洋開発ホームページ http://www.modec.com/jp/project/fpso_fso/baobab.html 
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対して10年間（最長10年間の延長オプションつき）の設備の運転オペレーション及び保守点検サ

ービスの提供を行っている。 

そのほか、2011年11月には味の素が現地法人を設立しており、13年初めに工場を稼働する予定で

ある。また、フランス語圏アフリカ全体に関係する日本企業動向として、2012年8月、豊田通商が

当地での販路拡大を目的に、フランス最大のアフリカ専門商社CFAOの株式29.8％を取得、その後

株式公開買付により12月までに97.81％を取得し、完全子会社化している。CFAOはフランス語圏ア

フリカを中心に自動車、医薬品、消費財などの流通・卸を手掛けている。 

日本企業の海外進出は、変動相場制への移行やプラザ合意等を背景として、1970年代にはじま

り、1980年代に加速していくが、当時の進出先は、輸出先市場であり貿易摩擦を避けることを目

的とした北米諸国や、人件費の抑制を目的とした東南アジアなどが主であり当時のアフリカへの

進出は資源を目的としたものがほとんどであったと思われる。そのような状況のなかで、コート

ジボワールにおいて、数はさほど多くはないものの、1960年代から製造業分野で進出し生産拠点

をもっていた日本企業が存在していたことは、当時のコートジボワールの産業インフラや市場成

熟度を間接的に反映しているものともいえ、特筆すべき事象であろう。 

2011年の内戦終結後、日本とコートジボワールのビジネス関係強化を進める活動も実施されて

おり、2012年7月にはJETROにより南アフリカ共和国に進出している日本企業を主なメンバーとす

る視察団訪問が実施され、同じタイミングでJICAとJETROの共催により、日本においてコートジ

ボワール投資セミナーが開催されている。 

 

６－２ 日本企業進出の課題 

（1）在日コートジボワール大使館 

在日コートジボワール大使館によると、鉱山開発、油田/ガス田開発、そしてインフラ開発

の分野への投資を期待するとのことである。特に日本の商社は資源開発投資に積極的なので、

それに関係する期待している。コートジボワールは、金、ボーキサイト、ダイヤモンド、鉄

鉱石が取れる。なお、現在、インド系資本による同国西部にある鉄鉱石の鉱山開発の交渉が

進行中のことである64。これが実現すれば鉱山開発は大きく進むと期待しているという。 

なお、「日本からの投資」に限らずということであれば、国内電力供給を更に安定させつつ

地域内電力輸出を拡大することを目的とした発電所の建設についての投資も大きな案件にな

っている。現在、中国資本による水力発電用のダムが建設中である。火力発電所の建設につ

いては入札をしているところ。アメリカ、フランスなどから数社の応札が既にきているとい

うことであった。 

 

（2）日本企業へのヒアリング 

国内作業として西アフリカへの展開に関心をもつと考えられる日本企業へのヒアリングを

行った。その結果を、日本企業からみたコートジボワール投資への可能性と課題という観点

からでまとめたものが表６－１である。 

                                                        
64 鉱山・石油・エネルギー省からのヒアリング情報。採掘地から、コートジボワール第二の港、San-Pedroまで約500ないし600km

に及ぶ鉄道建設、港の専用埠頭がパッケージになった計画。 
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表６－１ 日本企業からみたコートジボワール投資の可能性と課題 

（1）日本企業のコート

ジボワールへの関

心度と関心分野 

・ 原油（新規の開発権益の取得） 

・ 鉄鉱石（将来性～現在は治安の問題あり） 

・ 鉄鋼製品（主に建材）の輸出販売 

・ 中小規模発電（グリッドから離れた地方電化。大規模な円借款は

当面はないという想定） 

・ 港湾等主要インフラのリハビリ/拡張関連 

・ ビジネスをするならまずは「アビジャン」地域から着手するのが

順当～地方は治安とインフラに不安がある。 

・ 製造拠点の投資先としては関心が低い～既存の大口需要はおおむ

ね「フランス仕様」を採用。例えば電気配線施設等。 

（2）日本企業のコート

ジボワールへの投

資・貿易の実際の

動向 

・ ココアバターの輸入。買い付け先は、コートジボワールにあるフラ

ンス系企業。これは今のところ一番大きな商売。 

・ セメントの原料クリンカーを日本より輸出している。コートジボワ

ールではこれを砕いて、セメントを生産している。 

・ 石油精製工程で触媒として用いられる活性白土（activated clay）を

日本より輸出している。 

・ 豊田通商が当地での販路拡大を目的に、フランスのアフリカ専門

商社CFAOの株式97.81％取得（2012年12月）。 

・ 味の素が現地法人を設立（2011年11月）。同社は13年初めに工場を

稼働する予定。 

・ そのほか、三菱商事、三井海洋開発などがビジネスに参入している。

（3）日本企業にとって

のコートジボワー

ル進出メリット 

・ 資源開発への参画。 

・ 西アフリカのなかでは大きな経済規模。市場としてのポテンシャ

ル。 

・ 豊富な農産物。 

・ 西アフリカの経済ハブ～地域市場全体への足がかり。 

・ 比較的整備されたインフラ（老朽化の懸念あり） 

・ 比較的人材の層が厚い。 

（4）コートジボワール

進出を考えた際の

企業にとっての障

害 

・ コートジボワールは「遠い」というイメージが強い。 

・ 「仏語圏」であるということも、日本企業にはハードルが高いと思

う理由の1つになっている。 

・ 治安状況に不安がある（日本の外務省による「コートジボワール

に対する渡航情報（危険情報）の発出」によると、2013年3月2日現

在、アビジャン地域以外は「退避を勧告します」もしくは「渡航の

延期をお薦めします」となっている。この指定だと一般的に企業は

出張禁止地域とする）。特に南北の対立には決着がついていないと

いう見方も強い（得票比率から見ても現大統領の僅差の勝利）。 

（5）欲しいと思う情報、

不足している情報

等 

・ 最新のインフラの状況（どの程度残っているのか） 

・ 安全確保の状況（治安） 

・ 市場としての将来性～中長期的な見込み 
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第７章 JICAによる民間セクター開発支援における協力可能性 
 

７－１ コートジボワール産業の現状と有望産業セクター 

（1）コートジボワール産業の現状 

2012年現在、コートジボワール経済は一次産業24％、二次産業30％、三次産業46％という

構成である。一次産業はカカオに代表される農産物、二次産業は鉱物・石油採掘・精製及び

製造業、三次産業は製品の小売・卸業に多くを占められているが、なかでも二次産業に含ま

れる製造業はGDP全体に対しても21％と高い割合を占めていることがコートジボワール経済

の特徴といえる。この割合は、サブサハラ全体平均8.9％、東アフリカ諸国（ケニア11.0％、

タンザニア10.2％）、西アフリカ諸国（ガーナ9.1％、セネガル14.0％）と比べても際立って高

い。コートジボワール製造業は、食品・飲料と化学製品でその付加価値額の約半分が占めら

れるが、その内容は、カカオの加工品や、カシューナッツやパームの加工品、パームオイル

を使用する石けんや洗剤など農産物に由来する加工品である。農産物と農産物加工品は輸出

金額においても約半分、業種別対内直接投資額においても43％を占めている。 

コートジボワールは石油及び天然ガスの産出国であるが、二次産業においては、製造業に

加えて鉱物・石油採掘・精製も付加価値額の約2割の規模を占めており、輸出金額においても

原油及び石油製品も合計29.4％を占めている。 

以上から、コートジボワール経済においては農業と製造業、なかでも農産物加工産業、加

えて天然資源関連産業が重要な地位を占めていることが分かる。 

 

（2）コートジボワールの産業発展における有望産業セクター 

国家開発計画2012～2015年（PND）において、その実行予算の約6割を、民間資金を活用し

て実施することをねらっており、コートジボワール政府は投資促進を強力に推進している。

特に、農産物加工産業について、農産物生産全体でみたときにその加工率はまだ低く、加工

していたとしてもその度合いが低いことが課題である。そのため特に農産物加工産業への投

資を推進しているほか、PNDと新産業政策フェーズⅠ成果文書でも共通して、農産物の加工

率と加工度を向上することを大きな目標として設定している。実際の産業動向としても、カ

カオやカシューナッツについて、この5年ほどで加工度を押し上げる新規投資が複数実行され

ている。 

農産物加工産業の成長に伴って、同加工品のパッケージング製品を中心とした中間製品を

供給する周辺産業の成長可能性も見込まれる。同周辺産業は、必要とされる技術や扱う資材

の面で、紛争復興期にあるコートジボワールで、短期的に拡大が予想される建設需要を支え

るための周辺産業と中身が重なるものである。 

鉱物や石油、天然ガス等の天然資源については、外貨収入とエネルギー供給の確保という

観点で、コートジボワール経済において引き続き重要な役割を担うことが予想される。一方

で、それら資源が、コートジボワール内でバリューチェーンを構築し、他セクターにとって

の周辺産業となっていくことは、コートジボワールが保有する資源の規模にかんがみると期

待できない。 

以上から、コートジボワール有望産業セクターとして、①政策の後押しもあり、豊富な農

産物資源を生かした農産物加工産業、②農産物加工産業や建設産業などの中核産業に必要な
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周辺産業、以上大きく2つの産業セクターの成長可能性を指摘することができる。これら2つ

の産業セクターは、何に誘引されコートジボワールに立地しているかという点で、資源立地

型、需要立地型の2つに大別される。これら2つの分類には、原材料調達元と、製品販売市場

の別によって加工貿易型という区分が上乗せされる。表７－１に整理すると以下のとおりと

なる。 

 

表７－１ 有望産業セクターの分類 

立地区分 資源立地型 需要立地型 

 加工貿易型 

セクター 農産物加工産業① 農産物加工産業② 中核産業周辺産業 

製品 ・コーヒー豆、カ

カオマスや粉、

殻むき後カシュ

ーナッツ、ゴム

など一次加工を

した半製品 

・パームオ

イル、コ

ンデンス

ミルク、

石けんな

どの日用

品の最終

製品 

 

・将来的に、

例えばゴ

ムを原材

料とした

タイヤな

どの技術

的により

高度な工

業製品 

・農産物加工品のパッケージングに

関わる中間製品で、缶、段ボール、

プラスチック等 

・金属製建設資材（電炉メーカー）、

・建設資材の中間製品で、塩化ビニ

ル管などのプラスチック製品 

・建造物の内装、電気、水回り施設

関連産業（セメント、プラスチッ

ク製品、ワイヤー、パイプ等） 

原材料 国内 国内＋海外 国内＋海外 海外 

市場 国際市場 国内市場、

域内市場 

国際市場 国内市場、域内市場 

 

７－２ コートジボワール産業開発の課題 

（1）産業セクター横断的課題 

2011年の内戦終結後、現在のコートジボワールの産業開発の方向性を示す政策文書は、PND

と、それに基づいた産業開発分野の政策文書である新産業政策フェーズⅠ成果文書の2つが挙

げられる。産業開発は、これら2つの政策に基づき、産業省や商業・手工業・中小企業振興省

をはじめとする技術省庁やドナー、長い歴史をもち現在でも活発に活動をする民間企業団体、

そして産業発展の主体である民間企業によって強力に推し進められようとしている。 

しかしながら、この30年の政治・経済的停滞と断続的な内戦の影響はやはり大きく、1970

年代までに発展した産業インフラはいまや老朽化が激しい。企業活動を支援する行政施策も

頓挫しているものが多くみられ、今後は上記2つの政策に基づき産業開発の施策の具体化と実

施が求められる。 

これらの課題を産業開発に係るテーマごとにまとめると表７－２のとおり。 
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表７－２ 産業開発課題 

 テーマ 現 状 課 題 

１ 政策立案 PND優先行動計画の策定、コートジボ

ワールの産業状況診断に基づき産業発

展のための提言をする新産業政策フェ

ーズ１．成果文書の策定がほぼ完了。

今後、各産業セクターの政策策定を予

定。 

上位政策を踏まえた、各産業セク

ターの具体的政策・施策の策定と

実施。 

２ ビジネス環境 【ソフト面】 

新投資法の制定、起業登録・投資認可

ワンストップショップの設立、その他

ビジネス環境改善に係る制度整備等を

実施しているが、更なる制度改善と効

果的運用等が必要。また、製品や技術

の品質基準・規格について、法制度、

実施体制ともに未整備。 

ソフト面・ハード面ともに明確な

管理・運営体制と制度の整備、並

びに制度の効果的な運営。 

 

ハード面の工業地区については、

コートジボワールの長期的産業発

展戦略において工業地区をどのよ

うに位置づけるのかという上位戦

略の立案が第一に必要とされる。

同時に、既存工業地区のインフラ

のリハビリも必要。 

【ハード面】 

工業地区について、包括的・戦略的立

地制度が整備されないまま、自然発生

的に工場が集積した地区を工業地区と

呼んでいるにとどまる。 

既存の工業地区の個別ケースにおいて

も、例えばアビジャンの工業地区は、

道路状態は劣悪、電気代が相対的に高

い、水が需要に追いついておらず自己

設置が必要など、インフラ状況が劣悪。

工業地区の土地割り当て決定委員会は

あるものの、割り当てのみで土地管理

については明確な制度が未整備。また

アビジャン港は老朽化が進んでおり、

コートジボワールの経済発展のポテン

シャルに見合ったリハビリ、能力強化

が必要。 

３ 貿易・投資促進 CEPICIにより企業登録・投資認可ワン

ストップショップが設立されているも

のの、投資検討に必要な基本的な情報

の整理や、より具体的な投資誘致活動

などが不十分。 

企業家及び投資家にとって活用し

やすい明確な制度整備と、効果的

運営。 

４ 金融 特に中小企業による金融アクセスが困

難。短期融資に限られ、長期融資が不

足している。また、ドナーから金融機

関への中小企業向けクレジットはある

が、中小企業からのアクセスが困難。

政府は中小企業金融支援制度の設立の

必要性を強く認識。 

中小企業向けクレジットの実施促

進体制（信用保証制度の構築、中

小企業の経営改善など）の整備と

運営。 
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５ 中小零細企業支

援 

民間企業団体によるBDS支援は比較的

活発に行われているが、それぞれが連

携なく独立して支援を提供。例えば技

術認定制度構築の構想が複数の団体か

ら聞かれるなど、支援の重複もみられ

る。また、単発のBDS支援のみで、包

括的に企業の課題に応じられていな

い。 

中小企業支援に関連する政府機関

や民間企業団体の連携強化、それ

ら組織の支援の質向上。 

６ 産業人材育成 【経営者】 

過去約10年間の内戦の影響により、市

場が停滞、健全な競争が働かなかった

ことによる実務能力の低下の可能性。

経営能力の向上。 

【技術者】 

過去約10年間の内戦の影響により、技

術の更新がなされていない、または新

技術に対応した知識が習得されていな

い。 

市場の需要に対応する技術種類の

特定と習得技術の質の向上。今後、

短期的に需要が高まる産業（建

設・インフラメンテナンス）にお

ける技術者の育成。 

７ 各産業セクター

育成 

政府による農産物加工産業の加工度及

び加工率を上げる政策があるが、具体

的施策は立案段階。 

農産物加工産業以外も含め、産業

セクター別振興政策・施策の立案

と実施。 

 

（2）各産業セクター育成 

コートジボワールの各産業セクターが抱える課題を解決していくためには、各産業セクタ

ーによりバリューチェーンの構成や、構成要員である企業の業種、必要とされる技術、経営

力、人材、などが異なることから、産業セクターごとのより深い調査及び分析、並びにその

結果に基づいた育成政策と施策の立案・実施が必要となる。 

加えて、特定産業セクターを振興する際には、コートジボワール内における知識や技術の

革新及び富の創出、並びに雇用促進の観点から、特に中小企業の育成が重要となる。各産業

セクターの成長や投資拡大に伴って、同セクターを支える周辺産業が必要とされるが、その

担い手となるのは現地企業である。コートジボワールにおいては一般に企業のうち8～9割が

中小企業であるといわれており、それら中小企業が大企業の技術波及の受け皿となり、自ら

も技術革新しうる可能性をもつ。 

 

７－３ JICA支援の可能性検討 

（1）各産業開発テーマの支援優先度検討 

JICAの支援方向性の検討にあたり、産業開発テーマの支援優先度を検討した（下記マトリ

ックスを参照）。優先度の判断基準として、緊急度、政策優先度、及び施策実施状況の進捗度

の高低、担当機関の有無、JICAの協力経験、他ドナー支援の有無の6項目を設定し、それぞれ

「◎＝度合いが高い」、「○＝普通」、としている。施策実施状況の進捗度は高いほど、支援側

としても政府のイニシアティブを生かすことができるというメリットとなりうるため、高評

価としている。 
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表７－３ 産業開発テーマに対する支援検討マトリックス 

産業開発

テーマ 
緊急度 

政策優

先度 

施策実

施状況 
担当機関 JICAの協力経験 

他ドナーによる

支援状況 

１. 政策

立案 

○ ○ ◎ 産業省、商業・手工

業・中小企業振興省

産業分野別、課題別、

アジア、エチオピア、

ザンビア 

UNIDO 

   

２. ビジ

ネス環境 

◎ ◎ ◎ CEPICI アジア EU、WB、IFC 

   

３. 貿易・ 

投資促進 

◎ ◎ ◎ 商業・手工業・中小

企業振興省、CEPICI、

APEX-CI 

アジア、ケニア、ザ

ンビア 

EU、WB、UNIDO

   

４. 金融 ○ ○ ○ 商業・手工業・中小

企業振興省、FIDEN、

FAPA 

 UNIDO、IFC、仏、

   

５. 中小

零細企業

支援 

○ ○ ○ 産業省、商業・手工

業・中小企業振興省

政策立案支援、BDS

強化、アジア、カメ

ルーン、ガーナ、ケ

ニア 

WB 、 UNIDO 、

UNDP    

６. 産業

人材育成 

○ ○ ○ 産業省、商業・手工

業・中小企業振興省、

雇用・社会問題・職

業訓練省、AGEPE、

AGEFOP 

アジア、セネガル EU、WB、

UNIDO、仏    

７. 各産

業セクタ

ー育成 

○ ○ ○ 産業省 ザンビア UNIDO、米、GIZ

   

 

ポストコンフリクト国という文脈において、国の安定を実現していくために、国の予算不

足を補い、目に見える発展効果が期待され、更に雇用創出効果ももたらしうる投資促進と、

投資促進に必要なビジネス環境整備は緊急度が高い。PNDや政府の動向から、これらが政策

的にも非常に重視されていることは明確で、既に施策も実施されている。既述のとおり、コ

ートジボワールには既に厚い経済基盤が形成され、豊富な農産物が存在し、天然資源開発の

可能性がある。一方で、政治経済危機に揺れた過去30年の間に、産業開発を促進する政策や

制度が適切に整備されてこなかったため、民間セクターの投資コストが必要以上に高くなっ

ているという課題がある。加えて、個別の産業インフラの老朽化も激しい。 

以上から、産業開発テーマについては2．ビジネス環境と3．貿易・投資促進について支援

優先度が高いと判断できる。 

 

（2）JICAによる支援可能性 

JICAによる支援の可能性については2つ考えられ、①支援の優先度の高いビジネス環境と貿

易・投資促進に対する緊急的支援と、②今後の産業発展を長期にわたって支えていく基盤と

なるそれ以外のテーマに対する中長期的支援である。 
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1）緊急：ビジネス環境と貿易・投資促進 

産業開発に係るテーマ２．ビジネス環境と３．貿易・投資促進は、多額の民間資金の動

員を想定しているPND優先行動計画の実施のためにも、環境整備を迅速に進めて投資をす

ばやく呼び込む必要があることから、相互関連性が高く、緊急性並びに政策優先度も非常

に高いといえる。既にコートジボワール政府が施策実施を早急に進めている他、ドナーも

支援を行っている。JICAは、アジアや一部アフリカで既に類似の支援の経験と知見を蓄積

してきており、両テーマの範囲が広いことからも、JICAが支援する余地は多く残っている。 

 

2）中長期：政策、金融、中小企業支援、産業人材育成、産業セクター別産業育成支援 

これらのテーマは、政策・施策の立案、実施がこれからであるうえ、今後の産業発展を

支えていく土台として、中長期的に支援をしていくことが必要となる。これらのテーマは、

各産業セクターに横断的なテーマではあるが、上述のとおり各産業セクターによってその

構成内容が異なることから、産業セクターごとに、バリューチェーンの構成と中小企業を

中心とする関連アクター、必要とされる知識や技術等に応じた支援を検討する必要がある。

これらの土台を整備し、関連アクターが一丸となって産業振興を推進するためにも、まず

は政府として政策策定を実現することが急がれる。 

 

７－４ JICAの支援方向性案とプロジェクト案 

上記の検討を踏まえ、JICAによる支援の方向性については、①緊急：産業インフラ制度整備支

援による貿易・投資促進、②中長期：特定の産業セクターを切り口としたバリューチェーン構築・

強化支援による産業基盤の強化の2つを提案する。 

2つの支援方向性それぞれの協力内容案は、以下のとおり。 

 

支援方向性1 

投資促進に資する産業インフラ制度整備支援 

大目標 

産業インフラ制度が整備され、継続的に投資が誘致される 

プロジェクト案 目 標 政策根拠 実施機関 活 動 優先度

（1）工業地区

の戦略的開発

計画に係るマ

スタープラン

策定支援 

投資誘致と産

業発展に資す

る包括的かつ

戦略的な工業

地区開発マス

タープランが

整備される 

PND優先行動計

画－Action 1.2.1、

Action 1.2.2、

Action 1.2.3 

産業省、

CEPICI 

①工業地区、経済特区の

立地や管理・運営に係る

既存の制度整備状況や

その課題、及び関係アク

ターを整理する。 

②今後の産業発展のあ

り方に沿った工業地区

の今後のあり方、及び管

理・運営制度について提

案する。 

 

（2）投資制度

整備支援 

投資家にとっ

て活用しうる

制度と体制が

整備される 

PND優先行動計

画－Résultat 

stratégique 2・

Industrie PME ・

CEPICI ①投資判断に必要な情

報の調査・整理と結果の

取りまとめ 

②担当行政官の投資誘
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Extrant 1.1 ・

Extrant 1.3 Action 

1.1.29、同Extrant 

1.3・Action 1.3.9

など 

致制度立案・管理・運営

に係る能力強化 

（3）規格・基

準整備 

企業の競争力

強化に資する

品質・規格基準

が整備される 

PND優先行動計

画－Résultat 

stratégique 2・

Industrie PME・

Extrant 2.3、

Commerce・

Extrant 1.3・Action 

1.3.3 

産業省、商業・

手工業・中小企

業振興省、国家

ラボラトリー、

コートジボワ

ー ル 規 格

（ CODINORM

） 

①品質・規格基準に係る

制度構築 

②担当行政官の制度運

用に係る能力強化 

③国家ラボラトリーの

人材育成、必要機材の

供与 

 

（4）貿易振興 生産活動促進

と市場アクセ

ス向上に資す

る輸出入制度

が整備され、活

用される 

PND優先行動計

画Résultat 

stratégique 2・Effet 

2・Extrant 2.2 

産業省、商業・

手工業・中小企

業 振 興 省 、

CEPICI 、

APEX-CI 

①輸出入の効率化に係

る制度構築（必要に応

じて法整備を含む） 

②担当行政官の制度運

用に係る能力強化 

③企業に対する制度普

及 

 

（5）産業人材

育成支援 

経営者・管理職

層になりうる

人材、及び、高

度技術を適切

に扱い応用で

きる人材が育

成される 

PND優先行動計

画Résultat 

Stratégique 3・

Effet 3 

商業・手工業・

中小企業振興

省、職工会議所

①経営に必要な知識・技

術及びコートジボワ

ール産業発展に資す

る産業技術について

指導できる人材の育

成 

②生徒に対する最適な

研修カリキュラムの

考案 

③（必要に応じて）②を

実現するためのイン

フラ建設、機材供与 

 

 

支援方向性2 

産業基盤強化に資する産業セクター別バリューチェーン構築・強化支援 

大目標 

コートジボワール企業の強い貢献が生み出される産業セクター別バリューチェーンが構築される 

プロジェクト案 目 標 政策根拠 実施機関 活 動 優先度

（1）セクター別

振興政策マスタ

ープラン策定支

援 

対象セクター振

興実施の土台と

なるマスタープ

ランが策定され

る 

新産業政策フェ

ーズ1 

産業省、商業省 ①各産業セクター

の概要調査と、対

象セクターの選

定 

②マスタープラン

策定 

③現地企業が包括
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されるバリュー

チェーンの構築

支援に係るパイ

ロットプロジェ

クトの実施 

（2）現地企業の

競争力強化支援 

コートジボワー

ルの現地企業の

製品の品質と生

産性が向上しバ

リューチェーン

において強固な

地位を確立する 

新産業政策フェ

ーズ1 

産業省、民間団

体 

①品質・生産性向上

支 援 体 制 の 構

築・強化 

②品質・生産性に係

る普及担当者の

能力強化 

③品質・生産性向上

に係る企業への

支援の実施 

 

（3）特定セクタ

ーに必要とされ

る技術向上支援 

特定セクターの

技術普及体制が

構築され、市場

の需要に沿った

企業の技術向上

が図られる 

PND優先行動計

画Résultat 

stratégique 5・

Integration 

Africaine・Extrant 

2.3 

産業省 ①特定セクターに

必要とされる技

術の特定 

②必要技術の普及

体制が整備され

る（技術普及の拠

点となる技術セ

ンターや指導員、

研修カリキュラ

ムなど） 

③設備・機材供与 

④必要技術の企業

への普及 

 

（4）包括的BDS

提供制度構築支

援 

企業ニーズに応

じた、多様で質

のよいBDSが、

タイミングよく

継続的に提供さ

れる制度と体制

が構築される 

新産業政策フェ

ーズ1 

産業省、商業・

手工業・中小企

業振興省、民間

企業団体（商工

会議所、企業連

合、輸出振興協

会など） 

①BDS提供の体制

構築と運用 

②企業ニーズの把

握に係る行政官

の能力強化 

③BDSの質向上 

 

（5）中小金融制

度構築支援 

中小零細企業の

金融アクセスが

向上する 

PND優先行動計

画Résultat 

stratégique 2・

Industrie PME・

Extrant 3.1 

商業・手工業・

中 小 企 業 振 興

省、企業振興コ

ートジボワール

国 家 基 金

（FIDEN）、手工

業促進支援基金

（FAPA） 

①中小零細企業の

金融アクセス向

上に資する制度

の構築（信用保証

制度） 

②制度運用体制の

構築と実際の運

用 

③中小零細企業の

ファイナンス運

用能力の向上 
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（6）域内・国際

貿易活性化 

域内の生活と産

業を支える製品

の貿易が活性化

されると同時に

国際市場へのア

クセスが向上す

る 

PND優先行動計

画Résultat 

stratégique 5・

Integration 

Africaine・Extrant 

2.3 

商業・手工業・

中 小 企 業 振 興

省、アフリカ統

一・海外コート

ジボワール人省

①域内貿易制度に

係る情報整備と

情報普及体制の

構築 

②域内貿易制度に

係る行政官の能

力強化 
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